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対象学校の現況 

 

（1）学校名及び設置者 

学校名 ： 日本電子専門学校 

設置者 ： 学校法人電子学園 理事長 多 忠貴 

校  長 ： 船山 世界 

 

（2）所在地及び認可年月日（所轄庁） 

所在地   ： 東京都新宿区百人町 1 丁目 25 番 4 号 

設立認可   ： 昭和 26 年 12 月 21 日 

準学校法人認可 ： 昭和 38 年 12 月 17 日 

専修学校認可   ： 昭和 51 年  9 月 10 日 

学校法人認可  ： 令和  元 年 11 月 11 日 

 

（3）沿 革 

日本電子専門学校（以下、「本校」と言う。）は、戦後間もなくの、物資の不足、教

育についての国家的展望もないという混乱期にあって、いち早く取るべき道を「科学

技術の振興」に定め、｢電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に

貢献する。｣という建学の精神によって、昭和 26 年 12 月 21 日に社団法人日本ラジオ

技術協会、日本ラジオ技術学校として創立した。 

その後、昭和 28 年 2 月から開始されたテレビ正式放送により本格的なテレビ時代

を迎えたことから、日本高等テレビ技術学校に改称し、テレビ技術者の育成を始めた。 

創立 10 周年である昭和 36 年には、エレクトロニクス産業の急速な発展と電子計算

機（コンピュータ）の実用化に伴い、その教育に着手すべく校名を現在の日本電子専

門学校と改称し、昭和 40 年代にかけて郵政省や通産省（当時）から資格の認定を受け、

電子工学科、放送技術科、電子計算機科、電気工学科、電気工事士科など多くの学科

を開設した。また、その間昭和 38 年に学校法人電子学園（以下、「本学園」と言う。）

として学校法人の認可を受けた。 

昭和 50 年代は、コンピュータプログラマーやレコーディング技術者、テレビ・映

画制作技術者などソフトウェア技術者の需要が高まり、本校においても本格的にソフ

トウェア教育に着手し、情報処理科、音響芸術科、放送芸術制作科などの学科を開設

した。中でもコンピュータとメディアを融合したコンピュータグラフィックスについ

ては、昭和 50 年代半ばよりいち早く教育に取組み、昭和 58 年にコンピュータグラフ

ィックス科を開設した。また、昭和 51 年に専修学校認可（工業専門課程）、昭和 52

年に工業一般課程の認可を受けた。 

平成に入って、ゲームやインターネットの普及によりゲームクリエイターやネット

ワークエンジニアなどの新分野の人材育成に着手し、ゲーム制作科やネットワークセ

キュリティ科を開設した。 

平成 7 年からは、文部省（当時）の定めた専門士に対応し、要件を満たした全ての
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学科で認定を受けている。 

平成 10 年代は、ビジネス分野でのコンピュータ利用が必要不可欠となったことに

より、平成 14 年に商業実務専門課程の認可を受け、OA 技術者の育成を始めた。また、

同時に文化・教養専門課程の認可を受け、音響芸術科など一部の学科の課程を変更し

た。 

平成 25 年 8 月に職業実践専門課程が創設され、平成 26 年に昼間部 5 学科が認定を

受けた。また、同年に厚生労働省主管の専門実践教育訓練給付制度有効指定講座に 3

学科が指定された。 

平成 28 年には、本学園の長期ビジョン「学校法人電子学園 NEXT10」（以下、「NEXT10」

と言う。）が策定された。 

平成 29 年には、NEXT10 プロジェクトにおいて、建学の精神、経営理念、経営ビジ

ョンに基づき「学校法人電子学園行動規範」および「日本電子専門学校教員の行動指

針」を策定した。また、これらの理念体系を記載したネームカードを全教職員がネッ

クストラップに挿入して携行している。 

平成 30 年には、近年 AI を活用できるエンジニアの社会的ニーズが高まってきたこ

とから、AI システム科（2 年制）を新設した。 

令和元年には、文部科学省による「高等教育の修学支援新制度」の対象機関として

確認された。 

令和 2 年には、同法人内に情報経営イノベーション専門職大学が墨田区に開学し、

職業教育の複線化を実現した。また、コロナ禍に伴いオンライン授業を開始した。同

年現在で、専門実践教育訓練給付制度有効指定講座に 7 学科が指定された。 

令和 3 年 3 月には、文部科学大臣認定の職業実践専門課程に AI システム科が認定

され、すべての昼間部学科が職業実践専門課程となった。また、創立 70 周年を記念し

て、「感謝。そして挑戦」オンライン式典・展示会を開催した。 
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Ⅰ 学校の教育目標 

本校の建学の精神は、「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世

界に貢献する」であり、その達成を教育目標としている。 

専門性を養う「職業教育」と汎用性を養う「キャリア教育」を教育の柱として、職

業実践専門課程の要件を踏まえた産学連携などを含めた教育システムを構築している。

各学科の一連の教育活動と、それを取り巻く学園生活全般を通して、専門性と汎用性

の両面を養うことを教育の基本方針としている。 

 

Ⅱ 本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標・計画 

0.教育重点項目 

 

本校では、令和 2 年度に重点的に取組むことが必要な項目について、２つの大項目

を立て、表 0-1 のように構成した。また、令和 2 年度の新型コロナウイルス感染症へ

の対応についても、教育重点項目の中で説明する。 

 

表 0-1 令和 2 年度教育重点項目一覧表 

0-1 NEXT10（日本電子専門学校の更なる伸張） 

0-1-1 「建学の精神」の実現に向けた「教育の質の保証・向上」 

0-1-2 EM・IR による組織的学生指導体制の充実 

0-1-3 キャリア教育の充実 

0-1-4 新設学科開発フレームを活用した調査・検討 

0-2 教育分野別重点項目 

0-2-1 クリエイター教育の重点項目 

0-2-2 エンジニア教育の重点項目 

0-3 新型コロナウイルス感染症への対応 

0-3-1 政府緊急事態宣言＋東京都休業要請への対応（4 月当初） 

0-3-2 経済的支援 

0-3-3 学事日程（年間予定）の変更 

0-3-4 学内施設のコロナ禍対応 

0-3-5 遠隔教育の導入 

0-3-6 遠隔授業の姿 

0-3-7 オンライン授業アンケート 

0-3-8 オンライン授業の展望 
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0-1 NEXT10（日本電子専門学校の更なる伸張） 

 

0-1-1 「建学の精神」の実現に向けた「教育の質の保証・向上」 

本分科会に、「ポリシー策定プロジェクト」、「基本理念策定プロジェクト」の 2 プ

ロジェクトを設定し、以下の業務を推進している（表 0-2）。 

 

表 0-2 「教育の質の保証・向上」分科会プロジェクト一覧 

ポリシー策定プロジェクト 学科別カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー策定 

基本理念策定プロジェクト 「教員の行動指針」策定・普及啓発 

 

1） ポリシー策定プロジェクト 

平成 28 年度にまとめた「教育に付随する三つのポリシー策定及び運用に関する基

本方針」（本校独自のガイドライン）に則り、平成 29 年度から学科別ポリシーの策定

に取組んだ。年度ごとに策定に取組んだ学科は表 0-3 のとおりである。令和 2 年度は

6 学科が策定に臨み、全ての学科が期日までに提出した。これをもって、昼間部 21 学

科全ての学科別カリキュラムポリシーおよび、ディプロマポリシーが出揃った。令和

2 年度中の外部公開には至らなかったが、早急に内容の整合性などを改めて確認し、

令和 3 年度早期の公開に向けて準備を進める。 

今後の課題としては、学科横断的な内容の整合性（記載内容の項目とレベル、用語

の統一など）を図る必要がある。また、新型コロナウイルス感染症禍（以下、「コロナ

禍」という。）に対応して実施しているオンライン授業に関して、ポリシーへの反映の

有無を検討する必要がある。 

昼間部全 21 学科のポリシーを策定したことで、本プロジェクトは終了とする。今

後は、策定したポリシーに基づき、一貫性を持ったカリキュラムおよびシラバスを実

現し、さらなる教育の充実を図る必要がある。さらに、夜間部学科のポリシー策定へ

と進めるが、これは本プロジェクトには位置づけない。 

 

表 0-3 ポリシー策定プロジェクト年度別策定学科 

年 度 学 科 

平成 29年度 
①コンピュータグラフィックス科 ②ゲーム制作科 

③情報ビジネスライセンス科 ④情報処理科 

平成 30年度 
⑤CG 映像制作科 ⑥グラフィックデザイン科 ⑦ゲーム制作研究科 

⑧ネットワークセキュリティ科 ⑨高度情報処理科 

令和元年度 
⑩アニメーション科 ⑪アニメーション研究科 ⑫ゲーム企画科 

⑬コンピュータグラフィックス研究科 ⑭電子応用工学科 ⑮電気工学科 

令和 2 年度 
⑯Web デザイン科 ⑰ケータイ・アプリケーション科 ⑱AI システム科 

⑲情報システム開発科 ⑳電気工事技術科 ㉑高度電気工学科 
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2） 基本理念策定プロジェクト 

平成 29 年度 8 月から、「建学の精神」、「経営理念」、「経営ビジョン」、「電子学園行

動規範」、「教員の行動指針」といった理念体系を記載した教職員用ネームカードをネ

ックストラップに挿入して全教職員が携帯している。 

これを受けて、基本理念策定プロジェクトが策定した「教員の行動指針」について

は、その普及・啓蒙を目的として、平成 30 年度から教員個々が指針に照らして自らの

行動を自己診断する機会を設けている。令和 2 年度は、Google フォームを用いて、下

記のように 2 回実施した。表 0-4、0-5 は、評価レベルの平均値が高い順に項目を上か

ら並べた。この結果を受けて、教員個々が自己診断の結果を分析して改善に役立てる

とともに、組織全体の弱点を明らかにしながら改善の方策を検討する。 

 

＜教員の行動指針自己診断の概要＞ 

（診断項目数） 28 項目 

 （評価レベル） 5 段階 5（高） ⇒ 1（低） 

 

＜第 4 回診断の状況＞ 

（実施時期） 令和 2 年 10 月 

 （実施人数） 対象教員 93 名のうち 92 名（実施率 98.9%） 

 （全体平均） 4.35 
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表 0-4 第 4 回診断の平均値 

NO 平均値 項  目 

1 4.57 13. いつでも、すべての学生に平等な対応をします 

2 4.56 15. 学生の成長を一番の喜びと考え、愛情と熱意を持って学生を導きます 

3 4.53 10. 相手を認め、協力し合う人間関係を築き、チームワークを大切にします 

4 4.50 16. 専門の知識と技術の指導を通して、自己学習力を養えるように導きます 

5 4.48 9. 報告・連絡・相談を徹底して情報を共有します 

6 4.48 12. 本校の基本理念を尊重し、社会の倫理規範に則って行動します 

7 4.46 19. 学習目標を明確にします 

8 4.46 14. 学生のこれまでの歩みを受け入れ、それぞれの学生の視点に立って導きます 

9 4.45 28. 生涯、自己研鑽に努めます 

10 4.43 7. TPO（Time, Place, Occasion）をわきまえた組織人を目指します 

11 4.41 5. 肯定的な思考を持って人の話に耳を傾けます 

12 4.41 6. 謙虚さと感謝の気持ちを持ち続けます 

13 4.41 21. 学習目標を達成するために、オリジナル教材の開発、授業の準備を行います 

14 4.40 23. 授業内の秩序を保ち、学習に望ましい環境を作ります 

15 4.38 25. 現状に満足せず、新しいことに挑戦し続けます 

16 4.34 11. 学科目標および個人目標を達成するよう努力します 

17 4.32 8. 公私の区別を明確にして行動します 

18 4.32 1. 笑顔で挨拶をします  

19 4.32 24. 授業アンケートの結果を分析し、授業内容の改善を行います 

20 4.30 20. 学習単元ごとの成果と、学習目標の達成度を確認します 

21 4.29 27. 常に業界の動向に目を向け、時代の変化に対応します 

22 4.29 4. 何事にも主体的に取り組み、前向きに行動します 

23 4.27 17. 内発的モチベーションを上げられるように導きます 

24 4.24 26. 業界の最新技術を習得する努力を続けます 

25 4.15 18. 教育者としての品格を保ち、言動において学生の模範となります 

26 4.11 2. 心身ともに健康であるよう体調管理に努めます 

27 3.92 3. 身だしなみに気を配り、身の周りを整理整頓します 

28 3.91 22. 学科内でシラバス評価を行うと共に、科目間の連携を確認します 

 4.35   

 

＜第 5 回診断の状況＞ 

（実施時期） 令和 3 年 3 月 

 （実施人数） 対象教員 96 名のうち 96 名（実施率 100.0%） 

 （全体平均） 4.35 

  

全体平均ライン 
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表 0-5 第 5 回診断の平均値 

NO 平均値 項  目 

1 4.57 15. 学生の成長を一番の喜びと考え、愛情と熱意を持って学生を導きます 

2 4.55 12. 本校の基本理念を尊重し、社会の倫理規範に則って行動します 

3 4.54 10. 相手を認め、協力し合う人間関係を築き、チームワークを大切にします 

4 4.52 13. いつでも、すべての学生に平等な対応をします 

5 4.50 14. 学生のこれまでの歩みを受け入れ、それぞれの学生の視点に立って導きます 

6 4.50 19. 学習目標を明確にします 

7 4.49 16. 専門の知識と技術の指導を通して、自己学習力を養えるように導きます 

8 4.47 5. 肯定的な思考を持って人の話に耳を傾けます 

9 4.46 23. 授業内の秩序を保ち、学習に望ましい環境を作ります 

10 4.43 9. 報告・連絡・相談を徹底して情報を共有します 

11 4.43 28. 生涯、自己研鑽に努めます 

12 4.41 25. 現状に満足せず、新しいことに挑戦し続けます 

13 4.40 21. 学習目標を達成するために、オリジナル教材の開発、授業の準備を行います 

14 4.38 7. TPO（Time, Place, Occasion）をわきまえた組織人を目指します 

15 4.36 6. 謙虚さと感謝の気持ちを持ち続けます 

16 4.36 8. 公私の区別を明確にして行動します 

17 4.36 27. 常に業界の動向に目を向け、時代の変化に対応します 

18 4.35 26. 業界の最新技術を習得する努力を続けます 

19 4.32 11. 学科目標および個人目標を達成するよう努力します 

20 4.30 17. 内発的モチベーションを上げられるように導きます 

21 4.29 4. 何事にも主体的に取り組み、前向きに行動します 

22 4.27 1. 笑顔で挨拶をします  

23 4.26 20. 学習単元ごとの成果と、学習目標の達成度を確認します 

24 4.24 24. 授業アンケートの結果を分析し、授業内容の改善を行います 

25 4.18 18. 教育者としての品格を保ち、言動において学生の模範となります 

26 4.05 2. 心身ともに健康であるよう体調管理に努めます 

27 3.95 22. 学科内でシラバス評価を行うと共に、科目間の連携を確認します 

28 3.93 3. 身だしなみに気を配り、身の周りを整理整頓します 

 4.35   

※ 青字：第 4 回に比して平均値が上がった。赤字：第 4 回に比して平均値が下がった。 

 

＜自己診断の平均値の変化＞ 

  評価レベルの全体の平均値は、4.30（令和元年 12 月）→ 4.35（令和 2 年 10 月） 

→4.35（令和 3 年 3 月）と推移している。令和元年度から令和 2 年度にかけて 0.05

上昇し、令和 2 年度内は同値であった。表 0-5 では、項目ごとの変化を色別に分け

た。 

全体平均ライン 
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図 0-1 第 4 回自己診断グラフ 
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1. 笑顔で挨拶をします

2. 心身ともに健康であるよう体調管理に努め…

3. 身だしなみに気を配り、身の周りを整理整…

4. 何事にも主体的に取り組み、前向きに行動…

5. 肯定的な思考を持って人の話に耳を傾けます

6. 謙虚さと感謝の気持ちを持ち続けます

7. TPO（Time, Place, Occasion）をわきまえた…

8. 公私の区別を明確にして行動します

9. 報告・連絡・相談を徹底して情報を共有します

10. 相手を認め、協力し合う人間関係を築き、…

11. 学科目標および個人目標を達成するよう…

12. 本校の基本理念を尊重し、社会の倫理規…

13. いつでも、すべての学生に平等な対応をし…

14. 学生のこれまでの歩みを受け入れ、それ…

15. 学生の成長を一番の喜びと考え、愛情と…

16. 専門の知識と技術の指導を通して、自己…

17. 内発的モチベーションを上げられるように…

18. 教育者としての品格を保ち、言動において…

19. 学習目標を明確にします

20. 学習単元ごとの成果と、学習目標の達成…

21. 学習目標を達成するために、オリジナル…

22. 学科内でシラバス評価を行うと共に、科目…

23. 授業内の秩序を保ち、学習に望ましい環…

24. 授業アンケートの結果を分析し、授業内容…

25. 現状に満足せず、新しいことに挑戦し続け…

26. 業界の最新技術を習得する努力を続けます

27. 常に業界の動向に目を向け、時代の変化…

28. 生涯、自己研鑽に努めます

第4回自己診断 令和2年10月30日

（n=92）
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図 0-2 第 5 回自己診断グラフ 
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1. 笑顔で挨拶をします

2. 心身ともに健康であるよう体調管理に努め…

3. 身だしなみに気を配り、身の周りを整理整…

4. 何事にも主体的に取り組み、前向きに行動…

5. 肯定的な思考を持って人の話に耳を傾けます

6. 謙虚さと感謝の気持ちを持ち続けます

7. TPO（Time, Place, Occasion）をわきまえた…

8. 公私の区別を明確にして行動します

9. 報告・連絡・相談を徹底して情報を共有します

10. 相手を認め、協力し合う人間関係を築き、…

11. 学科目標および個人目標を達成するよう…

12. 本校の基本理念を尊重し、社会の倫理規…

13. いつでも、すべての学生に平等な対応をし…

14. 学生のこれまでの歩みを受け入れ、それ…

15. 学生の成長を一番の喜びと考え、愛情と…

16. 専門の知識と技術の指導を通して、自己…

17. 内発的モチベーションを上げられるように…

18. 教育者としての品格を保ち、言動において…

19. 学習目標を明確にします

20. 学習単元ごとの成果と、学習目標の達成…

21. 学習目標を達成するために、オリジナル…

22. 学科内でシラバス評価を行うと共に、科目…

23. 授業内の秩序を保ち、学習に望ましい環…

24. 授業アンケートの結果を分析し、授業内容…

25. 現状に満足せず、新しいことに挑戦し続け…

26. 業界の最新技術を習得する努力を続けます

27. 常に業界の動向に目を向け、時代の変化…

28. 生涯、自己研鑽に努めます

第5回自己診断 令和3年3月31日

（n=96）
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0-1-2 EM・IR による組織的学生指導体制の充実 

本分科会では、ドロップアウト対策ならびに、学生マイページの導入について検討

した。 

 

1） 新入生対象アンケート 

ドロップアウト対策に資する EM・IR 活動として、平成 28 年度から「充実した学校

生活を送るための新入生対象アンケート」を継続実施している。令和 2 年度はコロナ

禍の影響で 4 月入学直後に実施する予定だった（JEC Week③）を、授業を開始した 6

月に実施し、7 月に予定通り（Ver.5）アンケートを実施した（表 0-6）。 

なお、令和 2 年度の新入生アンケートは、「退学防止プロジェクト」として外部企

業（（株）応用社会心理学研究所、以下「Aspect」と言う。）と連携して開発し、分析

を依頼した。 

JEC Week に行ったアンケート結果から早期ドロップアウトの可能性の高い学生を抽

出し、7 月に担任に通知することによって学生指導に活かした。また、2 回実施したア

ンケートの分析結果を、例年であれば 8 月に実施する夏季研修会において発表すると

ころであるが、コロナ禍の影響で叶わず、令和 3 年 3 月 26 日に実施した春季研修会に

おいて Aspect から発表して頂き、教職員と情報共有した。 

 

表 0-6 新入生アンケートの実施実績 

NO Version 名 設問数 実施時期 学生数 ｻﾝﾌﾟﾙ数 回収率 

1 新入生（Ver.1） 55 H28.7 1144 1090 95.3% 

2 新入生（Ver.2） 55 H29.6 1316 1260 95.7% 

3 新入生（JEC Week①） 30 H30.4 1372 1349 98.3% 

4 新入生（Ver.3） 40 H30.7 1372 1305 95.1% 

5 新入生（JEC Week②） 30 R1.4 1416 1400 98.9% 

6 新入生（Ver.4） 40 R1.7 1416 1340 95.0% 

7 新入生（JEC Week③） 63 R2.6 1471 1448 98.4% 

8 新入生（Ver.5） 74 R2.8 1458 1438 98.6% 

 

2） 卒業生アンケート 

平成 30 年度から、卒業生を対象として「学校満足度調査」を継続実施している（表

0-7）。本アンケートは、卒業年度末の 2 月に卒業を間近に控えた学生を対象として行

うもので、Aspect が主管した「全国専門学校共同卒業生調査」に参画する形になって

いる。したがって、学内の分析はもとより、他校との比較も可能になっている。令和

3 年 3 月末現在で報告書の提出を受けており、令和 3 年 5 月に分析会議を予定してい

る。 
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表 0-7 卒業生アンケートの実施実績 

NO Version 名 設問数 実施時期 学生数 ｻﾝﾌﾟﾙ数 回収率 

1 卒業生（Ver.1） 124 R1.3 1009 934 92.6% 

2 卒業生（Ver.2） 120 R2.2 1077 983 91.3% 

3 卒業生（Ver.3） 126 R3.2 1197 1101 92.0% 

 

3） 退学に至る要因モデル 

新入生対象アンケート、卒業生アンケートの深化と具体的施策の創案に向けて、令

和元年度より連携企業 Aspect に協力して頂き、新入生アンケートおよび、卒業生アン

ケートから「退学に至る要因モデル」（図 0-3、0-4）の導出に取組んでいる。このよ

うなモデルが示されることによって退学要因を整理し直し、効果的な対策につなげた

い。令和 2 年度は要因モデルのブラッシュアップを行いながら、本校の退学に至る要

因の理解に努めた。 

 

 

図 0-3 退学に至る要因モデルの作成ステップ 
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図 0-4 退学に至る要因モデル 

 

4） 具体的なドロップアウト対策 

アンケートやモデルを参考にして、具体的対策に展開するにあたっては、現状取組

んでいる全学科に対する全体的な対策に加えて、集中的な対策の必要性を確認した。

そこで令和 2 年度には、過去 3 年間のドロップアウト率に課題のある 3 学科（ゲーム

制作研究科、ゲーム企画科、ネットワークセキュリティ科）を「ドロップアウト対策

強化学科」として位置づけ、キャリアサポーターを中心とした集中的な対応を実施し

た。その結果、当該学科の全ての理由を含むドロップアウト率は、表 0-8 のように低

減した。 

また、近年多数の新入教員が採用されたため、平成 11 年 3 月に発行され、主に担

任業務のマニュアルとなっていた学生指導サポートブック「百人町に春がきた」（図

0-5）を令和 2 年度に全面改訂した。ドロップアウト対策においては、担任教員の理解

と努力が不可欠であり、その方法を平易に解説したドキュメントによって担任の学生

指導を助け、もってドロップアウト低減につながることを期待する。 

  



 

表

ゲーム制作研究科（

ゲーム企画科（

ネットワークセキュリティ科（

 

 

5） 学生マイページの企画

平成

平成

ェースデザイン、運用方法

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

後、令和

績閲覧機能を

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図

 

 

 

 

 

 

表 0-8 ドロップアウト対策強化学科の実績比較表

ゲーム制作研究科（

ゲーム企画科（

ネットワークセキュリティ科（

図

学生マイページの企画

平成 30 年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

平成 31 年 4 月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

ェースデザイン、運用方法

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

後、令和 2 年度に成績閲覧に関する運用方法

績閲覧機能を提供した。また、令和

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図

ドロップアウト対策強化学科の実績比較表

学科名 

ゲーム制作研究科（3 年課程）

ゲーム企画科（2 年課程）

ネットワークセキュリティ科（

図 0-5 学生指導サポートブック「百人町に春がきた」

学生マイページの企画

年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

ェースデザイン、運用方法

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

年度に成績閲覧に関する運用方法

提供した。また、令和

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図

ドロップアウト対策強化学科の実績比較表

 

年課程） 

年課程） 

ネットワークセキュリティ科（2 年課程）

学生指導サポートブック「百人町に春がきた」

学生マイページの企画 

年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

ェースデザイン、運用方法などについて議論を行った。

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

年度に成績閲覧に関する運用方法

提供した。また、令和 3

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図
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ドロップアウト対策強化学科の実績比較表

令和元年度実績

年課程） 

学生指導サポートブック「百人町に春がきた」

年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

について議論を行った。

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

年度に成績閲覧に関する運用方法を決定し、令和

3 年 4 月にオフィシャル

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図

ドロップアウト対策強化学科の実績比較表（令和

令和元年度実績

学生指導サポートブック「百人町に春がきた」

年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

について議論を行った。令和元年度中に「学生ポータ

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

決定し、令和

月にオフィシャル

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図

令和 3 年 3 月

令和元年度実績 令和

12.8% 

22.4% 

11.9% 

学生指導サポートブック「百人町に春がきた」

年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

令和元年度中に「学生ポータ

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

決定し、令和 2 年 10 月に

月にオフィシャル Web サイトをリニューア

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図

月 31 日現在

令和 2 年度実績

4.6%

12.5%

10.6%

学生指導サポートブック「百人町に春がきた」 

年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

令和元年度中に「学生ポータ

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

月に 1 年遅れで成

サイトをリニューア

ルし、「学園生活支援システム」より閲覧が可能になる予定である（図 0-6）。 

） 

年度実績 

4.6% 

12.5% 

10.6% 

 

年度に開発した時間割表閲覧、出席状況閲覧、成績閲覧の各機能について、

月に、開発企業の株式会社サーブネットを交えて、詳細仕様、インターフ

令和元年度中に「学生ポータ

ルサイト」の公開を開始し、時間割表閲覧と出席情報閲覧機能を先に提供した。その

年遅れで成

サイトをリニューア
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図 0-6 学生ポータルサイト 

 

0-1-3 キャリア教育の充実 

1） 学生自治会の適正運用 

平成 29 年 6 月に準備をはじめ、令和元年度に正式スタートした学生自治会は、令

和 2 年度は 24 名で活動し、年間に 17 回の会合を開催するとともに、以下のような活

動を主体的に実施した。 

それらの活躍に対して、コロナ禍中の活動を高く評価し、学生自治会の卒業生メン

バー6 名を、令和 2 年度卒業式において特別表彰した。 

 

① 朝の清掃・挨拶運動 

清掃は本館周りで、挨拶は本館正面入口にて、毎月第 1・第 2 週に実施。 

② 校長との意見交換 

自治会が中心となって、アンケートによって学園生活を営むうえでの問題を

収集し、校長との意見交換を行った。 

③ 劇団四季ミュージカル「CATS」鑑賞会企画立ち上げ 

イベント企画チームが業者との打合せやチケット予約、案内、申込、実施ま

での全体の流れについて検討し、案内資料を作成した（本企画は、残念ながら

緊急事態宣言により中止となった）。 

④ 「学生クレド 学生意識調査アンケート」の実施 

アンケートの集計結果を学内で共有するとともに、学生自治会の今後の活動

の参考にする。これら一連の企画からアンケート方法決定、アンケート作成、

集計作業まで学生自治会メンバーで実施した。アンケート結果を以下に図示す

る。 
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学生クレド 学生意識調査アンケート結果 （n=1347） 

   

 

※以下の設問の選択肢： 

 

●意識している  ●ときどき意識している 

●どちらでもない ●あまり意識していない  ●意識していない 

 

 

 

74.1

%

25.9

%

問１）日頃からクレドカードを携
帯していますか？

はい
いいえ

30.3

%

33.9

%

18.7

%

11.5

%

5.6%

問２）笑顔で挨拶を心がけている

64.3

%

17.0

%

14.3

%

1.9% 2.6%

問３）一人ひとりを尊重し、ハラ
スメントを行わない

45.9

%

30.3

%

12.2

%

8.2%
3.3%

問４）心身共に体調管理に努め
ている

30.4%

31.9%

24.7%

8.9% 4.1%

問５）社会人として他の学生の模
範となるような言動を心がけてい

る

35.1

%

34.7

%

19.0

%

8.1% 3.1%

問６）主体的に取り組み、前向き
に行動している

54.0

%

29.9

%

12.1

%

1.9% 2.0%

問７）肯定的な考えで人の話を
聞きくようにしている

58.1

%

29.2

%

9.4%

1.6% 1.8%

問８）謙虚さと感謝の気持ちを持
つようにしている

40.1

%
38.6

%

13.8

%

6.2% 1.3%

問９）報告、連絡、相談を徹底
して情報共有を心がけている

48.0%

32.8%

12.5%

4.5% 2.2%

問10）協力し合う人間関係を築き、
チームワークを大切にしている
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図 0-7 学生クレドアンケート結果 

 

2） 学校行事の主体的運用 

① スポーツフェスティバル（体育祭） 

令和 2 年度のスポーツフェスティバルは、7 月 13 日（月）に東京ドームにお

いて実施を予定していたが、コロナ禍の影響を受けて早々に中止を決定した。

そこで、学生自治会は令和 3 年度に向けた活動を開始した。前大会時の副実行

委員長が令和 3 年度も在籍しているため、その学生を中心に 4 名の学生にて次

年度運用方法や種目について検討を行った。 

② 日専祭（学園祭） 

令和 2 年度の日専祭は、コロナ禍中においても、学修成果の発表を主眼とし

て、様々な感染防止対策を施しながら実施した。日専祭実行委員会としては、

安全に実施するためのガイドラインを作成した。今まで経験のないコロナ禍中

の運用で、従来のマニュアルなどは使えないため、ガイドラインや運用方法の

すべてを一から作り直した。 

例年行っている屋台などの飲食を伴う出店はできなかったが、各学科の学修

成果発表は充実し、コロナの感染も確認されず、無事終了することができた。 

 

3） 日専祭実行委員会を通じた社会人基礎力の向上 

日専祭の前後において、実行委員会メンバーの社会人基礎力自己診断を行った。そ

の結果は表 0-9、図 0-8 のとおりであり大きな向上が見られた。したがって、日専祭

実行委員会のような大規模グループ活動は社会人基礎力の自己評価を高め、キャリア

49.0

%34.2

%

11.6

%

3.9% 1.3%

問11）チーム目標や個人目標を達
成するよう努力している

40.6

%

36.7

%

15.3

%

5.6% 1.9%

問11）成⻑をいちばんの喜びと
考え、意欲的に授業に取り組ん

でいる

37.9

%
35.9

%

16.0

%

7.4% 2.8%

問13）業界の最新技術を習得す
る努力をしている

31.7

%

37.6

%

19.7

%

7.3%
3.6%

問14）常に業界に目を向け、時代
の変化や需要に対応している



 

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。

 

 

①前に踏み出す力

②考え抜く力

③チームで働く力

 

図

 

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。

表 0-

前に踏み出す力

考え抜く力 

チームで働く力

図 0-8 日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素）

 

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。

-9 日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果（

能 力 

活動前 

前に踏み出す力 2.9 

2.8 

チームで働く力 3.1 

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素）

 

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果（

活動後 差

3.7 0.8

3.5 0.7

3.8 0.7

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素）

  

17 

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果（

差 

0.8 

①主体性

②働きかけ力

③実行力

0.7 

④課題発見力

⑤計画力

⑥創造力

0.7 

⑦発信力

⑧傾聴力

⑨柔軟性

⑩状況把握力

⑪規律性

⑫ストレスコントロール力

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素）

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果（

 

主体性 

働きかけ力 

実行力 

課題発見力 

計画力 

創造力 

発信力 

傾聴力 

柔軟性 

状況把握力 

規律性 

ストレスコントロール力

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素）

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果（n=

能力要素 

活動前

2.9

2.7

3.0

2.8

2.6

3.0

2.7

3.4

3.2

3.0

3.6

ストレスコントロール力 3.2

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素）

教育における啓発的経験として有効な教育方略であると考えられる。 

n=97） 

活動前 活動後 

2.9 3.8 

2.7 3.6 

3.0 3.7 

2.8 3.7 

2.6 3.3 

3.0 3.4 

2.7 3.6 

3.4 4.0 

3.2 3.8 

3.0 3.8 

3.6 4.2 

3.2 3.8 

日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素）

差 

0.9 

0.9 

0.7 

0.9 

0.7 

0.4 

0.9 

0.6 

0.6 

0.8 

0.6 

0.6 

 
日専祭実行委員会の社会人基礎力自己診断結果チャート（能力要素） 
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0-1-4 新設学科開発フレームを活用した調査・検討 

本分科会は、平成 28 年度 NEXT10 開始とともに「時代のニーズを捉えた魅力的な新

設学科開発フレームの確立」分科会として運用し、開発フレームを確立すると同時に

AI システム科の新設を果たして一定の成果が得られたため、令和元年度の 1 年間休止

となっていた。令和 2 年度になり、新設学科検討の必要性の高まりにより、「新設学科

開発フレームを活用した調査・検討」分科会として再稼働した。 

 本分科会においては、従前の新設学科開発フレームを改めて評価するために、まず

は新設学科開発フレームを利用して開発した AI システム科学科設立の評価を行い、大

きな成功を収めたという結論を導いた。これをもとに、新設学科開発フレーム（表 0-10）

をトレースして作業を進め、必要に応じてフレームのカスタマイズを行うこととした。 

 令和 2 年度前期に、分科会メンバーによってフェーズⅠの作業を行い、これを土台

として、フェーズⅡの要素を用いて新設学科提案の評価軸を作成した。後期には、新

設学科・付帯教育の提案を本校教員に公募し、スクリーニングにかけることとしたが、

残念ながら 1 件の新設学科案、5 件の附帯教育案が提出されるにとどまった。提出さ

れた新設学科案については、13 名のスクリーニング担当教員が 10 項目の評価軸に基

づいて丁寧に評価し、その結果に基づいて分科会メンバーが残念ながら不採用の結論

を下した。附帯教育案については、令和 3 年度以後の実現に向けた作業を進める予定

である。 

 時代に即した新たな学科の設立は、本校創立以来継続して行ってきた営みであり、

技術教育を担う専門学校の歩みにあって欠かせない要素である。令和 3 年度以後も引

き続き、開発フレームを活用して、新設学科の開発を推進する所存である。 

 

表 0-10 日本電子専門学校 新設学科開発フレーム（概要） 

フェーズⅠ 学校の使命とビジョン、学科開発環境の確認 

フェーズⅡ 新設学科アイディアの素材探索 

フェーズⅢ 新設学科アイディア案出 

フェーズⅣ 新設学科アイディア評価選択、スクリーニング 

フェーズⅤ 新設学科アイディアの具体化と磨き上げ 

フェーズⅥ 新設学科設立推進体制づくり 

 

0-2 教育分野別重点項目 

 

0-2-1 クリエイター教育の重点項目 

令和 2 年度におけるクリエイター教育の重点項目は、就職内定の早期化とした。ク

リエイター分野の就職活動は、書類選考、面接に加えて、ゲーム・CG・アニメーショ

ン・デザインなどの作品評価が必須となっている。学生たちは就職活動の開始に備え

て授業内外で作品制作に励むが、特に 2 年課程の学科の学生にとって就職活動に耐え

得る質の高い作品の完成時期が企業の採用活動スケジュールに間に合っておらず、採

用締切が早い大手人気企業への就職実績が上がらないという指摘があった。これに対
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応して、令和 2 年度には各学科の作品制作のスピードを上げ、早期から就職活動スケ

ジュールを意識した指導を予定した。 

しかしながら、令和 2 年 4 月当初よりコロナ禍が本格化し、4 月、5 月は臨時休校、

6 月授業開始となり、それどころではなくなった。例年、夏季休暇期間を作品制作に

充てる学生が多い中、その期間も授業を運用することになった。コロナ禍の影響で、

クリエイター分野の学生たちが大変な苦難を強いられることとなり、残念である。 

図 0-9 は、令和 2 年度の就職活動において内定を獲得した学生を母数 1 として、内

定時期をグラフにしたものである。例年のことではあるが、エンジニア分野の決定時

期の方が明らかに早い。これを解決したいところであった。 

なお、クリエイター分野の最終的な就職率は 86.7%（就職希望者を分母とする）と

なり、令和元年度は下回ったが高率を維持した。これを実現した就職活動支援内容の

説明については、別段に譲る。 

 

 
図 0-9 内定者の内定時期 

 

0-2-2 エンジニア教育の重点項目 

令和 2 年度におけるエンジニア教育の重点項目は、教員のスキルアップとした。エ

ンジニア分野は AI、IoT、ビッグデータといった業界トレンドの流れが速い分野であ

り、常に最新の技術動向にアンテナを張っていないと教育内容が陳腐化してしまう。

外部研修の受講を積極的に推進していくことで、教員の技術力向上を促した。 

 エンジニア分野担当教員の令和元年度の研修受講件数は 35 件であった。令和 2 年度

の研修受講件数は 44 件となっており、若干の増加傾向であった。しかしながら、コロ

ナ禍の中で研修自体が中止になったり、本校の授業開始時期の変更により、夏期研修

                                                  
1 クリエイター分野 439 名、エンジニア分野 464 名。 
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期間が確保できなかったりといった要因がある中での増加という事で、一定の成果が

あったと考えられる。以下、教員が参加した主な研修を示す。 

 

表 0-11 エンジニア分野教員が受講した主な研修 

AI パーフェクトマスター講座-Google Colaboratory で隅々まで学ぶ実用的な人工知能/機械学習- 

【量子コンピュータ 101】Raspberry Pi を使って量子コンピューティングを体感してみよう！ 

Kotlin による Android アプリ開発応用 -WebAPI、非同期処理、サービス- 

遠隔教育に関するノウハウ共有セミナー テーマ「遠隔授業 実践力重視の Java 実習」 

「Google 教育者認定資格」オンライン取得セミナー 

Oracle Certified Java Programmer, Silver SE 11 試験対策ポイント解説セミナー 

AWS Technical Essentials 1,2 

ゲームを作って学ぶブロックチェーンの分散アプリケーション開発 

エネルギーマネジメントアドバイザー資格認定 更新講座 

CompTIA CTT+ 資格取得研修 

 

 また、令和 2 年度は新体制として若手教員のテクニカルチーフへの昇格を実施した

（12 学科 11 科長 2 テクニカルチーフから 12 学科 11 科長 5 テクニカルチーフ）。こ

れを機に、これまでにない取組みとして、新任テクニカルチーフを対象とした勉強会

を企画・開催した。テクニカルチーフの育成を目的とし、早期にマネジメントに携わ

れるようにすることが狙いであった。しかしながら、こちらもコロナ禍の状況の中で

思うように時間が確保できず、当初の計画通りには開催できなかった。学科運営に力

を発揮できるよう、次年度以降も継続してフォローアップしていく。 

 

0-3 新型コロナウイルス感染症への対応 

 

0-3-1 政府緊急事態宣言＋東京都休業要請への対応（4 月当初） 

令和 2 年 2 月頃から拡大し続けたコロナ禍に対してとられた 4 月当初の行政の方針

に則り、本校は 4 月 8 日～5 月 31 日の間休校とし、教職員も原則在宅勤務とした。そ

の間、学生にメッセージ動画を通じて Stay Home を呼びかけ、正規の授業とは別に課

題を提供するなどして、自宅学習を支援した。 

 

0-3-2 経済的支援 

休校期間中に本校独自の「緊急学修支援金」を創設し、全学生に一律 3 万円の支給

を機関決定した。6 月に登校が始まったタイミングで学生の口座に振り込むことによ

って支給した。また、令和元年度の申請によって、「高等教育の修学支援新制度」の対

象機関としての確認を受け、政府（日本学生支援機構）が行う高等教育の学費無償化

に対応した事務を行った。 
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0-3-3 学事日程（年間予定）の変更 

 令和 2 年度の学事日程は令和元年度中に策定し、4 月当初からの運用を予定してい

たが、緊急事態宣言の発令、またその延長に対応し、最終的には、前期授業開始日 6

月 12 日（2 ヵ月繰延）、後期授業開始日 10 月 15 日（2 週間遅れ）とした。これによっ

て、すべての学修時間を確保するためには、夏季休暇期間および祝祭日（一部除く）

を授業に充てる必要が生じた。しかしながら、最終的には学修時間を全て確保し、学

生の進級・卒業に影響を及ぼさないで学事日程を終了することができた。 

 

表 0-12 令和 2 年度の主な学事日程の変更 

行事名 当初予定 変更後日程等 

ガイダンス・健康診断 4 月 1 日～6 日 6 月 8 日・9 日 

新入留学生ガイダンス 4 月 6 日 6 月 5 日 

JEC Week 4 月 7 日～13 日 6 月 10 日・11 日 

入学式 4 月 12 日 6 月 10 日（ビデオ） 

春季講演会 4 月 13 日 中止 

新入生オリエンテーション 4 月 13 日 中止 

春季合同企業説明会 4 月 21 日 7 月 27 日 

新入生保護者会 4 月 25 日 ビデオ 7 月中公開 

前期授業開始 4 月 14 日 6 月 12 日 

後期授業開始 9 月 28 日 10 月 15 日 

後期試験開始 2 月 10 日 2 月 22 日 

卒業式 3 月 13 日 3 月 20 日 

 

0-3-4 学内施設のコロナ禍対応 

前期授業を開始するにあたり、学内施設の各所にコロナ禍対策を施し、学生に対す

る啓蒙活動も合わせて行った。主な対策は以下のとおりである。 

・全教室、全トイレに消毒液設置（図 0-10） 

・感染予防啓蒙ポスター掲示（図 0-11） 

・受付窓口のソーシャルディスタンス確保用整列マーク設置（図 0-12） 

・本館、7 号館入口の体温センサー設置（図 0-13、0-14） 

・全学生、全教職員に対する毎朝の検温ならびに学校への報告の義務づけ 

・受付カウンター、職員室、実習室などのナイロン間仕切り（図 0-15～0-17） 

・フリースペースにおけるプラ板間仕切り（図 0-18～0-23） 

・実習室における間仕切り（図 0-24～0-28） 

・フェイスシールド全学生配布（図 0-29） 
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図 0-10                  図 0-11 

 

    
図 0-12        図 0-13           図 0-14 

 

     
図 0-15                  図 0-16 

 

 
図 0-17 
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図 0-18 図 0-19 

  
図 0-20 図 0-21 

  
図 0-22 図 0-23 

  
図 0-24 図 0-25 
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図 0-26 図 0-27 

  
図 0-28 図 0-29 

 

0-3-5 遠隔教育の導入 

 4 月 1 回目の緊急事態宣言の間、見通しが立たない中でも対面授業を行うことを希

望したが、学習時間の確保が課題となり、休業要請が 5 月 31 日まで延長になったこと

を受けて遠隔教育の本格導入に舵を切った。遠隔教育実施にあたっての基本的な考え

方は、講義科目をオンライン（自宅の学習環境が整わない学生は通学を認めた）で行

い、実習科目は対面授業とするハイブリッド型とした。これによって通学する学生は

約半数となり、政府、自治体の人流抑制方針に則る形が取れた。 

遠隔教育実施の準備として、授業開始までの短期間で以下の作業を実施した。 

 

1） 教職員への正式通知 

2） 授業マニュアル作成 

3） 時間割再構成 

4） 事前教員研修「Zoom を利用した効果的なオンライン授業」 

5） 学生対象オンライン環境事前調査 

6） オンライン授業用ノートパソコン購入（650 台、学生貸与用、教員授業用） 

7） オンライン授業用ポケット Wi-Fi レンタル（学生貸与用） 

8） 教員授業用各種デバイス購入（Web カメラ、ヘッドセット、三脚など） 

9） 学生・保護者への遠隔教育実施正式通知 

10) 授業運用ガイドライン改定 

 

 自宅にパソコン・ネットワーク環境が整わない学生には、デバイスを貸与して授業

開始に備えた結果、授業開始当初は通信トラブル、学生・教員双方の不慣れによるト
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ラブルなどが報告されたが、やがて習熟して安定運用に向かった。後期授業において

は、遠隔授業の技術的なトラブルはほとんど無くなったが、学生・教員間のコミュニ

ケーションや学生間の交流が通常に比して非常に少ないことは、解決しようの無い課

題として残ったままである。 

 

0-3-6 遠隔授業の姿 

遠隔授業は、一般教室において教員が（通常一名で）パソコンに向かって授業を行

っている姿を、テレビ会議システム（標準は Zoom）で配信する。その姿は、図 0-30

～0-35 のようになる。 

  
図 0-30 図 0-31 

  
図 0-32 図 0-33 

 

 
図 0-35 

図 0-34  



 

0-3-

 遠隔教育を開始しておよそ

業アンケート」を実施した（学生回答

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。

 また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

ン授業を前提にした質問に更新したが、

見られなかった。

 以下に、オンライン授業アンケートの結果概要を示す。

 

1） 学生編

 

-7 オンライン授業アンケート

遠隔教育を開始しておよそ

業アンケート」を実施した（学生回答

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

ン授業を前提にした質問に更新したが、

見られなかった。

以下に、オンライン授業アンケートの結果概要を示す。

学生編 

オンライン授業アンケート

遠隔教育を開始しておよそ

業アンケート」を実施した（学生回答

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

ン授業を前提にした質問に更新したが、

見られなかった。 

以下に、オンライン授業アンケートの結果概要を示す。

オンライン授業アンケート 

遠隔教育を開始しておよそ 1 カ月、

業アンケート」を実施した（学生回答

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

ン授業を前提にした質問に更新したが、

以下に、オンライン授業アンケートの結果概要を示す。
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カ月、7 月の段階で学生・教員双方に「オンライン授

業アンケート」を実施した（学生回答 2230 件、教員回答

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

ン授業を前提にした質問に更新したが、7 月のアンケートに現れた課題以上の意見は

以下に、オンライン授業アンケートの結果概要を示す。

月の段階で学生・教員双方に「オンライン授

件、教員回答 139

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

月のアンケートに現れた課題以上の意見は

以下に、オンライン授業アンケートの結果概要を示す。 

月の段階で学生・教員双方に「オンライン授

139 件）。本アンケート結果

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

月のアンケートに現れた課題以上の意見は

 

月の段階で学生・教員双方に「オンライン授

件）。本アンケート結果

によって判明した課題は、その後の遠隔授業の運用に活かすことができた。 

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

月のアンケートに現れた課題以上の意見は

月の段階で学生・教員双方に「オンライン授

件）。本アンケート結果

また、後期授業科目に対する授業アンケートは、例年実施している質問をオンライ

月のアンケートに現れた課題以上の意見は
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遠隔教育の展望として、令和

て、引き続きハイブリッド運用にすることを

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

 遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

る DX

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。

 

 

-8 オンライン授業の展望

遠隔教育の展望として、令和

て、引き続きハイブリッド運用にすることを

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

DX（Digital Transformation

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。

 

オンライン授業の展望

遠隔教育の展望として、令和

て、引き続きハイブリッド運用にすることを

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

Digital Transformation

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。

 

オンライン授業の展望 

遠隔教育の展望として、令和 3 年度前期については、収束しないコロナ過を展望し

て、引き続きハイブリッド運用にすることを

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

Digital Transformation）への対応にも欠かせないツールとなりつつある。ま

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。
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年度前期については、収束しないコロナ過を展望し

て、引き続きハイブリッド運用にすることを 12

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

への対応にも欠かせないツールとなりつつある。ま

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。

年度前期については、収束しないコロナ過を展望し

12 月中には機関決定した。令和

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

への対応にも欠かせないツールとなりつつある。ま

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。

年度前期については、収束しないコロナ過を展望し

月中には機関決定した。令和

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

への対応にも欠かせないツールとなりつつある。ま

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。

年度前期については、収束しないコロナ過を展望し

月中には機関決定した。令和 3 年度に

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

への対応にも欠かせないツールとなりつつある。ま

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。

 

年度前期については、収束しないコロナ過を展望し

年度に

は、遠隔教育のメリットを更に生かし、オンライン授業の質保証についても検討する。 

遠隔教育は、政府・文部科学省の諸施策や提言への対応、経済産業省が目指してい

への対応にも欠かせないツールとなりつつある。ま

た職業実践専門課程の質保証・向上への貢献も期待できる。将来に向けて、遠隔教育

の恒久化、遠隔教育を含む新たな職業教育課程の標準化、遠隔教育手法の確立、そし

て様々なツールを使用した授業展開、新しい授業の創出にもつなげていきたい。 



37 
 

Ⅲ 評価項目の達成及び取組状況 

 

基準１．教育理念・目的 

 

1-1 学校の理念･目的 

 

1-1-1 教育理念・目的を定め、広く周知を図っているか 

 本校の教育理念・目的は、建学の精神「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の

育成を通して世界に貢献する」に照らし、時代背景、工業技術の進展を鑑みて、学則

の第 1 条「目的」に定めている。現在の目的は、「本校は、自らの個性を伸ばし創造

し体得することを教育方針とし、実技教育を主体として、実社会に適応する人間性豊

かな電子技術者、芸術家、商業実務を遂行できる人材の育成を目的とする」としたう

えで、目的に応じた教育課程を設置するとともに、その実現のための教育方針を定め

ている。 

建学の精神は不変である一方で、目的・教育方針は、関連業界など社会の要請に応

じて適切に見直しを図っている。創立時（昭和 26 年当時）に、「新日本再建の一助と

して、近代科学、特に無線技術の向上を図り、優秀なる技術者を養成し、日本無線界

をして世界的水準に到達せしむるを以って目的とする」とした学則の目的条文を、時

代背景や工業技術の進展に合わせて、昭和 51 年、昭和 64 年、平成 14 年の 3 度にわ

たって見直し変更を行い、現行の目的条文となっている。 

教育理念・目的の周知に関しては、教職員には『授業運用ガイドライン』に掲載し、

非常勤講師を含めて周知している。また、学生には入学時に配布する『学園生活ガイ

ド』に掲載するとともに、新入生オリエンテーションにて説明を行った。そして、保

護者、入学検討者、高等学校教員、求人企業などの関係者には、オフィシャル Web サ

イトに掲載するとともに、保護者には保護者会にて、入学検討者には募集イベントの

機会に、高等学校教員や求人企業には見学来校時に、それぞれ説明し周知を図ってい

る。 

 

1-1-2 教育理念・目的を中長期な計画や学校における基本的な方針（三つのポリシ

ー）に反映させているか 

 本校では、建学の精神である「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通

して世界に貢献する」ことを学校運営の目的と捉え、その実現のための教育的施策を

運営方針として毎年見直しを行い、充実を図っている。 

さらに、学園として「創立 75 周年（2026 年）の電子学園のあるべき姿」および「そ

の姿を具現化する施策」を明確化し、教職員共通の道標とする長期ビジョン「NEXT10」

を策定している。本校では「日本電子専門学校の更なる伸張」という目標を定め、そ

の具現化に向けた施策の一つとして、令和 2 年度までに昼間部全学科の「三つのポリ

シー」を策定した。この「三つのポリシー」を策定するうえでは、建学の精神に基づ

く教育理念・目的を反映させることによって、一貫性のある体系的かつ組織的な教育
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の実現に努めた。 

なお、本校では建学の精神を実現するために、以下の全学科共通の三つのポリシー

（アドミッションポリシー・ カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー）を掲げた

うえで、各学科のポリシーを策定した。  

 

・アドミッションポリシー（入学者受入れ方針）    

本校の教育方針を踏まえ、入学者の人物像として次を掲げる。  

① 夢や目標を持ち、自ら積極的に学ぶ意志がある。 

② 将来、世界で活躍するクリエイターやエンジニアになりたいという意欲がある。 

③ 人間性が豊かで責任感がある。 

④ 新しいアイデアを発想する力や、専門技術を身につけたいと考えている。 

⑤ 異文化交流など、広く物事に興味を持っている。 

 

・カリキュラムポリシー（教育課程の編成方針）  

本校の教育の柱である「職業教育」と「キャリア教育」の質向上に向けて、次に

掲げる方針に基づいて教育課程を編成する。  

① 高い専門知識・技術力を養成すると共に、企業と連携した職業実践的な教育

課程とする。 

② 社会人としての基礎的・汎用的能力を養成し、人間性を高める教育課程とする。 

③ 自らが学び成長する力を養成すると共に、持続的な学習効果が得られる教育

課程とする。 

④ 就職を意識した基礎学力養成科目を含む教育課程とする。 

⑤ すべての学生が、学習に関連する目標資格を取得できる教育課程とする。 

 

・ディプロマポリシー（卒業認定に関する方針）  

産業界の将来的な人材ニーズを踏まえ、次に掲げる職業に必要な能力を有する者

に対して卒業を認定する。 

① 産業界で求められる、職業実践的な専門知識と技能。 

    ＊各分野（学科）において、具体的に求められる職業実践的な能力を定める。 

② 一歩前に踏み出し、失敗しても粘り強く取り組む力。 

＊「社会人基礎力」のうち、前に踏み出す力（アクション）＜「主体性」「働

きかけ力」「実行力」＞に該当する能力。 

③ 疑問を持ち、考え抜く力。 

＊「社会人基礎力」のうち、考え抜く力（シンキング）＜「課題発見力」「計

画力」「創造力」＞に該当する能力。 

④ 多様な人々とともに、目標に向けて協力する力。 

＊「社会人基礎力」のうち、チームで働く力（チームワーク）＜「発信力」「傾

聴力」「柔軟性」「状況把握力」「規律性」「ストレスコントロール力」＞に該

当する能力。 

 



 

【建学の精神】

 「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」
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本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

る。 

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

見の反映状況は、年度ごとにオフィシャル
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 これまで、各学科の目的・育

成果の明確化に

り具体的に明示するため、令和

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

とが可能になった。

 しかし、令和

【建学の精神】

「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」

 

 育成人材像と関連業界の人材ニーズ

-1 育成人材像が明確であり、関連業界等の人材ニーズに適合しているか

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

 

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

見の反映状況は、年度ごとにオフィシャル

-2 育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

おける学修成果（アウトカム）を明確にしているか

これまで、各学科の目的・育

成果の明確化に

り具体的に明示するため、令和

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

とが可能になった。

しかし、令和

【建学の精神】 

「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」

図 1-1

育成人材像と関連業界の人材ニーズ

育成人材像が明確であり、関連業界等の人材ニーズに適合しているか

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

見の反映状況は、年度ごとにオフィシャル

育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

おける学修成果（アウトカム）を明確にしているか

これまで、各学科の目的・育

成果の明確化につなげてきた。

り具体的に明示するため、令和

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

とが可能になった。 

しかし、令和 2 年度までに、学生・保護者、関連業界などに広く

「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」

1 建学の精神に基づく教育方針の体系

育成人材像と関連業界の人材ニーズ

育成人材像が明確であり、関連業界等の人材ニーズに適合しているか

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

見の反映状況は、年度ごとにオフィシャル

育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

おける学修成果（アウトカム）を明確にしているか

これまで、各学科の目的・育成人材像を明示することにより、教育活動による学修

げてきた。そして、

り具体的に明示するため、令和 2 年度までに昼間部全学科の「三つのポリシー」を策

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

年度までに、学生・保護者、関連業界などに広く
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「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」

建学の精神に基づく教育方針の体系

育成人材像と関連業界の人材ニーズ 

育成人材像が明確であり、関連業界等の人材ニーズに適合しているか

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

見の反映状況は、年度ごとにオフィシャル Web サイト

育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

おける学修成果（アウトカム）を明確にしているか

成人材像を明示することにより、教育活動による学修

そして、学生が身に付けるべき資質・能力の目標をよ

年度までに昼間部全学科の「三つのポリシー」を策

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

年度までに、学生・保護者、関連業界などに広く

「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」

建学の精神に基づく教育方針の体系

育成人材像が明確であり、関連業界等の人材ニーズに適合しているか

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

サイトで情報公開している。

育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

おける学修成果（アウトカム）を明確にしているか

成人材像を明示することにより、教育活動による学修

学生が身に付けるべき資質・能力の目標をよ

年度までに昼間部全学科の「三つのポリシー」を策

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

年度までに、学生・保護者、関連業界などに広く

「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」

建学の精神に基づく教育方針の体系 

育成人材像が明確であり、関連業界等の人材ニーズに適合しているか

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

で情報公開している。

育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

おける学修成果（アウトカム）を明確にしているか 

成人材像を明示することにより、教育活動による学修

学生が身に付けるべき資質・能力の目標をよ

年度までに昼間部全学科の「三つのポリシー」を策

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

年度までに、学生・保護者、関連業界などに広く明示するこができ

「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」 

育成人材像が明確であり、関連業界等の人材ニーズに適合しているか 

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

で情報公開している。 

育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

成人材像を明示することにより、教育活動による学修

学生が身に付けるべき資質・能力の目標をよ

年度までに昼間部全学科の「三つのポリシー」を策

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

明示するこができ

 

本校の教育内容は技術革新の速い分野であるため、産業界との連携により、先進的

かつ実践的なカリキュラムを構築し、最新の教育環境（実習施設、設備機器、教材）

により教育を行っている。この教育環境で育成する人材像は、入学検討者が閲覧する

『入学募集要項』、入学後の学生が閲覧する『学科ガイド』に掲載し、明確に示してい

また、本校の全ての昼間部学科が、職業実践専門課程の認定を受けている。その認

定要件である「教育課程編成委員会」「学校関係者評価委員会」の実施により、関連業

界が求める知識・技術、技能、態度などの人材ニーズを聴取する機会を年間最低 2 回

は設けている。産業界からの意見を受けて、教育目標や育成人材像を見直し、それを

実現する教育課程の編成や教材・教育手法などに反映させている。各委員会による意

育成人材像には卒業認定の方針（ディプロマ・ポリシー）として、卒業時に

成人材像を明示することにより、教育活動による学修

学生が身に付けるべき資質・能力の目標をよ

年度までに昼間部全学科の「三つのポリシー」を策

定した。これにより、卒業認定の方針を卒業時における学習成果として明確に示すこ

明示するこができ
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ていないため、令和 3 年度はオフィシャル Web サイト上に掲載し、広く周知すること

を予定している。 

 

1-3 入学者の受入れ方針 

 

1-3-1 求める学生像、入学者の受入れ方針（アドミッション・ポリシー）を明確に

定め、公表、周知しているか 

 本校では、入学者の受入れ方針（P.38 1-1-2 参照）を明確に定め、入学募集要項

やオフィシャル Web サイトに明示し、周知を行っている。 
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基準２．教育活動 

 

2-1 教育理念、目的に沿った教育課程の編成方針 

 

2-1-1 教育理念・目的、目標に沿った教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシ

ー）を定めているか 

専門学校の目的の一つである職業教育という観点から、各学科のカリキュラムはそ

れぞれが目標とする業界の人材ニーズを反映させたものでなければならない。本校で

は、建学の精神に基づき、業界の動向・人材ニーズを反映させながら各学科の教育目

標、育成人材像、企業連携の基本方針などを決定している。そのうえで、『授業運用ガ

イドライン』で明確に定めた教育課程の編成方針に則り、全学科共通の教育課程の編

成方針に基づき体系的にカリキュラム編成を行っている。 

各学科のカリキュラムは、各学科の修業年限に応じた総授業時間数、学年別の授業

配当、修業年限の学習を行った場合に到達可能なレベルなどとあわせて『学科ガイド』

などに明確に示している。 

 

2-1-2 教育課程は専攻分野における学修成果（アウトカム）を得られるように編成

しているか 

各学科のカリキュラムは、教育目標、育成人材像を実現するために必要な時間数を

適切に定め、各学科の特色と目標に合わせて、「教育課程編成委員会」の監修を受けて

体系的に編成している。各学科とも、総時間数、専門教育と一般教育の配分や意図を

明確に示すとともに、科目関連図を使用して体系的なカリキュラムを視覚的に示して

いる。一例として、『学科ガイド』に掲載している情報システム開発科の学科概要・科

目一覧・科目関連図・科目概要を示す。 

 なお、令和 2 年度開始当初は一部学科の卒業認定の方針策定が完了していなかった

ため、学科の教育目標・育成人材像を学修成果（アウトカム）と読み替え、教育活動

を行った。 
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7)科目一覧

企
業
連
携
科
目

キャリア教育的要素

情報システム開発科

カテゴリー 科    目
分
　
類

履 修 時 期
総
授
業
時
数

授業方法

単
　
位

実
務
経
験
講
師

オ
リ
ジ
ナ
ル
教
材

1 年 2 年

前
期

後
期

前
期

後
期

ソフトウェア 必修 ＊ 30 30 2 ○

ハードウェア 必修 ＊ 60 60 4 ○

ITストラテジ＆ITマネジメント 必修 ＊ 30 30 2 ○

セキュリティ 必修 ＊ 60 60 4 ○

アルゴリズム 必修 ＊ 90 60 30 5 ○ ○

HTML5 必修 ＊ 30 30 1 ○ ○

ネットワーク 必修 ＊ 30 30 2 ○

CSS & JavaScript 必修 ＊ 30 30 1 ○ ○ ○

Ｌｉｎｕｘサーバ構築 選択Ⅰ ＊ 30 30 1 ○ ○

Ｊａｖａ基礎 必修 ＊ 150 60 90 7 ○ ○

Ｊａｖａ応用 必修 ＊ 60 30 30 3 ○ ○

サーバサイドJava 必修 ＊ 90 30 60 4 ○ ○ ○ ○

ＶＢＡ 選択Ⅰ ＊ 30 30 1 ○ ○

モバイルアプリ開発 自由選択 ＊ 30 30 1 ○ ○

Ｗｅｂプログラミング 必修 ＊ 90 30 60 4 ○ ○ ○

システム設計Ⅰ 必修 ＊ 30 30 2 ○

システム設計Ⅱ 必修 ＊ 60 60 4 ○ ○

システム分析設計演習 必修 ＊ 60 30 30 3 ○ ○ ○ ○

オブジェクト指向設計 必修 ＊ 60 30 30 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＳＱＬ 必修 ＊ 30 30 1 ○ ○

データベース設計 必修 ＊ 60 30 30 3 ○ ○

データベース設計演習 必修 ＊ 30 30 2 ○ ○

先端ＩＴ技術 必修 ＊ 60 60 2 ○ ○

ITエキスパートゼミ 選択Ⅱ ＊ 60 60 2 ○ ○ ○

資格対策言語 必修 ＊ 120 90 30 7 ○ ○

資格対策講座Ⅰ 必修 ＊ 30 30 2 ○

資格対策講座Ⅱ 自由選択 ＊ 30 30 2 ○

資格対策集中講座Ⅰ 必修 ＊ 15 15 1 ○

資格対策集中講座Ⅱ 必修 ＊ 15 15 1 ○

資格対策言語講座Ⅰ 必修 ＊ 30 30 2 ○

資格対策言語講座Ⅱ 必修 ＊ 30 30 2 ○

資格対策総合演習 必修 ＊ 30 30 2 ○

高度資格対策ゼミ 選択Ⅱ ＊ 60 60 2 ○

開発演習科目 卒業制作 必修 ＊ 180 30 150 7 ○ ○ ○ ○

就職活動リテラシー 必修 ＊ 30 30 2 ○ ○ ○ ○

プレゼンテーション技法 必修 ＊ 30 30 1 ○ ○ ○ ○ ○

＊ ＊ ＊ ＊ 120

1740 930 810 89

※この表は予定ですので、一部変更することがあります。

「選択Ⅰ」と「選択Ⅱ」よりそれぞれ1科目を選択

ホームルーム

卒業に必要な単位数・時間数

企
業
連
携
科
目

キャリア教育的要素

（アクティブラーニング型学習）

講
義
・
演
習

実
習
・
実
験

グループワー

ク

プレゼンテー

ション
課題制作 課題解決 その他

カテゴリー 科    目
分
　
類

履 修 時 期
総
授
業
時
数

授業方法

単
　
位

実
務
経
験
講
師

オ
リ
ジ
ナ
ル
教
材

資格対策科目

一般基礎科目

専門基礎科目

プログラム科目

システム設計科目

データベース科目

専門応用科目
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HTML5 CSS&JavaScript

ソフトウェア

セキュリティ

ネットワーク モバイルアプリ開発

VBA

Ｌｉｎｕｘサーバ構築

1科目選択

システム設計Ⅰ

SQL データベース設計演習

1科目選択

資格対策言語講座Ⅰ 資格対策言語講座Ⅱ

資格対策講座Ⅰ 資格対策講座Ⅱ

資格対策集中講座Ⅱ

資格対策総合演習

資格対策集中講座Ⅰ

一般基礎科目 就職活動リテラシー プレゼンテーション技法

※１ ：実線は必修科目

：点線は選択科目

※２ 縦幅が時限を表す

（例：3時限を表す）

※３ ① ② ①は②の前提科目（②は①の発展科目）を表す

① ② 上記以外

専門基礎科目

プログラム科目

システム設計科目

データベース科目

資格対策科目

専門応用科目

科目のカテゴリー
1年 ２年

前期 後期 前期 後期

アルゴリズム

サーバサイド
Java

ハードウェア

ITストラテジ＆ITマ
ネジメント

Webプログラミング

資格対策言語

データベース設計

Java基礎

Java応用

オブジェクト指向設計

システム設計Ⅱ
システム分析

設計演習

卒業制作

ITエキスパートゼミ

高度資格対策ゼミ

先端IT技術
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科 目 名 概   要 

ソフトウェア 

 

 

 

情報処理技術者試験制度における「基本情報技術者」試験対策とし

て、ハードウェアを多様な目的に活用する手段であるソフトウェア

の体系と種類、オペレーティングシステムの役割と機能などについ

て学習します。 

ハードウェア 

 

 

 

情報処理技術者試験制度における「基本情報技術者」試験対策とし

て、コンピュータの基本的な構成要素とCPUやメモリ動作原理、コ

ンピュータ内部でのデータ表現、補助記憶装置の種類や特徴などを

学習します。ネットワークの初歩についてもあわせて学習します。 

ITストラテジ＆ 

ITマネジメント 

 

情報処理技術者試験制度における「基本情報技術者」試験対策とし

て、企業の経営戦略・システム戦略等のITストラテジ分野やプロジ

ェクト管理等のITマネジメント分野の技術を学習します。 

セキュリティ 

 

 

 

情報処理技術者試験制度における「基本情報技術者」試験対策とし

て、アクセス制御，暗号化制御，外部からの侵入検出と防御などの

情報セキュリティの概念について学習します。情報処理に必要な基

数変換や、論理演算、集合なども合わせて学習します。 

アルゴリズム 

 

 

 

プログラミングに必要な論理的手順の考え方を学習します。コンピ

ュータで利用できる基本機能は限られています。課題を解決するた

めに基本機能をどのように組み上げればよいか、定石も含め、自分

自身で考えを組み立てられる力をつけることを目指します。 

HTML5 

 

 

 

2年次の科目、Webプログラミングにおいてユーザインタフェース

の役割を果たすのにHTMLが使われます。そこで使用されるHTML

5の機能を学習します。なかでも、Webサーバとデータのやり取り

を実現する方法を重点的に学習します。 

ネットワーク 

 

 

 

 

通信ネットワークの役割、機能および基礎技術に関する基本的知識、

およびLANの基礎技術やインターネットの仕組みなどを学習し、特

にアプリケーションに関連するネットワーク上位層の機能を修得す

ることに努めます。また、Webシステムを構築する上でのセキュリ

ティ対策についても学習します。 

CSS＆JavaScript 

 

 

 

 

Webシステムを構築するにあたり、従来の静的な表現では補完でき

ない処理機能を解決するスクリプト言語について学習します。また、

スクリプト言語を使い、Webページを操作するためのCSSの理解を

深めます。卒業制作で作成するシステムのインターフェース部への

導入を目指します。 

Linux サーバ 

構築（選択Ⅰ） 

 

 

Web サーバとしてよく使われ、Windows とはまったく異なった設

計思想をもつオープンソースのオペレーティングシステムである

Linux について、実習を通じて学習する。基本操作などを実習する

なかで OS の特徴を知る。 
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Java基礎 

 

 

 

ハードウェア非依存の実行環境を持ち、オブジェクト指向という新

しい考え方を取り入れた言語であるJavaについて、その概念と基本

的プログラミング技術を、実習を通して修得します。クラスの継承

関係、インターフェース、ポリモフィズムなどに関して学習します。 

Java 応用 

 

 

これまで学習してきた Java のプログラミング技術をもとに、マル

チスレッドプログラミング、ファイル入出力技法、ネットワーク接

続プログラムなどのプログラミング技術を修得します。 

サーバサイド Java 

 

 

Web システムの開発を通して、JSP やサーブレットのプログラミ

ングやオブジェクト設計技術を修得します。また、MVC の設計モ

デルを理解し、高度な技術修得を目標とします。 

VBA（選択Ⅰ） 

 

 

VBA とは、Microsoft のアプリケーション独自のマクロ言語用に

作られたプログラミング言語です。Word や Excel をはじめとする

Office のアプリケーションで利用できるもので、定型業務を効率化

することができます。この手法を学び、実務で利用できるビジネス

リテラシーを修得します。 

モバイルアプリ 

開発（自由選択） 

モバイル端末向けのアプリケーション開発方法を学習します。ガジ

ェットなどの小規模で、比較的簡単なアプリケーションの開発を通

して、ボタンやキー操作などのイベント処理を学習します。 

Web 

プログラミング 

 

 

Web アプリケーションの開発技術について、PHP を用いて学習し

ます。また、静的な Web ページではなく、対話的な Web ページを

表示する技術などを学習します。その際、必要となるデータベース

操作の連携技術も学習します。 

システム設計Ⅰ 

 

 

 

情報処理技術者試験制度における「基本情報技術者」試験対策とし

て、情報システムの設計・開発の手順およびシステムの計画、設計、

開発、テストおよび運用までの各工程での作業と、そこで用いられ

る手法について学習します。 

システム設計Ⅱ 

 

 

 

「システム設計Ⅰ」で学習したシステムの計画、設計、開発に関す

る知識を、演習などを通じて確実なものにします。特にシステム開

発における外部設計までの上流工程で使用される様々な技法を、自

在に駆使できることを目指します。 

システム分析設計 

演習 

 

 

「システム設計Ⅰ、Ⅱ」で学習した内容をもとに、特にシステムの

業務分析、要求仕様策定を重点にケーススタディ方式で演習・実習

します。ユーザインタフェースなど設計に必要な様々な事柄に関し

ても学習します。 

SQL 

 

 

情報処理技術者試験制度における「基本情報技術者」試験対策とし

て、データベースを操作する言語である SQL、正規化、トランザク

ション、障害回復の概要について学習します。 

データベース設計 

 

実務や卒業制作においてデータベースを自在に操作できることを目

的とし、SQL を用いたテーブルの作成、検索および更新方法を、実
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習を通じて学習します。また、設計技法として正規化技法、リレー

ショナルデータベース設計やコード設計について学びます。 

データベース 

設計演習 

データベース設計についてケーススタディを通じて演習を行い、大

規模データ管理の実装を想定したデータベース設計の基本概念を学

習します。 

先端ＩＴ技術 

 

 

 

ソフトウェア開発にまつわる様々なトピック、ソフトウェア開発の

過程、IoT、クラウドコンピューティングに関して学習します。２

年次後期に実施する卒業制作と連動して、ソフトウェア開発工程全

体を見渡します。 

IT エキスパート 

ゼミ（選択Ⅱ） 

 

学生自身がテーマを設定し、研究・開発し、論文にまとめます。研

究対象に選ぶテーマは、学生個人が興味をもっている技術や就職内

定先で使用する技術など自由に設定します。そのテーマに関して基

本的に自力で研究し、調べる能力をつけます。 

資格対策言語 

 

 

 

表計算ソフト Excel および VBA を使用し、資格試験に出題される

表の操作の基本的パターンを実習しながら学習します。基本的なセ

ルの操作方法や関数の使い方、マクロによるプログラミングについ

て学ぶことで、基本情報技術者試験の午後問題を解答する力を養い

ます。 

資格対策講座Ⅰ 

 

 

 

10 月の基本情報技術者試験の合格を目指し、直前対策を実施しま

す。また、試験後は試験の結果により、基本情報技術者試験対策と

応用情報技術者試験対策に分かれ、2 年次 4 月の試験へ向けて対策

を実施します。 

資格対策講座Ⅱ 

（自由選択） 

 

基本情報技術者試験や、応用情報技術者試験、ベンダ資格試験の対

策を実施します。就職活動や就職後に役立つ資格の取得を目指して

学習します。 

資格対策 

集中講座Ⅰ 

 

 

主に１年次夏季休暇時に行う集中授業です。情報処理技術者試験は

１日試験で、時間配分が難しい試験です。１日かけた模擬試験を中

心とした内容で練習することで、本試験をスムーズに受験できるこ

とを目的とします。 

資格対策 

集中講座Ⅱ 

 

主に２年次春季休暇時に行う集中授業です。１日かけた模擬試験を

中心とし、解説・類似問題の演習を繰り返すことで、合格に向けた

最後の調整を行います。 

資格対策 

言語講座Ⅰ 

 

前期に学習した資格対策言語の知識をもとに、基本情報技術者試験

午後問題に向けた試験対策をさらに進めます。演習問題を中心に学

習し、より一層の解答力アップを目指します。 

資格対策 

言語講座Ⅱ 

 

 

２年次の基本情報技術者、午後試験に向けた試験対策をおこないま

す。特に言語問題にターゲットを絞り、演習問題を繰り返し解くこ

とで、解答力アップを目指します。また、OracleJava 等のベンダ

資格の対策授業も実施します。 
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資格対策総合演習 

 

 

 

情報処理技術者の資格取得を目指して学習します。特に直近に学習

したハードウェア、ソフトウェア、システム設計等の知識を定着す

るため、午前試験の問題演習を中心に行い、様々なパターンの問題

に慣れる授業です。 

高度資格対策ゼミ 

（選択Ⅱ） 

 

学生自身が目標となる資格を設定し、就職活動や就職後に役立つ資

格の取得を目指して学習します。特に応用情報技術者試験以上の高

度試験や、ベンダ資格試験の受験対策を実施します。 

卒業制作 

 

 

 

企業の根幹を担う業務システムを、グループ作業で開発します。そ

の際、Web アプリケーションを利用します。システムの計画、設計、

開発および運用までの全工程を体験し、設計書類をレポートにまと

めます。構築対象システムは、学生自身が設定します。 

就職活動 

リテラシー 

 

就職活動で必ず行われる書類審査や面接などに備え、万全の準備を

行うワークショップです。ワークシートやグループワークを利用し

た体験型学習で、楽しみながら就職活動の準備を行います。 

プレゼン 

テーション技法 

 

 

論理的な流れで発表資料をまとめることができるように学習しま

す。特定のテーマについて調査やインタビューを行い、プレゼンテ

ーションソフトを用いて、主張したい内容がはっきりとわかるよう

に資料を作成する技能を身に付けます。 

図 2-1 情報システム開発科 学科ガイド掲載内容 

 

2-2 専攻分野における企業等との連携体制を確保した教育課程の編成 

 

2-2-1 教育課程編成過程において、教育課程編成委員会及び企業等との連携体制を

確保して教育課程を編成しているか 

業界の動向や関連分野の企業・業界団体の意見を伺うため、「教育課程編成委員会

規程」に基づき、学科別に教育課程編成委員会を 1 年に 2 回の頻度で開催し、その内

容を議事録にまとめている。また、各学科を中心に、関連分野の企業・業界団体と連

携しながら、新たな教育プログラムの開発などを行うことで、更なる連携強化を図っ

ている。 

このようにして得られた意見や業界ニーズなどをもとに、入学案内書の作成に合わ

せて、科長主導のもと全学科で毎年カリキュラムの見直しを行っている。 

以下に、教育課程編成委員会で頂いた意見に対する活用状況として、令和 2 年度の

委員会で報告した内容を示す（表 2-1）。 

 

表 2-1 教育課程編成委員会での意見の活用状況 

学科名 活用状況 

コンピュータ 

グラフィックス 

科 

【議題 1】 

変容する CG 業界で卒業生が生き残るために、プログラミングの

知識がこれまで以上に必要になってきていると感じているが、実際



49 
 

はどうか。デザイナーであってもプログラミングの知識を身に付け

ておく必要はあるか。デザイナーとして、CG 業界で必要な（ある

いは今後必要となってくるであろう）プログラミングの知識・技術

はどのようなものがあるか。 

現状、2 年次後期に週  1~2 コマ程度の時間を想定しているが、

限られた時間内でプログラミング教育を実施する場合どのような内

容・言語が効果的か。あるいは、中途半端にプログラミング授業を

行うくらいであれば、デザイナー教育に集中すべきか。 

【意見】 

・C#より Python の方が良い。 

・現状のままで良い。時間を取られすぎるのは良くない。 

・プログラムはオプション。効率化はあとからで良い。 

・身につくとしたら学校の授業ではなく、現場で必要に迫られた場

面において。今すぐでなくて良い。 

・CG の理屈が分かっていることが大事。プログラム学習はその後

で良い。 

・他の要素を減らしてまでプログラムを行う必要はない。 

・CG デザイナーとして就職するならば、プログラムはあとからで

良い。「選択授業」で良い。 

【活用】 

2 年次後期にプログラミングの授業を増やすことはせず、現在実

施している 1 年次後期・2 年次前期（※ゲーム CG 専攻のみ）の授

業内でプログラミング教育を継続することとした。 

CG 映像制作科 【議題 1】 

コロナ禍の影響を受け、今年度は Zoom を利用したオンライン面

接や Web による作品応募など、就職活動のオンライン化が活発にな

った印象を受けた。コロナ収束後もオンラインでの作品応募・面接

が継続されることが想定されるため、今後の学生の就職活動に向け

て、現在 2 年次科目「CG 映像制作実習」や「CG プレゼンテーショ

ン」で取り組んでいる学生作品集（デモリール・ポートフォーリオ）

の指導についてアドバイスをいただきたい。 

①デモリール（vimeo、YouTube 等）  

②ポートフォーリオ（PDF）  

③ポートフォーリオ（Web）  

CG 映像系学科ということもあり、ジェネラリスト・アニメータ

ー・モデラー・ コンポジッターを含めて「①デモリール（vimeo、

YouTube 等）」をメインに制作をさせているが、優先して取り組む

内容として問題ないか。 

また「②ポートフォーリオ（PDF) 」について、これまで印刷を
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想定して A4 サイズで作成したものを PDF にして企業に送付してい

るが、PC やスマートフォン等での「画面での見やすさ」を意識した

PDF の方が今後求められるのか。あるいは「③ポートフォーリオ

（Web）」等、映像も画像も見ることができる作品集が今後望まれる

のか。今年度の学生作品をご覧頂き、ご意見をお伺いしたい。 

【意見】 

・まず企業に何を見てもらいたいか、ストーリーを考える。 

アニメーターや映像を目指す学生であれば 映像（デモリール）

は必修だと思われる。ただ、企業によって見たい箇所は違うし、

「見せたい」ことも学生個々違うので、それぞれが自分の作品を

どう見てもらいたいか考える必要がある。 

・自分らしさをどう表現するか。自分のこだわりを持って作れるか。

そこを見たい企業もある。 

学校の課題だけでなく、オリジナル、自分らしさを出す必要があ

る。それは Web でも大事な要素。 

・どのような媒体で、どう見せたいかも学生のオリジナルに繋がる。 

ArtStation なら作品をじっくりと見てもらえるし、Instagram や

Twitter なら沢山取り組んでいることをアピールできる等、媒体

によってアピールも変わっていく。 

・作品を持参し、直接企業に突撃するのもオリジナル。ルールはな

い。学生に自分の見せ方（ブランディング）を考えさせてはどう

か。どれが自分に合っているのか、どのような媒体があるのか、

どれが真似出来るのか。学校が決めるのでなく、自分で選ぶ。 

【活用】 

対面だけでなく、ネットを使った就職活動が活発化する中、Web

を使った様々な「見せ方・表現」が今後出てくると思われる。そう

いったものをいち早くリサーチし、学生自身が自分らしさのアピー

ルに生かせる媒体を見つけ出せるよう、様々な事例を調査し学生に

紹介していくこととした。また、アピールが苦手な学生には、面談

等でその学生に合ったアピール方法をアドバイスし、自分の見せ方

（ブランディング）ができるよう指導することとした。 

これまでの授業内容に加え、時代に合ったアドバイスができるよ

うに、引き続きリサーチ及び検討を続けることとした。 

コンピュータ 

グラフィックス 

研究科 

【議題 1】 

本科のカリキュラムにおいては、学科の特色からデッサンや造形

などのアナログ系科目を設定してこなかった。しかしながら、テク

ニカル系であってもアナログ系科目から得られる知識や知見、技術

は不要とは言えない。そこで、デッサン系科目の新規追加を次のよ

うに検討したので、ご意見を伺いたい。 

・アーティスト系職種の素養を鍛える目的で実施する 
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・スケジュールがタイトな１・2 年次には無理に組み込まない 

・様々な学習経験をベースに新たな視点を体得することを目的に、

3 年後期の実施とする 

・現在の「卒業制作」週 6 コマを週 4 コマに減らし、週 2 コマを「ド

ローイング」とする 

・「ドローイング」学習内容はデッサン基礎（画材（鉛筆）の使い方、

トーンスケールの作成、幾何形体石膏、ペットボトル、手、はく

製など）を想定している 

【意見】 

・3 年次の限られた時間であるし、研究科が主として学習してきた

Houdini や Python 等を深める方に時間を活用した方がいい。 

・ドローイングは週 2 コマでは足りない。その分の時間は、研究科

らしく他との差別化ができることに割いた方がよい。デッサンが

上手くなるためには毎日行なって鉛筆に慣れた上で、ものの見方

や観察力を養っていくものである。無理にやろうとすると中途半

端になってしまう。毎日 CG に触れ、CG で表現ができるのであ

ればそれでよいと思う。 

・光や影など陰影の捉え方の知識としては触りだけでもデッサンの

経験があると、参考資料画像を見たり、CG のルックを考えたり

する上で有効と思う。 

・1 つの科目にしなくても、数時間を取って、学生たちに同じもの

を描かせて、それに対して上手く描けている例を提示して解説す

るといったことでもよいのではないか。 

・かつては CG の就職活動でデッサンが必須であったこともあるが、

最近はそうでもなくなり、必須なのはゲーム制作会社の一部にな

ってきたので、そのような会社を目指す学生向けに選択科目があ

るとよい。 

・プログラマは何かの問題があれば、そこに集中してしまい視野を

狭めてしまう場合がある。また、例えばキャラクターのリグを担

当する人は、想像や思い込みではなく、しっかり人の腕を見てほ

しい。ゴールは「イメージ」であることを意識するためには、上

手くならなかったとしても短時間でいいのでデッサンに触れてお

く意味はあると思う。PIXAR 社ではエンジニアがデッサンを学ぶ

取組みをしている。 

・知識を入れておくことは重要、技術力は時間がないので不要だと

思う。 

【活用】 

「デッサン」や「ドローイング」といった技術を習得する科目の

新設は不要であるというご意見が多かったが、一方で、デッサン経

験によって得られる観察力や光や影など陰影の捉え方などの知識
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は、様々な面で役立つというご意見をいただくこともできた。ご意

見を参考に、令和 4 年度以降の「フォトグラフィーⅠ・Ⅱ」の中で

2～3 週程度、デッサンを取り入れられるかどうか科目担当に相談す

ることとした。 

ゲーム制作科 【議題 1】 

現在、本科におけるプログラム教育は C、C++を基本とし、Unity

開発として C#、Android ゲーム開発として Java を導入している。

また、2 年次後期に AI の学習として「人工知能」（座学 90 分１コ

マ）という授業を実施している。 

 現状「人工知能」は理念や概念の学習が中心であるが、今後は学

科として AI の学習を強化することを考えており、同授業の内容につ

いても現在の理念・概念の学習に加え、Python による環境構築や簡

単なプログラム記法の導入を考えている。ついては、同科目の現在

の学習項目と、既存内容に Python を加えた学習項目（改訂版）を

比較していただき、内容が適切であるかご意見を頂戴したい。あわ

せて、Python をはじめゲーム業界における最近の言語事情に関して

ご意見を頂戴したい。 

【意見】 

・ゲーム会社で Python での開発は行われていないが、ツール制作

や作業の自動化などでは利用されている。 

・Python で AI を扱うより、C で AI を扱ったほうが良い。 

・ツール作成を行う際に、応用や選択の幅として考えることができ

るのであれば良い。 

・ゲームプログラマでも、ツールエンジニアを目指すなら必要。 

・ゲームプログラマなら C++や C#をもっと扱うべき。 

・C++と Python など同じ処理を並行して見せるのは非常に勉強に

なる。両方を絡めていくのは良い。 

・Java をサブ言語としているが、現状 android ゲーム開発に Java

は利用されていない。C を増やすほうがよいのではないか？ 

・マーケットに AI の仕事がない。技術者はゲーム会社には必要とさ

れていない。 

【活用】 

追加言語に関しては慎重に対応することとし、進級クラス（1 年

次）向けに特別授業として、C++ライブラリ OpenSiv3D を用いて文

法や C++標準ライブラリの講座を行った。この特別授業は、昨年 11

月より開講し、最大で 30 名ほどが参加、先日までに 12 回程実施し

た。最短経路問題などの思考ルーチンなどの AI に関しては、二年次

（次年度）の授業にて C++サンプルを作成し提供、解説していく予

定である。 

特別授業に参加した学生の半数は、早い段階でゲーム制作の知識
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を得られたこともあり、オリジナルゲームを完成、もしくは作り始

めている。今後は特別授業の開始時期を早め、参加者を増やし、よ

り多くの学生がゲームを早期に完成できるよう指導する予定であ

る。 

ゲーム企画科 【議題 1】 

業界では管理ツールの使用を耳にするが、学生時代に使用してお

いた方がよいツールなどがあればご教示いただきたい。また、次年

度から Git に関する内容を 1 年次前期「コンピュータリテラシー」

の授業に盛り込む計画である。現在のシラバス後半部分(プレゼンテ

ーションの内容)を削り、Git に関する内容を盛り込むプランを考え

ているが、適切かどうかご意見を伺いたい。 

【意見】 

・コンピュータリテラシー授業に対して Word / Excel などの時間の

割合が多く感じる。PowerPoint のプレゼンテーション授業の削減

は、学科の目指すべき人材像から見てもいかがなものか。 

・管理ツールについては、ツールだけを学習するだけでは意味がな

い。ゲーム制作などの運用を実際に行いながらツールを体験（経

験）する学習形態の方が良いのではないか。管理するべき情報（タ

スク・仕事）が何なのかが理解できると良い。相手に渡す情報（仕

事 = チケット化）に、何を書けば良いのかを理解する事が重要。 

【活用状況】 

今年度 1 年生後期のゲーム制作の授業において、チーム開発をし

ている学生達に Slack を使用した運用を試験的に実施してみた。そ

の経験を踏まえ、いくつかの管理ツールを検討した結果、次年度の

ゲーム制作の授業において、タスク管理・プロジェクト管理ツール

「Backlog」（株式会社ヌーラボ）を使用させてみたいと計画をして

いる（伊藤 TC 主体）。ゲーム企画科のゲーム制作の中で経験をし、

経験値を蓄えたところで他学科との運用に活用していきたい。 

また、フォントに関する事項について、次年度はモリサワフォン

トの導入を検討している。権利関係も含めた講演会等の依頼をモリ

サワに打診中である。今後も「UI（見た目）」の部分に関しては、

ゲーム・企画書・仕様書まで積極的に意識させていきたい。 

ゲーム制作 

研究科 

【議題 1】 

マイクロエレクトロニクスを中心とする「技術革新」の展開は、

技術的素養に富んだ「技術的技能者」ともいうべき人材の育成を要

請している。その結果、職業訓練においても、高校卒業後 2 か年の

専門訓練課程（職業訓練短期大学）の設置が本格化した。また高校

卒業者を対象とする専修学校専門課程（専門学校）が情報処理科と

電気・電子科を中心に拡大し、工業高校（工業学科）も修業年限の
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延長が提起され始めている。「技術的技能者」や初級技術者の養成

を教育制度全体のなかでどのように位置づけるべきかが、今後の教

育改革の一つの大きな課題となっている。 

本学科では、プログラミング科目やデザイン科目の見直しを昨年

から実施しており、「ものつくり」をキーワードにした授業を新た

に設置、1 年時に「創意工夫・工作」を実体験する授業を行ってい

る。だが、入学する学生は考える力や物の性質など多くの知識や経

験が無い状態であり、授業に支障が出てきているのが実状である。

限られた時間の中で、効果的に「創意工夫」「ものを作る力」「表

現する力」を身に着けるために実施可能な技術指導等についてご教

示願いたい。 

【意見】 

・以前ジオラマなどの制作を行っていたが、もっと電子工作・回路

などを体験させてみても良いのでは？アルゴリズム・ラズペリー

パイなど敷居は低い。 

・アナログでの作業は難しいのでは？考え方・解法などディスカッ

ションを行うと良い。 

・問題解決方法を学ぶ場であってほしい。 

・人によって学べる場を選択できるようにグループ分けを行う。デ

バイス・デザインなど何通りか分ける事が良いのではないか。 

【活用状況】 

電子工作などの体験は授業時間・コストを検討した結果見送るこ

ととなった。 

創意工夫を実現できるべく「問題解決」「考え方」を意識し、重点

的に授業運用を行っていくことで、創造的な学びを学生へ提供でき

ないかと検討した結果、知育玩具を採用した。運用としては初めて

のトライでもあったが、学生は意欲的に取り組むことで様々な問題

解決を学び、品質を向上させるため何度も試遊をすることで完成度

を向上させる大切さを学んだかと思う。次年度に向けて運用など反

省点を活かし進めていきたい。 

アニメーション 

科 

【議題 1】 

「デジタル作画のシラバスの見直しについて」 

機材・教材も充実してきたため時間的な余裕ができた。現状、余

裕ができた時間でエフェクトやタップ割の練習を繰り返している

が、より効率的かつ充実した教育内容にするべく、課題の見直しを

行うことを考えている。 

学科としては、一部の時間で ClipStudioPaint を使った内容を扱

おうと考えているが、どうか。業界ニーズに合っているか、ご意見

を伺いたい。 

【意見】 
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・業界全体では今後、ClipStudioPaint に移行する可能性が高い。 

・フリーランスの中には、作業の効率性を鑑みてデジタルに移行し

ようと考えている方は多い。 

・デジタルの動仕は海外で多いため、日本では検査人員が必要。 

・現在のワークフローでは ClipStudioPaint からペイントマンへの

動仕作業が一般的だが、ClipStudioPaint で仕上げをやらせる機

会も良いと考える。 

【活用】 

令和 3 年度の後期「デジタル作画 B」にて ClipStudioPaint を用

いた授業を 10 回程度実施することとした。 

授業内容に関しては、限られた時間内に学生に負担なく教授出来

るか慎重に検討を進めている。 

アニメーション 

研究科 

【議題 1】 

「3 年次 3DCG 実習科目の導入について」 

現行のカリキュラムは 3DCG 教育が 2 年次に集中しており、3 年

次の履修は無い状況。本科としては、3DCG で就職できる学生数を

増やしたいと考えている。そこで、3 年次に 3DCG 技術を継続的に

強化する科目を導入予定であるが、3DCG 志望者以外の学生も多い

ことから、それぞれの専門職希望者に関連する内容が望ましいと考

えている。 

3DCG 技術を強化しつつ、各職種に関連する内容としてどのよう

な授業が考えられるか、ご意見をいただきたい。 

【意見】 

・ハイブリット制作する上で背景の 3D 化とレイアウトで動く 3DCG

のクリエイターが今後必要になる。 

・Blender、Modo、TMSCAM などソフト導入をしてレイアウト構

成での 3D 技術を学ぶというのも良い。 

・進撃の巨人なども立体的なカメラワークを伴うカットのレイアウ

トを切るには 3D 空間でのカメラワークはどうしても必要になる。

そうした場合、建物などの背景や人物、機体に至るまで 3DCG に

起こし、カメラワークを検証した上でレイアウトを切る作業は教

育として有効。 

・学生のうちはソフトも様々触らせる機会があって良い。 

・実際に TV 放送された映像とその素材がどのように 3D レイアウ

トで設計されているか、特別講師を招いて展開することも良いの

では？前半は講義、後半はその素材を使わせて貰って、学生に課

題を出すのも面白いのではないか。 

【活用】 

・学科内で 3 年次教育課程における 3CG 教育の在り方を協議した。

今後、Blender、Modo、TMSCAM といった、比較的アニメ業界
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で事例のあるソフトウェアを卒業グループ制作の時間で試験的に

導入する方針。 

・11 月 25 日に Blender の専門家である、アニメーターのりょーち

も氏を招いた特別講座を展開した。先端の CG ツールを紹介する

機会を今後も増やしていく。 

グラフィック 

デザイン科 

【議題 1】 

「コロナ禍における就職指導の在り方に関して」 

コロナ禍においてデザイン系企業の求人が減少している。また、

就職活動形態もオンライン説明会やオンライン面接、紙ベースのポ

ートフォリオ（ファイリングしたもの）に加え、ポートフォリオサ

イトの活用など多様化してきている。 

現状を踏まえて、学科内で検討した1年次「就職活動リテラシー」

の科目内容に関して、内容や指導方法に関してご意見を頂きたい。 

【意見】 

＜授業内容に関する意見として＞ 

・全 15 回の授業の組み立ては他専門学校との大きな相違も無く、問

題ないと思う。 

・ポートフォリオに関して全体の 1/3 を占めた授業回数に関しては

良い。それぐらいの厚みが必要。 

・OB が在籍する会社を受ける学生がいる場合にその OB との接点

を持つ機会を設けられないか。 

 

＜オンライン面接に関する意見として＞ 

・自宅から受ける場合、Wi-Fi の強さに問題がある場合、事前に企

業側に伝えておくことでリスク回避につながる。（学校側から機材

のサポートが出来ないか。） 

・服装に関しては業界の特性上、小ぎれいでありつつ、個性を感じ

られるものが望ましい。 

・私服での面接を指定される場合、企業側は人物像や個性を見たい 

（株式会社電通テック）。しかしながら、企業側の本意が不明な場

合は事前に学校側で確認の必要もある。 

 

＜ポートフォリオ制作指導に関して＞ 

・デジタルでの作品送付が増えてきている背景に、デジタルリテラ

シーを教えていく必要性。データ容量に関して（ストレージ、ク

ラウドの活用、URL を送る、pdf に圧縮するなど指定のデータ容

量をオーバーしないファイルサイズにまとめる方法 等） 

・デジタルで作品をまとめる場合、横構図としてまとめ上げるのが

良い。（PC は横構図） 

・作品は量より質重視で。且つ重要視するのはコンセプトワーク。
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一つ一つの作品はもちろん、トータルプランニング、タスクの一

貫性を意識することが大切。作品が多いだけで「まとめきれてい

ない」、「絞りきれていない」、「コンセプトが見えない」などの状

態になってしまわないことが大切。 

・web 上に多く上がっているポートフォリオフォーマットの使用は

個性が感じられない。紙と web 両面からのスキルが必要とされて

いる今、簡単でも良いから自分でコーディングしたポートフォリ

オサイトを作れることは、企業へのアピールとなる。 

【活用】 

・オンライン面接に対応できる空間を作って、年度を通して活用し

た。 

・オンライン面接の受け方、諸注意に関して 2021 年 1 月に実施の

学校行事「業界職業ガイダンス」にて担当企業様より講義してい

ただいた。 

・ポートフォリオ作成に伴うデジタルポートフォリオ作成の具体的

な注意、手法に関して就職活動リテラシーと進級制作の授業内で

指導した。 

・ポートフォリオの内容に関してコンセプトワークが伝わるよう、

半期を通して実施した産学連携制作をまとめさせた。 

・web ポートフォリオに関しては令和 3 年度入学生より web デザイ

ン科目の中で取り組めるよう、科目担当者と打ち合わせの上シラ

バスに組み込む予定。 

Web デザイン科 【議題１】 

コロナ禍における進級＆卒業制作展イベントについて 

【意見】 

・オンライン会議ツール「zoom」：ブレイクアウトルームが便利 

・Web 会議ツール「Remo」：人数制限があるため学生数が多い場合

は難しい 

・オンラインビデオツール「Spatial chat」：相手の画像が小さいが、

バーチャル空間でイベントを開催しているところもある。 

・ツールには一長一短があり、リアルとオンラインのハイブリット

で実施するのも有効的。 

・ツールを利用するのであれば来場者が気軽に参加できる zoom や

YouTubeLive などの方が良い。 

・ツールを利用するよりも、しっかりと対策を行って複数の部屋利

用や人数制限などリアルで展示会を実施した方が良い。また、無

駄話から話が発展することもあり、そのライブ感は大切にした方

が良い。 

・一方的なプレゼンテーションであれば、ツールを利用しても良い

が、Web デザイン科が毎年実施されている卒業制作展示会は、オ
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ープンブースで気軽に会話ができる発表を大切にしたいというの

であれば、感染症対策を万全に行いリアルが一番良い。 

【活用】 

・意見を参考に検討した結果、2020 年度進級＆卒業制作展はリアル

イベント型で実施した。 

【議題２】 

Web サイトの運用・コンテンツ更新の学習項目について 

【意見】 

・調査・分析の学習範囲は広範囲になるので、授業で行う内容はど

こまで行うかを決めることが必要。 

・卒業制作展などで発表された作品・技術があるのに、単発で終わ

ってしまい後輩に継承されていない。学年を超えた有益な情報が

集めれば、学校版 Qiita の様なものができるのでは？   

・学校と切り離して歴代学生達の技術資産を蓄積・共有するサイト

を作り、調査データを取得してはどうか？ 

【活用】 

・2021 年度入学の 2 年生時「サービス運用」に利用する調査・分析

ツールについて、ご紹介いただいた Google 系ツールや有償ツール

を学科内で検討。 

・学科で運用・更新可能な歴代学生達が残した技術資産を蓄積・共

有し、学年を超えたサイト等を検討し、授業において調査データ

の活用ができるように準備を行う予定。 

ネットワーク 

セキュリティ科 

【議題１】 

「シスコネットワーキングアカデミー」のコンテンツバージョン

アップによる見直し及び内容の検討について 

【意見】 

・面白さや考えさせるような構成で動機づけをさせる。 

・社員研修でも机上での学習も良いが、実習だとインパクトがあり

面白さや楽しさで覚えていく。 

・規模別ケーススタディなど経験することで、必要な技術や手法な

どを調べて覚えていく。 

【活用】 

・日本語翻訳が 3 コンテンツ（ITN、SRWE、ENSA）中 1 コンテ

ンツのため、引き続き旧コンテンツを使用し、来年度本学科カリ

キュラムへの導入に向けて、引き続き検討を進めていく。 

・来年度は一部翻訳が完了しないコンテンツもあるので、英語版及

び日本語翻訳を混ぜながら導入を前提に引き続き検討していく。 
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【議題２】 

ネットワーク設計部分のカリキュラム導入について 

【意見】 

・設計部分を学生に導入するのは難しい部分はあるが、利用シーン

を想定して規模別の要件定義、ヒアリング、設計という手順で考

えていくのが良い。 

・規模や物理構成、論理構成を考えさせ、ケーススタディのような

演習が良い。 

・アプリケーションやサービスの理解なくして、設計作業は難しい

ので、そのあたりも把握している必要がある。 

【活用】 

・現カリキュラムにある CCNP（選択科目）に、本年度から内容を

見直しして導入済である。 

・背景を指示し、作業目的として概略を提示しての設計・構築を実

施（ネットワーク構成図、使用機器一覧、設計手順など作成）し

た。 

AI システム科 【議題１】 

学科学生の目標資格の設定について 

【意見】 

・ブロックチェーンの資格はどうか。民間資格が 2 つある。 

・現場でバリバリの技術者は資格を取っていない。年々、技術より

もドメイン知識の必要性の度合いが増す。しかしながら、学生に

とって資格は自分のスキルを一般的に計るもの、自分の知識をま

とめるもの、という意味で意義があると思う。 

・JDLA の E 検定までとれれば現場で使えるが取得は難しい。 

・資格も大切だが、Kaggle などのコンペティションに挑戦してみて

はどうか。 

【活用】 

・JDLA E 検定の取得者を輩出するための前段階として、放課後に

JDLA の G 検定の資格対策講座を実施した。その結果 4 名の学生

が受験し 4 名合格。 

・JDLA E 検定の資格対策本が 9 月に出版されたので資格の調査を

行い、その後資格対策講座を実施したいと考えている。 

【議題２】 

エッジ AI の科目設置とその学習内容に関して 

【意見】 

・TensorFlow を採用するのであれば Edge TPU はどうか。値段も

高くなく、学科の学習内容とも親和性が高いのではないか。 

・冒頭のエッジ AI を科目として独立させ、科目名にて学習内容が明
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確になるからよい。 

・2 年生の前期に入るのは賛成。科目として独立させることは学生

にとってよいと思う。Jetson Nano、Edge TPU も面白いと思っ

た。 

・エッジング技術で利用するデータについて十分に検討・調査した

方がよい。エッジ AI を授業で取り上げることに賛成。 

【活用】 

・2022 年度入学者のカリキュラムでは、2 年次後期科目「AI システ

ム開発」（週 3 駒）を、エッジコンピューティングⅠ・Ⅱ（前期 1

駒・後期 1 駒）とクラウドコンピューティング（後期 1 駒）に分

割した。 

・今年度後期の授業では従来通り Raspberry PI を用いて授業を実施

した。新設科目エッジコンピューティングⅠ・Ⅱにおいて採用す

るデバイスの調査として、IoT に興味がある学生や IoT 関連の企

業から内定を獲得している学生を中心に補講を行なうなど具体的

なデバイスについては検討中である。 

ケータイ・アプリ 

ケーション科 

【議題１】 

「オブジェクト指向設計」の科目内容の検討と UI/UX 系の科目新

設について 

【意見】 

・実際の現場でも、フォーマルではないかもしれないが UML 的な

ダイアグラムは使っている。お客さんと話すのにも利用されてい

る。プログラミングに力を入れるのはわかるが、最近プログラミ

ングは Web でも学べる場が多い。設計やテストをしっかりやって

おくと即戦力となるのではないか。 

・オブジェクト指向設計は重要だが、とりあえずオブジェクト指向

のさわりだけ知っていれば良いのではないか。オブジェクト指向

というのがあるということがわかっていれば、必要になったとき

に必要な部分を学べば良い。 

・UI/UX を学ぶことにより利用者目線で「これは出来る」「これは

出来ない」という事を考えられるようになるのが大事であり、社

会人になってからも役に立つと思う。 

・ビジネス企画のアイデア出しから UML に繋げたり、UML からプ

ログラミングに繋げるという科目毎のリレーションを考えると良

いのではないか。 

・卒業制作の発表にて自分で作ったものと併せて、要求分析や設計

など開発プロセスも合わせて発表すると良いのではないか。要件

定義からの一連の流れを知っているのは仕事にも役に立つし、企

業から見ても魅力的に感じると思う。 

【活用】 
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・頂いた意見を学科で検討し、一部カリキュラムの内容を変更する

こととした。 

1) デザイナーの領域に踏み込まない目標設定を行い、UI/UX の科

目を設定していく。特に利用者目線を持つという点を強く教えて

いきたい。 

2) 現場の意見として、UML についても依然として重要であると

のご意見も多かったため、科目の内容として吸収して、実装との

関連を意識して運用する。 

情報ビジネス 

ライセンス科 

【議題１】 

情報基礎（CompTIA IT Fundamentals）、情報ビジネスⅠ、Ⅱ（IT

パスポート）の並行履修化について 

【意見】 

・出題範囲が広がり内容が重なる部分もあり、並行履修するカリキ

ュラムに変更するのは理に適っている。但し、重なる部分がある

のであれば、教材の工夫は必要。また、明確に分かれると、自分

が目指さない方の授業に身が入らないという懸念がある。 

・ある程度時間数を増やすというのは良い対策。資格の特性を明確

に伝え、自分達が世の中に出て、どういう力を発揮したいかによ

って選ぶ様にすべき。 

・国家試験、ベンダー試験はそれぞれに良さがある。その良さを学

生に伝え、選ぶアプローチはありなのかと思う。簡単な方へ流れ

て行く懸念はあるが、動機付けが重要。選択という方向性は良い。

また、片方をやらなくなってしまうということへの配慮が必要。 

・両方を取れることがメリットと考える学生がいるとすれば、補う

説明が必要。それであれば、進路に合わせて選択出来るのは良い。 

【活用】 

 ご意見を踏まえ、2022年度入学生向けカリキュラムから変更した。

今後は、実際の運用に向け、選択方法や受験しない方の資格の指

導方法などの検討を行う予定である。 

【議題２】 

コロナ禍で実施が困難な科目「ビジネス最前線」の廃止について 

【意見】 

・コロナ禍の様な状況で、カリキュラムが従来通り行えない等が今

後も想定されるので、柔軟に対応するのは大変良い試み。動機付

けが出来れば良い。 

・科目で行うと内容が固定化されるので、これからはこの方向で良

いのではないか。この様な状況下では、訪問を伴うものは難しい

可能性がある。工夫しながら、学生に刺激を与えられれば良い。 

・科目でなくなることで強制力が無くなるのでその影響も考えられ
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る。動機付けの方法、例えば、企画自体を学生が行うなどすれば

今までとは違う充実感が得られ、もし中止になってもプロセスで

学べる。自ら作っていくという体験から新たな学びが得られるの

ではないか。 

・ビジネスのリアルを感じ取ってもらう時間を提供してあげたい。

学習の内容と将来とを近づけてあげる必要がある。先輩の講話を

聞くことなどでリアルにつながる。授業枠にとらわれずに配置で

きると良いのではないか。 

・今出てきた意見をうまく融合させる様な企画が重要。この状況で、

手を挙げる企業が減っているのは事実。コロナ禍でどうやってい

くか、工夫が必要。授業枠を外すのは仕方ないので、その中でど

うできるかを考えていく必要がある。 

【活用】 

 ご意見を踏まえ、2022年度入学生向けカリキュラムから廃止した。

カリキュラムからは外すが、引き続き特別講義等として実施して

いく予定である。 

情報処理科 【議題１】 

テスト技法に関する内容のカリキュラム内導入について 

【意見】 

・新人研修や外部の集合研修等でテスト技法を扱うことはあるが、

テスト技法だけにフォーカスした教育は行っていない。各プロジ

ェクトでそれぞれ任せており、現状としては、開発していく中で

ノウハウを蓄積し、その上で教育を実施している。 

《産学企業へ相談した際の意見のまとめ》 

・科目：卒業制作の学生が作成するシステムの評価やアドバイスを

行っている中で、テスト項目が事前に洗い出されていないこと非

常に目立つ状況である。可能であれば、テスト項目を考える科目

があってもいいと思う。 

・システムに対するテストの重要性を理解していない学生が非常に

多いと感じる。 

【活用】 

現在、科目：卒業制作の前段階の授業として、科目：システム設

計演習にて、卒業制作で作成するシステムのテーマ決めや初期段

階の設計を行っているが、その科目内で、疑似的なシステムをも

とに考えられるテスト項目のみに着目する内容で対応する方向で

います。 
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【議題２】 

開発現場での UML 活用について 

【意見】 

・技術者達が上手く使いこなせない 内容がぼやけて明確でない 

・アメリカでもこの手法はあまり使われていない。だから、バージ

ョンも上がらず書籍も発行されない 

・現場では 基本的にウォーターフォール 型で表現できない部分を

クラス図や ユースケース図などを使って対応している 

【活用】 

・産学連携企業にも確認を行ったが、同じく基本的にウォーターフ

ォール型で表現できない部分をクラス図やシーケンス図などを使

って対応しているに留まっており、UML の全ての技術を活用する

には至っていない。学科内の運用として、ウォーターフォール型

の設計手法をベースに UML での表現の良い部分を取り入れてい

く運用を行うことになりました。 

情報システム 

開発科 

【議題１】 

先端 IT 技術科目で取り扱う内容について 

【意見】 

・Git については業務で使うので今後も取り入れてほしい 

・クラウドやアジャイルについての技術を取り入れると良い 

・AI は全ての分野に影響を与えているので取り入れたほうが良い 

・AI についてはベンダー依存な要素が多いので、基本を押さえるよ

うなカリキュラムであると良い 

【活用】 

・10 月中旬から始まる後期授業では、Git およびクラウド開発の演

習を取り入れた 

・AI については数回の授業で簡単な実習までを含める形で実施した

いと考えているが、具体的な実施方法については検討中である 

【議題２】 

Android 科目の運用について 

【意見】 

<スマホアプリ開発に対して> 

・HTML5+JavaScript で開発できるような、クロスプラットフォーム

が良いのではないか(PWA など) 

・今の時代、技術者はスマホの技術にも精通している必要がある 

・昨今はスマホアプリではなく、スマホのブラウザから Web システ

ムを使うようなケースも多い 

<その他のテーマ案について> 

・会社で必要なことを考えると、チーム開発は良いと思う 
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・チーム開発を教えるのにはノウハウが必要となる 

・新しい言語を学ぶとするなら Python を学ぶと良い 

【活用】 

・これまでは Android プログラミングという科目名であったが、ク

ロスプラットフォームも見据え令和４年度のモバイルプログラミ

ングという科目名に変更する予定である。 

・実際のカリキュラムについては今後検討を進めていくが、できる

だけ学習の負荷が少ないものを選択していきたい。 

高度情報処理科 【議題１】 

プログラム学習における CASLII の採用について 

【意見】 

・アセンブラの学習を通じて、アドレスやポインタの理解が深まっ

ている点を評価できる。 

・アセンブラの学習から理解できるのであれば、低水準言語から学

習するほうが望ましい。 

・ポインタでつまずく学生が多ければ最初にスクリプト言語等で関

心をひいても良いだろう。 

・ポインタ等でつまずく学生が少ないのであれば、アセンブラから

理解することは評価できる。 

・1 年次秋の基本情報技術者試験で受験するプログラミング言語と

して CASL II は適切であろう。 

【活用】 

・CASL II の効果的な教育法を検討しつつ教材の充実を継続してい

ます。 

・アルゴリズムが手薄になるため疑似言語との対応を意識した構成

にしています。 

・オンライン実習の際に、CASL II の Web 版ツールを活用し、学

生は自宅でも利用しています。 

・ハードウェア分野の担当教員から、理解がスムーズであるとの意

見をもらいました。 

・とくに、メモリ・CPU・レジスタ等の役割、アドレス値の連続性

に関する理解が早いようです。 

・高級言語の理解度はやや手薄になっているため、後期の  C 言語

でフォローしていく予定です。 

電子応用工学科 【議題１】 

アクチュエータ関連科目で実施するべき内容について 

【意見】 

・カメラの AF などに用いられる超音波モーターなども検討したら

よい。 
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・3D スキャナなども取り扱ったらどうか。 

・制御アクチュエータを体系的にやる方向は間違いない。とくに電

子系では制御を必要とするアクチュエータについては電子分野な

らではの内容であるため、ぜひやってほしい。 

【活用】 

・2 年生「マイコン周辺回路」のアクチュエータの単元で超音波モ

ーターについて、基本原理等と応用例を取り扱った。 

・3D スキャナ、制御アクチュエータなどは 2 年後期の「ロボット技

術」でテーマとして盛り込み、実例を交えて講義される予定であ

る。 

電気工学科 【議題１】 

電気設備保安業界や工事業界において、重要視されている資格に

ついて 

【意見】 

・通信系の技術はより重要になるため、工事担任者や電気通信主任

技術者も検討すると良い。また、国家資格ではないが就職対策と

して情報配線施工技能検定も視野に入れると良い。 

・IoT 技術で多く利用されるマイコン制御では無線通信が重要なの

で、陸上特殊無線技士や陸上無線技術士の受験を通じて技術を学

ぶと良い。 

・保安業界では既存の建物だけでなく、新築工事における主任技術

者の選任も必要となる。その場合は建設現場での点検業務も必要

となるので、電気施工管理技士の資格勉強を通じて施工管理に対

する知識も深めておくと良い。 

・現場で使用する上で消防設備士甲種四類も需要が高い。非常用発

電機などの保安において、消防法を知っておく等の点からも有効

な資格となる。 

・現場資格として、玉掛などの講習も検討すると良い。 

【活用】 

・後期期間(10 月~2 月)の推奨資格として、消防設備士および陸上

特殊無線を紹介したところ、多くの学生が受験した。 

・後期授業科目「電気技術実務」にて、施設管理の工事立ち合い業

務について説明した。 

高度電気工学科 

 

【議題１】 

三年次の科目である「電気・熱エネルギー管理」と「電気応用 II」

内で取り扱う空調衛生設備についての教育内容の強化について 

【意見】 

・企業の経済活動に関して省エネルギーの観点から考えると、空調

技術の方が重要となる。将来的にはエンジニアリング技術も必要
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だが、まずは学術面で理解を深められるものを。 

・応用分野に ZEB があるため、いずれはそちらについても。 

・機会があれば事業所の現場見学から取り扱う内容のヒントを得て

もよい。 

【活用】 

・空調技術の省エネに関するインバータ設備の概要について、実習

科目「エネルギー応用実験」にて先行して実習を実施した。 

・空調設備については、冷凍サイクルの実習装置を中心に機材を検

討している。 

電気工事技術科 【議題１】 

「ネットワークシステム技術」科目の運用について 

【意見】 

・委員からは、無線技術についてはハードよりもソフトが中心とな

るため、学科では基礎知識を講義で対応する程度に留めておき、

有線メタル配線の測定項目について実習を充実させるべきとの意

見を頂いた。 

【活用状況】 

・今後も従来の Cat6、Cat6A の UTP 及び STP、光ファイバを中

心に実習し、その他測定項目(メタル配線認証、光ファイバ損失測

定、端面検査等)を含め連携企業とカリキュラム内容を検討しなが

ら実施。(令和 2 年度 2 年生後期実施) 

 

また、各授業の実施にあたっては、科目担当教員が科目概要、目的、成績評価基準

と評価方法などを明記した授業計画（シラバス）を作成し、初回授業時に学生に配布

するとともに、オフィシャル Web サイトで公開している。 

 

2-2-2 実践的な職業教育を行う視点で企業等との連携体制を確保し、教育内容・教

育方法・教材等を工夫しているか 

実践的な職業教育を行う必要性を十分理解したうえで、各学科の教育内容に応じて

教育課程編成委員会への参画企業をはじめとした関連企業・業界団体などとの連携体

制を確保している。 

実践的な職業教育の観点から、関連企業・業界団体と連携したオリジナル教材の作

成を行い、かつ進級・卒業制作などの実習課題において現場さながらの制作プロセス

に基づく技術指導、課題提供などを受けている。 

また、連携する企業より現職のクリエイター・エンジニアを講師として招聘し、特

別講演会・特別授業などを行うことで学生の理解度・意欲向上を図っている。その際、

専門知識の獲得を目的とする科目は講義形式で、専門技術の修得を目的とする科目は

実習設備・環境の整った実習室において演習・実習形式で実施するなど、目的に応じ

て適切な授業形態を選択している。 
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2-3 卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への適応性、効果 

 

2-3-1 卒業生や就職先等の関係者に対し、卒業時に修得している知識・技術、技能、

態度の卒業後のキャリア形成への適応性、効果などについて意見聴取を行っ

ているか 

 本校では、教育課程編成委員会において、毎回各学科の教育目標や育成人材像を示

しながら、各学科の関連業界の企業・団体関係者から教育カリキュラムを中心とした

意見を聴取している。その中で、卒業後のキャリア形成への適応性、効果などに及ぼ

す影響を踏まえて、本校の教育カリキュラムの妥当性を評価しており、令和 2 年度に

おいてもこれらの活動を行った。 

しかしながら、教育目標や育成人材像を基盤として従来行ってきたカリキュラム評

価や学生の成績評価を、今後は学修成果（アウトカム）という考え方に基づいて整理

し直す必要がある。 

本校では、令和 2 年度までに昼間部全学科の卒業認定の方針を策定した。これによ

って、卒業時に修得している学修成果（アウトカム）を知識・技術、技能、態度とい

う観点によって明確に示すことができるようになった。 

今後は、これらの観点を測定・評価する評価基準を明確にして、ルーブリック 2 を

策定する段階になる。令和 3 年度には、このルーブリック策定のプロセスにおいて、

学修成果の卒業後のキャリア形成への適応性、効果について卒業生や就職先の関係者、

教育課程編成委員などに意見聴取を行う予定である。 

 

2-3-2 卒業生や就職先等の関係者からの意見聴取の結果を教育活動の改善に活用し

ているか 

 本校では、各学科の教育目標や育成人材像を実現するための教育のあり方や、教育

カリキュラムの妥当性について、教育課程編成委員会ならびに、学校関係者評価委員

会から意見聴取し、議事録を作成するとともに教育活動の改善に活用している。聴取

した意見への対応や教育活動において実施した改善については、次回の教育課程編成

委員会や学校関係者評価委員会において、その進捗を必ず報告する。これによって、

教育活動の PDCA を構築している。なお、今後は知識・技術、技能、態度という観点に

基づいた意見を聴取し、教育活動の改善に役立てる予定である。 

 

2-4 専攻分野における実践的な職業教育の実施 

 

2-4-1 企業等と連携して実習、実技、実験又は演習等を行っているか 

各学科では、それぞれの教育目標、育成人材像に基づきカリキュラムを編成し教育

活動を行っているが、業界の人材ニーズに応えるためには、実践的な職業教育を実現

                                                  
2 成功の度合いを示す数レベル程度の尺度と、それぞれのレベルに対応するパフォー

マンスの特徴を示した記述語（評価規準）からなる評価基準表。（出典：文部科学省、

学修評価に関する資料） 
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することが求められる。本校では、昼間部全学科が職業実践専門課程の認定を受けて

おり、その要件の 1 つである「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習の授業

を実施していること」に則り、企業連携による実践的な職業教育として、学内の実習

を体系的に位置づけている。 

以下に、各学科の具体的事例を示す。 

 

表 2-2 企業連携による実践的な職業教育 

学科名 体系的な位置づけ 具体的事例 

コンピュータ 

グラフィックス科 

CG 業界で活躍でき

る CG クリエイター

育成のため、プロの

CG クリエイターに

よる 3DCG 動画制作

指導・評価を受け、

実務能力を身につ

ける。 

①CGクリエイターによる 3DCG動画制作指導 

企業で活躍する CG クリエイターより、

3DCG 動画制作に必要となるスキルの説明、

実務に基づいた具体的な技術指導の後、課題

制作を行い、フィードバックを受ける。CG

クリエイターから評価を受けることで、3DCG

動画制作に関する知識や技術、様々な表現を

可能とする技能、感性を養う。 

CG 映像制作科 CG 映像業界で活躍

できる CG クリエイ

ター、VFX デザイナ

ー、コンポジッター

育成のため、CG 映像

企業と連携し、制作

を通して CG 映像制

作のワークフロー

を経験させる。 

①CG 映像企業によるワークフロー指導 

様々なジャンルの CG 映像作品を制作して

いる CG 映像企業より指導を受け、CG 映像制

作現場におけるワークフローの違いと求め

られる知識、技術などを修得する。 

②CG 映像企業による実践的な技術指導 

一連の制作工程ならびに各専門職種に関

する実践的な技術指導、作品評価を受けるこ

とで、CG 映像クリエイターに求められる各

工程の専門知識、CG ソフト・合成ソフトの

活用技術、豊かな表現を実現する技能などを

修得する。 

コンピュータ 

グラフィックス 

研究科 

CG 業界で活躍でき

る実務能力を身に

つけた CG クリエイ

ター育成のため、CG

企業と連携し、実務

に即した制作を通

して CG・VFX 制作の

ワークフローを経

験させる。 

①CG 企業による技術指導 

企業よりプロの CG・VFX スーパーバイザ

ー、テクニカルディレクターを招き、制作現

場における実務に基づいた技術指導を受け

ることで、実務的な知識、技術などを修得す

る。 

②CG 企業によるコミュニケーション指導 

経験豊かなプロとのコミュニケーション

を通して、指示の受け方や報告、連絡、相談

の仕方、仕事への向き合い方、チームワーク

に必須な幅広いコミュニケーション能力を
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養う。 

ゲーム制作科 ゲーム業界で即戦

力として活躍でき

るゲームプログラ

マー育成のため、ゲ

ーム業界で働くプ

ロフェッショナル

と連携して、企画・

制作に関する実際

のゲーム制作工程

を実習に取り入れ

る。 

①企業と連携した課題制作 

 連携企業より、ゲーム制作の手法を学び、

現場と同様の手法でゲーム制作を行う。さら

に制作中も連携企業よりプログラムの方法、

修正点を学び、その都度改善を行う。最後に

授業課題の評価をいただく。 

ゲーム企画科 ゲーム業界で即戦

力として活躍でき

るプランナー育成

のため、ゲーム業界

で働くプロフェッ

ショナルと連携し

て、企画・制作・プ

レゼン（発表）まで

の実際のゲーム制

作工程を実習に取

り入れる。 

①企業と連携した企画演習 

連携しているゲーム企業から、企画の必

要性と基本を学び、実際のゲーム企画作成

を行う。進行内容の確認、中間発表、最終

発表において、企業から指導を受ける。 

ゲーム制作 

研究科 

ゲーム産業で活躍

できる技術者の育

成のため、ゲーム制

作会社から課題を

いただき、その課題

テーマに沿った企

画の提案、作品制

作、プレゼンテーシ

ョン、外部への公表

を含んだ実習を行

う。 

①インターンシップ実施 

 連携しているゲーム企業でのインターン

シップ（半年間）を実施。毎週、企業から指

導、評価を受ける。 

②ゲーム制作企業の課題制作 

 企業の要望に応じたゲームを企画し、企業

の評価を受ける。評価が高い企画は、実際に

制作、その過程で企業からの指導、評価を受

ける。 
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アニメーション 

科 

アニメ制作企業で

活躍できるアニメ

ーター育成のため、

アニメ制作企業と

連携し、アニメーシ

ョン制作のワーク

フローを経験させ

る。 

①アニメ制作企業の課題制作 

 動画制作技術に関する講義・実習を通して

作品制作を行い、企業からの評価を受ける。 

②アニメーションクリエイターによる技術

指導 

 作画技術および制作ツールに関する講

義・実習を通して作品制作を行い、評価を受

ける。 

アニメーション 

研究科 

アニメ制作企業で

活躍できるアニメ

専門職種要員育成

のため、アニメ制作

企業と連携し、アニ

メーション制作の

ワークフローを通

して応用力を養う

制作実習を行う。 

①アニメ制作企業の課題制作 

 アニメーションワークフロー（動画・原

画・背景・仕上げ・撮影）に関する講義・実

習を通して作品制作を行い、企業からの評価

を受ける。 

②アニメーションクリエイターによる技術

指導 

 演出およびデジタルツールに関する講

義・実習を通して、個人の作品集を制作し、

評価を受ける。 

グラフィック 

デザイン科 

デザイン・印刷業界

で活躍できるデザ

イナー育成のため、

グラフィックデザ

イン業界のワーク

フローを課題の中

に取り入れる。 

①デザイン企業の課題制作 

 制作過程で、企画発表・中間プレゼン・最

終プレゼンを実施、企業からの指導、評価を

受ける。また、学期末の進級制作発表会で、

企業により最優秀作品を選出していただく。 

Web デザイン科 Web 業界で活躍でき

る Web クリエイター

育成のため、Web 制

作会社から実案件

の課題をいただき

その課題テーマに

沿った企画の提案、

作品制作、プレゼン

テーションを含ん

だ実習を行う。 

①Web 制作会社の課題制作 

 制作過程で、企画発表・中間プレゼン・最

終プレゼンを実施、企業からの指導、評価。

学期末の進級制作発表会で、企業の投票によ

り最優秀作品を選出。 

②自社サービス運営会社の課題制作 

グループワークによる事前調査、サービス

提案の企画立案、プロトタイプ制作の実習。

企画のプレゼンに対する課題提供者からの

指導と評価。発表会の実施。 

AI システム科 AI・ビッグデータ技

術を有した AI エン

ジニアを育成する

ため、AI システム開

①最新の AI 技術を授業に取り入れる 

 企業等から意見を頂き、AI システム開発

の最新技術を授業に取り入れる。 

②企業と連携した企画 
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発企業と連携し、AI

プログラミング技

術や AI システムの

最新動向に関わる

講義を受け、最新の

AI 技術を知るとも

に AI システムのア

イデアを創出する

ワークを行う。 

現役の AI エンジニアより、最新の AI・ビ

ッグデータの応用事例の講義を受け、卒業研

究に向けた AI システムのアイデアを出し合

うグループワークを行う。企画書を通して指

導を行い、最後は評価を行う。 

ネットワーク 

セキュリティ科 

ネットワーク・セキ

ュリティ業界で活

躍できるエンジニ

アを育成するため、

専門企業の教材を

授業に取り入れ、実

践的な実習を行う。

また、連携企業等に

よる学生に向けた

技術指導を取り入

れる。 

①専門企業の教材による授業 

 企業等から教育プログラムの提供を受け、

認定教員が、その実習授業を行う。 

②企業等のエンジニアによる検証 

 企業等のエンジニアを招き、途中経過およ

び成果を検証。 

③講演会・セミナーの実施 

 ネットワーク・セキュリティ業界のスペシ

ャリストによる、最新技術や課題、今後の動

向等についての講演会・セミナーを実施。 

ケータイ・アプリ

ケーション科 

スマートフォン・ア

プリケーション開

発企業や、システム

開発企業で即戦力

となりうる人材を

育成するため、現場

エンジニア等から

アプリケーション

構築の意見をいた

だき、最新の技術動

向を取り入れ、開発

に必要とされる一

連の工程を実践的

に経験する。 

①企業からの意見を反映した授業実施 

 アプリケーションの実装技術において、企

業のエンジニアより最新技術や課題などの

意見をいただき、授業に反映。 

②エンジニアによる開発指導 

 企業等のエンジニアを招き、課題設定から

意見、アドバイスを受け、アプリケーション

を作成。 

情報ビジネス 

ライセンス科 

幅広い業界・業種で

活躍することがで

きるビジネスパー

ソン育成のため、企

業連携による教材

①人材育成企業と連携した教材開発 

 社会人基礎力を養成するため、SBL（Story 

Based Learning）やグループワークなどの手

法を取り入れたオリジナル教材を共同で開

発し、授業で使用。 
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開発、授業等を実施

することで、社会人

基礎力の養成およ

び自己のキャリア

デザインにつなげ

る。 

②企業講師によるキャリアデザイン関連授

業 

 キャリア開発企業の講師によるキャリア

デザイン関連の授業を実施。 

③各種企業等によるビジネス関連授業 

 各種企業等による授業を行う科目を設け、

情報、人材派遣、キャリア開発、教育などに

よる講義を実施。 

情報処理科 情報処理業界で活

躍できる実践的か

つ即戦力となるプ

ログラマ育成のた

め、卒業制作のシス

テム開発に際し、企

業からの評価を受

ける。 

①企業による卒業制作評価 

 企業より指導を受けたのち、制作過程で企

業に向けた中間報告を実施、企業からの評価

を受ける。 

②講演会、見学会の実施 

 連携している情報システム開発企業なら

びに情報処理業界団体主催の講演会や見学

等で技術動向を確認。 

情報システム 

開発科 

実社会のニーズ・動

向を踏まえて、顧客

の要求を的確に分

析・設計できるシス

テムエンジニアを

育成するため、業務

システムの開発を

行っている企業と

連携し、業界の意見

を取り込んだチー

ム開発の実践と運

用を行う。 

①現役プロジェクトマネージャによる開発

指導、評価 

 スケジュール管理のポイント・重要性につ

いての講義を実施後、グループにてオブジェ

クト指向設計の開発演習を行う。設計終了お

よび実装終了時点でのプレゼンテーショ

ン・評価を実施。 

②開発企業エンジニアによる講演の実施 

 業務システム開発企業のエンジニアを招

き、現場エンジニアの仕事の実態と学生時代

に修得しておくべき技術についての講義を

実施。 

高度情報処理科 IT 業界で活躍でき

るシステムエンジ

ニアを育成するた

め、情報システム開

発企業等から具体

的なシステムの指

導や助言をいただ

き、システム化に対

する要求の分析・設

計・開発の実習を行

う。 

①情報システム開発企業等の指導に基づい

た開発実習 

 企業の指導のもとに、一連の開発工程を体

験しながら、システム開発を行う。開発過程

で企業より助言と指導を受ける。 

②講演会、見学会、勉強会の実施 

 最新の技術動向に関する外部の講演会や

展示会、勉強会等に参加。 
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電子応用工学科 業界で活躍できる

電子回路技術者を

育成するため、企業

の技術者による授

業の実施や外部団

体と連携した資格

取得指導を取り入

れる。 

①企業技術者による授業 

 電気回路、組込みデータベース、組込みシ

ステム設計・評価などの科目において、企業

の技術者による授業を実施。 

②応用研究成果発表会 

 応用研究の成果発表会として，企業の技術

者へのプレゼンテーションを行い、評価を受

ける。 

③資格取得指導 

 第 2 級陸上特殊無線技士の資格取得指導

において、関係団体と連携し、講習を実施。 

電気工学科 電気設備業界で活

躍できる電気技術

者育成のため、課題

作成過程で、企業か

ら直接指導を受け

る。 

①電気設備設計企業による指導 

課題作成過程で企業からの直接指導。 

②企業による機器メンテナンスの指導 

 エネルギー関連機器に関するメンテナン

ス技術指導。 

高度電気工学科 

 

電気設備業界、電気

工事業界で活躍で

きる電気技術者育

成のため、企業の技

術者による直接指

導を受ける。 

①企業による施工技術指導 

 電気工事に関する施工方法について指

導・評価。 

②企業による機器メンテナンスの指導 

 エネルギー関連機器に関するメンテナン

ス技術指導。 

電気工事技術科 電気工事業界で活

躍できる電気工事

技術者育成のため、

太陽光施工企業お

よびネットワーク

施工企業と連携し、

テキストを作成、そ

れに沿った実習を

実施する。 

①企業による施工技術指導 

 企業と連携し作成したテキストに沿って

実習を行い、施工内容に応じて、企業からの

指導を受ける。 

②企業による講演 

 最先端施工技術の講演を実施。 

 

 

2-4-2 企業等と連携して、学生に対し実習施設・インターンシップの場等を提供し

ているか 

本校では、学内における実習を実践的な職業教育を実現する方法として位置づけ、

全学科で企業・業界団体などより招いた講師による実習授業を行っている。 

講師を派遣していただくにあたり、事前に当該授業の位置づけや、企業などによる

指導の意義について学科教員より説明し、十分理解していただいたうえで、協定書・
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覚書を交わしている。また、企業などより採用した非常勤講師による授業についても、

常勤講師と同様に、科目概要・目的、成績評価方法・基準などが明記されたシラバス

を作成したうえで実施している。 

各学期末には、学生に向けて全授業に対するアンケートを実施し、その結果をもと

に必要に応じて授業改善に向けた指導などを行っている。あわせて、各学科で定期的

に常勤講師・非常勤講師間の情報交換の場を設定し、指導内容や指導方法、教育成果

などについて情報共有・意見交換を行っている。 

インターンシップ（企業内研修）については、全学生が対象ではないが、必要に応

じて、企業と覚書を交わしたうえで実施している。CG 制作企業やゲームソフト開発企

業、ソフトウェア開発企業など、就職先企業を対象としており、学生の職業意識向上

につながっている。インターンシップは長年実施している教育制度であり、実施方法

や手続きなども明確化し、十分な実績がある。実施にあたり、申請書や報告書、企業

からの成績評価の提出を義務づけており、効果や改善点を記録として残し分析したう

えで、次回の実施に反映させている。 

ただし、インターンシップに参加する学生は限られており、令和 2 年度の参加学生

数は全体の 10％に満たず、そのほとんどが内定先企業の入社前研修である。 

 

2-5 教員の組織体制 

 

2-5-1 教育課程を実施するのに必要な教員を確保しているか 

教員の採用に際しては、専修学校設置基準第 18 条の教員資格要件および、科目担

当教員として必要な関連業界での実務経験や専門知識、教員としての資質を有してい

るかを確認するため、書類選考と採用試験を実施している。採用試験は、適性試験お

よび作文試験と 2 度の面接試験を実施し採否を決定している。令和 2 年度は、人員計

画に基づき要件を備えた専任教員 7 名を採用した。 

 兼任教員の採用に際しては、各学科の人材育成目標達成に向けて、委嘱する授業科

目についての関連業界での実務経験や専門知識を有しているかを確認するため、書類

選考と面接試験を実施し採否を決定している。令和 2 年度は、要件を備えた兼任教員

13 名を新たに採用し実践的な授業を実施している。 

 授業科目を担当するために教員に求める必要な能力・資質・資格などは、配属を予

定している学科の科長が具体化し、採用面接の場で説明、確認している。 

 専任教員の年齢構成は常に把握し、必要に応じて表にまとめて情報共有している。

本校専任教員の年齢構成には課題があり、平成 26 年度当時 NEXT10 の重要課題であっ

た。その後の積極的な採用活動によって、令和 2 年度時点では年齢構成が適正化され

ている。 

また、教員一人あたりの授業時間数については、週あたりの授業時間数が過大にな

らないように、基準駒数を専任教員は週 11 駒、兼任教員は週 6 駒と定め、統合基幹シ

ステム「School Leader」により授業時間数を把握している。 
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2-5-2 必要な教員の組織体制を整備しているか 

 校長は校務を司り所属教員を監督している。校長の下に副校長を配置し、校長の補

佐と部長を統括している。また、クリエイター分野昼間部 9 学科、エンジニア分野昼

間部 12 学科および夜間部 4 学科のそれぞれの分野に統括する部長を配置し、分野に属

する学科の教育目標、教育課程、教材開発など、学科運営全般の企画運営・管理監督

および開発業務を担当している。学科には、学科運営全般の管理責任を担う科長を配

置し学科運営を行っている。これらについては、「日本電子専門学校職務権限規程」に

明確に定めている。 

科長は、各学科の教育課程を編成する際に、職業実践専門課程の認定要件である教

育課程編成委員会に参加する関連業界の委員の方々と連携を図り、優れた教員の確保

についても様々な意見を頂いている。また、企業連携による授業の実施も進められて

おり、職業実践専門課程連携企業に所属する約 50 名の方が講師として授業を行った。 

授業科目担当教員間で連携・協力するため、週に 1 度専任教員間で学科会議を行っ

ている。兼任教員とは年に数回、適宜連携・協力のための会議を開催している。 

技術革新が激しい業界に対応して、優れた教員を確保していくことは容易ではない

が、上記のとおり関連分野の業界と連携しながら教員確保に努めている。 

 

2-6 教員の資質向上に向けた組織的な取組 

 

2-6-1 教員の資質向上への取組を行っているか 

本校では、関連分野における先端的な知識・技能などの修得や、指導力育成など教

員の資質向上のため「教員研修規定」（以下、「研修規程」という。）を設け、一定の研

修受講を義務づけるとともに、積極的な研修受講を推奨している。 

研修規程は、本校が企業などとの連携のもと、組織的な研修機会を確保するために

定めるものである。本校教員として必要な、職業に関連した実務上の知識・技術なら

びに、授業および学生に対するマネジメント能力などの指導力を修得・向上させるた

めに、各種研修を実施することを基本方針としている。教育部長・科長は、授業見学

や授業アンケート結果などをもとに各教員の専門性・教授力を把握し、人事考課面談

時に評価・検討を行うとともに、研修規程に則り、各教員が研修計画を作成すること

を促している。 

研修規定に定めている研修の種別は、以下のとおりである。 

 

1） 各学科の専攻分野の職業実務卓越性に関する研修 

① 企業または業界団体が実施する実務研修 

② 本校が育成する分野の企業や業界団体から講師を招いた実務研修 

③ 担当科目の実施に必要な職能資格などの取得および更新を目的とした実務研

修 

 

2） 各学科の専攻分野の学術卓越性に関する研修 

① 学会・学術団体が実施する研修会 
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② 学会・学術団体が実施する大会への参加・発表 

 

3） 全ての学科に共通する教授法や教員資質に関する研修 

① 教授法や教員資質に関する研修を行っている企業または団体が実施する研修 

② 専修学校関連団体が実施する専修学校教員向けの研修 

  

上記 3）について、外部企業または団体が実施する研修の 1 つとして、令和 2 年度

は本校教員 6 名が、CompTIA 3 の研修を受講し、5 名が教授スキルを認定する「CompTIA 

CTT＋」の資格を取得した。また例年、本校独自の研修テーマを検討したうえで、夏季

研修期間に、全教職員を対象とした研修を学内で実施しているが、令和 2 年度はコロ

ナ禍に伴う学事日程変更により夏季研修期間を確保できなかったため、研修の実施を

見送った。 

その他、新人教員には下記の研修受講を義務づけているが、令和 2 年度はコロナ禍

の影響により全ての研修が開講中止となった。 

 

・教授法をテーマにした「インストラクションスキル向上に関する研修」 

・授業計画をテーマにした「インストラクショナル・デザインに関する研修」 

・東京都専修学校各種学校協会による「専修学校教員教職課程研修」 

 

なお、平成 30 年度より開始した管理職研修については、継続研修として科長とテ

クニカルチーフを対象に実施し、マネジメント能力の向上を図っている。令和 2 年度

は、令和 3年 3月 24日にオンラインにてサービスマネジメントに関する研修を実施し、

計 38 名が受講した。 

令和 2 年度各教員の教授法・教員資質に関する研修の受講実績を表 2-3 に示す。 

 

表 2-3 令和 2 年度 教授法・教員資質に関する研修受講実績 

研　修　名 研　修　名

1 課題設定力研修〜主体的な問題解決のための手法と マイ ンド 6 課題設定力研修〜主体的な問題解決のための手法と マイ ンド

2 令和2年度中堅教員研修会（ 体系的カ リ キュ ラ ム・ シラ バス作成） 7 Com pTIA CTT+  資格取得研修【 教授力向上を目指すCTT+ 受験準備コ ース 】

3 東京都私学財団 コ ミ ュ ニケーショ ン研修 8 ウチダ人材開発センタ 　 Com pTIA CTT+  リ ピート テスト  (TK0−201対応)

4 ク リ ティ カ ルシンキング研修〜本質を見抜く 力を養う 9 教授力向上を目指すCTT+ 受験準備コ ース

5 令和2年度ト ピッ ク 対応講座「 SDGsで自分を変える、 未来が変わる」 10 管理職研修「 いま、 何故サービスマネジメ ント 」

 

 

2-6-2 教員の専攻分野における実務に関する研修等を企業等と連携して組織的に行

っているか 

2-6-1 に記載した研修のうち 1）2）について、関連分野における先端的な知識・技

術（専門性）を修得するため、連携企業・業界団体などが実施する技術研修の積極的

                                                  
3 IT 業界内で作成された各業務の実務能力基準の認定活動などを行う IT 業界団体 
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な受講を勧めている。研修規程に則り、各教員が年度目標に基づいて研修計画を作成

するとともに、研修日が近づいたら研修願いを上長に提出し、許可を受けたうえで研

修を受講することとしているが、当初の計画にない研修についても、学生指導・自己

研鑽に有効であると上長が認める場合は受講を許可している。 

研修受講後は、報告書を提出し各学科内、さらに必要に応じて全体の教員研修会で

報告を行い、知識・技術の共有化を図っている。 

令和 2 年度各教員の職業実務卓越性・学術卓越性に関する研修の受講実績を表 2-4

に示す。なお、コロナ禍の影響により、令和 2 年度研修の多くはオンラインでの開催

となった。 
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表 2-4 令和 2 年度 職業実務卓越性・学術卓越性に関する研修受講実績 

研　 修　 名 研　 修　 名

1 ゲーム概論〜日米欧の事例を紐解く 〜 31
遠隔教育に関するノ ウハウ共有セミ ナー【 オンラ イ ン授業における「 プログ

ラ ミ ング実習」 】

2 Unity道場 教育スペシャ ル 虎の巻 32 遠隔教育に関するノ ウハウ共有セミ ナー【 遠隔授業 実践力重視のJava実習】

3 Unity道場 教育スペシャ ル 龍の巻 33 KotlinによるAndroidアプリ 開発応用　 -W ebAPI、 非同期処理、 サービス-

4 UNREAL FEST EXTREME 2020 SUMMER 34 JavaScriptプログラ ミ ング実践 1日速習講座

5 UNREAL FEST EXTREME 2020 W INTER 35 jQueryによるAjaxアプリ ケーショ ン開発-REST、 JSON、 W ebSocket-

6
コ ンピュ ータ エンタ ーテイ ンメ ント デベロッ パーズカ ンフ ァ レンス2020

( CEDEC2020 )
36 ITSSラ イ センス取得講座

7 CEDEC＋KYUSHU 2020 ONLINE 37 Cisco Networking  Academ y 新規イ ンスト ラ ク タ ート レーニング（ TTT）

8 Adobe Education Forum  Online 2020 38
W EBビジネスに必要な法的知識と 利用規約作成（ 改正民法対応） の基本セミ

ナー

9 CGW ORLD ONLINE TUTORIAL　 3Dゲームエフ ェ ク ト 講座 39 Excel VBA基礎研修

10 CGW ORLD MASTER CLASS アニメ ーショ ンコ ース 40 Python入門

11 CGW ORLD MASTER CLASS Online vol.2　 背景モデリ ングコ ース 41 【 オンラ イ ン開催】 1日でおぼえる！HTML/CSSによるW ebページ作成研修

12 Nuke最新バージョ ンNuke13のリ リ ースにと も なう 新機能紹介 42 アク セスプログラ ム研修_ VA1

13 「 4K・ 8K映像技術展」 視察 43 ワイ ヤレスIoTプラ ンナー検定認定研修

14 ト ーク ラ イ ブ 「 海外で挑戦すると いう こ と 」  田島光二 ＆ 堤大介 44
作っ て学ぶ　 IoT基礎　 〜センサーデータ の収集、 蓄積、 分析、 フ ィ ード

バッ ク まで〜

15
アニメ ーショ ン・ ク リ エイ ティ ブ・ テク ノ ロジー・ フ ォ ーラ ム（ ACTF）

2021 in TAAF
45

AIパーフ ェ ク ト マスタ ー講座-Goog le Colaboratoryで隅々まで学ぶ実用的な

人工知能/機械学習-

16 Xデザイ ン学校公開講座「 ビジョ ンデザイ ンの実践と アプローチ」 46 ゲームを作っ て学ぶブロッ ク チェ ーンの分散アプリ ケーショ ン開発

17 Xデザイ ン学校2020年　 リ ーダーコ ース 47 ネッ ト ワーキングアカ デミ ー・ イ ンスト ラ ク タ ーズミ ーティ ング2020

18 InDesig nベーシッ ク ト レーニング 48 セキュ リ ティ ・ ミ ニキャ ンプ in 山梨 2020

19
オンラ イ ンセミ ナー　 『 遠隔授業×動画教材活用でデザイ ン技術習得 〜学生

の学習率と 作品制作を高めら れた秘訣〜 』
49 オブジェ ク ト 指向分析・ 設計

20 デザイ ン思考 50 実習・ VHDLによるFPGA開発・ 設計入門

21
Oracle Certified Java Prog ram m er, Silver SE 11 試験対策ポイ ント 解説セミ

ナー
51

【 量子コ ンピュ ータ 101】 Raspberry Piを使っ て量子コ ンピュ ーティ ングを体

感し てみよう ！

22 新資格体系： ORACLE MASTER Silver SQL 傾向と 対策セミ ナー 52 技能五輪国際大会に向けた指導者等養成研修

23 「 情報Ⅰ」 に向けたプログラ ミ ング研修会（ オンラ イ ン版） 53 国内外の直流技術・ ビジネスの最新動向

24 IT Fundam entals W eb通信講座・ バウチャ ーチケッ ト 付属（ FC0-U61対応） 54 エネルギーマネジメ ント アド バイ ザー資格認定　 更新講座

25 「 Goog le 教育者認定資格」 オンラ イ ン取得セミ ナー 55 AutoCAD基礎セミ ナー

26 PHP W ebアプリ ケーショ ン開発入門 56 AW S Technical Essentials　 1

27 PHPプログラ ム超入門セミ ナー 57 AW S Technical Essentials　 2

28 IT講師養成プログラ ム「 パイ ロッ ト 講座」

29 実習_ オンラ イ ン授業における「 プログラ ミ ング実習」

30 M icrosoft Azure 基礎(AZ-900T01)
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1） 施設・設備の現況

本校は新宿に位置し、昼間部

ある。その校舎には

最先端の実習機材を配備している。これらは

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

 施設・設備・機械器具

室など

えており

 

名称

本館

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

 専攻分野における教育上の必要性に対応した施設・設備

-1 施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか

施設・設備の現況

本校は新宿に位置し、昼間部

ある。その校舎には

最先端の実習機材を配備している。これらは

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

施設・設備・機械器具

など）、教員室

えており、校地面積も

名称 

本館 新宿区百人町

2 号館 新宿区百人町

3 号館 新宿区百人町

4 号館 新宿区百人町

5 号館 新宿区百人町

6 号館 新宿区百人町

7 号館 新宿区北新宿

8 号館 新宿区西新宿

9 号館 新宿区百人町

10 号館 新宿区百人町

11 号館 新宿区百人町

12 号館 新宿区西新宿

専攻分野における教育上の必要性に対応した施設・設備

施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか

施設・設備の現況 

本校は新宿に位置し、昼間部

ある。その校舎には 64 の実習室、

最先端の実習機材を配備している。これらは

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

施設・設備・機械器具など

）、教員室(本館)、事務室

校地面積も十分に確保している

表 2-5

新宿区百人町 1

新宿区百人町 1

新宿区百人町 1

新宿区百人町 1

新宿区百人町 1

新宿区百人町 1

新宿区北新宿 1

新宿区西新宿 7

新宿区百人町 1

新宿区百人町 1

新宿区百人町 1

新宿区西新宿 7

合 計

専攻分野における教育上の必要性に対応した施設・設備

施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか

本校は新宿に位置し、昼間部 21 学科、夜間部

の実習室、40

最先端の実習機材を配備している。これらは

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

などは専修学校設置基準

、事務室(本館、

十分に確保している

5 専修学校設置基準

表 2-6 

所在地 

1-25-4 

1-24-23 

1-25-18 

1-25-4 

1-23-27 

1-24-1 

1-4-2 

7-6-3 

1-24-20 

1-24-18 

1-17-18 

7-2-13 

計 
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専攻分野における教育上の必要性に対応した施設・設備

施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか

学科、夜間部

40 の座学教室があり、合計約

最先端の実習機材を配備している。これらは 4～

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

は専修学校設置基準

本館、7 号館)

十分に確保している。 

専修学校設置基準第

 校地・校舎面積

専攻分野における教育上の必要性に対応した施設・設備

施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか

学科、夜間部 4 学科を設けており、

の座学教室があり、合計約

～5 年サイクルでリプレイスし、実社会

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

は専修学校設置基準により教室（講義室、演習室、実習

)、図書室(3

第 24 条 別表第

校地・校舎面積 

校地面積

194.07

467.31

338.00

272.72

165.23

865.00

201.60

709.20

477.63

439.00

440.99

5518.75

専攻分野における教育上の必要性に対応した施設・設備 

施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか

学科を設けており、

の座学教室があり、合計約 2000

年サイクルでリプレイスし、実社会

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

により教室（講義室、演習室、実習

(3 号館)、保健室

別表第 2 

校地面積 

948 ㎡ 

194.07 ㎡ 

467.31 ㎡ 

338.00 ㎡ 

272.72 ㎡ 

165.23 ㎡ 

865.00 ㎡ 

201.60 ㎡ 

709.20 ㎡ 

477.63 ㎡ 

439.00 ㎡ 

440.99 ㎡ 

5518.75 ㎡ 

施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか

学科を設けており、12 棟の校舎が

2000 台のパソコン

年サイクルでリプレイスし、実社会

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。

により教室（講義室、演習室、実習

、保健室(本館)

校舎面積

5439.26

580.05

1204.54

852.12

575.19

1010.95

4770.48

1439.67

1057.19

1003.43

677.27

2398.03

21008.18

施設・設備は専攻分野の教育の必要性に対応できるよう整備しているか 

棟の校舎が

パソコンや

年サイクルでリプレイスし、実社会

に即応した実習設備を整えている。施設に関しては、中長期の改修計画を作成し、そ

れに基づき毎年度、保守・メンテナンスを行い、満足できる教育環境を提供している。 

により教室（講義室、演習室、実習

)を備

 

校舎面積 

5439.26 ㎡ 

580.05 ㎡ 

1204.54 ㎡ 

852.12 ㎡ 

575.19 ㎡ 

1010.95 ㎡ 

4770.48 ㎡ 

1439.67 ㎡ 

1057.19 ㎡ 

1003.43 ㎡ 

677.27 ㎡ 

2398.03 ㎡ 

21008.18 ㎡ 



 

また、養成施設指定規則

施された

を添付する

 

・アクティブラーニング施設

  図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館

7 号館

環境を整えている。

また、養成施設指定規則

施された電気工学科・高度

を添付する(経済産業省による認定施設立入調査は

図

・アクティブラーニング施設

図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館

号館 3 階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる

環境を整えている。

また、養成施設指定規則

電気工学科・高度

経済産業省による認定施設立入調査は

図 2-2 電気主任技術者認定施設

・アクティブラーニング施設

図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館

階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる

環境を整えている。 

また、養成施設指定規則および指導要領に適合しており、例として

電気工学科・高度電気工学科における学校認定基準の立入調査

経済産業省による認定施設立入調査は

電気主任技術者認定施設

・アクティブラーニング施設 

図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館

階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる
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指導要領に適合しており、例として

電気工学科における学校認定基準の立入調査

経済産業省による認定施設立入調査は

電気主任技術者認定施設

図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館

階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる

指導要領に適合しており、例として

電気工学科における学校認定基準の立入調査

経済産業省による認定施設立入調査は 5～7 年サイクルで

電気主任技術者認定施設 立入調査結果通知書

図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館

階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる

指導要領に適合しており、例として、

電気工学科における学校認定基準の立入調査

サイクルで

立入調査結果通知書

図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館

階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる

、平成 30 年に

電気工学科における学校認定基準の立入調査の結果通知

サイクルで行われる)。

立入調査結果通知書 

図書室、実習室など学生の学習支援のための設備を有しており、本館 6 階、8

階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる

年に実

通知書

。 

 

8 階、

階にはアクティブラーニングルームを設置し、学生が能動的に学習できる
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図 2-3 アクティブラーニングルーム（左：本館 6 階／右：7 号館 3 階） 

 

・バリアフリー施設 

施設のバリアフリー化として、車いす用トイレを本館、6、7、8、11 号館に設置

している。また、本館に車いす用駐車場を 1 台分、11 号館にスロープを設置してい

る。しかし、9 号館メディアホールへは車いすでのアクセスは難しいため、検討し

なくてはならない。 

  

図 2-4 本館車いす用トイレ 図 2-5 本館車いす用駐車スペース 

  

図 2-6 11 号館校舎入口スロープ 
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2） 令和 2 年度の主な整備案件 

・学生数増への対応 

  令和 2 年度は、学生数の増加に伴って新たに座学教室、実習室の設置を行い、必

要に応じてコンピュータや実習設備、什器の補充を行った。 

 

表 2-7 令和 2 年度に設置した新規座学・実習教室 

 使用学科 教室 収容人数 

新規座学教室 各学科 7B22 80 

新規実習室 AI システム科 
181 48 

182 48 

 

表 2-8 令和 2 年度リプレイス実績 

学 科 実習室 項 目 数量 

コンピュータグラフィックス科 3B1A/B パソコン リプレイス（定期） 90 

コンピュータグラフィックス研究科 

7B11 モニター リプレイス 42 

7B12 
ジャイロ式モーションキャプチャシステム 

リプレイス 
1 

7B14 パソコン リプレイス（定期） 26 

CG 映像制作科 
921 実習用チェア リプレイス 74 

521 ペンタブレット リプレイス 45 

アニメーション科 751 
パソコン リプレイス（定期） 46 

液晶ペンタブレット リプレイス 46 

グラフィックデザイン科 621 
実習用チェア リプレイス 36 

イーゼル リプレイス 30 

ゲーム制作科 332 モニター リプレイス 52 

ケータイ・アプリケーション科 781 モニター リプレイス 25 

高度情報処理科 1241 ノートパソコン リプレイス（定期） 110 

情報システム開発科 1252 実習用チェア リプレイス 99 

電子応用工学科 792 ノートパソコン リプレイス（定期） 45 

 

表 2-9 令和 2 年度新規導入実績 

学 科 実習室 項 目 数量 

ゲーム制作研究科 741 液晶ペンタブレット 40 

Web デザイン科 771 ノートパソコン 10 

ネットワークセキュリティ科 151 
ノートパソコン 46 

モニター 10 

情報ビジネスライセンス科 733 タブレット PC  30 

電子応用工学科 792 ファンクションジェネレータ 45 
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電気工学科  1111 ノートパソコン 10 

電気工学科  1111 タブレット端末 5 

電気工事技術科 1021 太陽光発電 I-V カーブトレーサー 1 

 

・ネットワークへの対応 

本校は毎年全学生にネットワーク ID を付与し、学内に限らず自宅からも学内ネ

ットワークに接続し、学習情報や就職情報をいち早く検索できる環境を整えてい

る。さらに、令和 2 年度は新たに Google Workspace の利用を開始し、Gmail、Google

ドライブ、Google Classroom などのサービスを活用できるようにした。これにより

学生の利便性が向上するとともに学生指導の幅を広げることができた。 

 

・照明設備の LED 化 

  施設の改築、改修、設備の更新にあたっては、省エネ、長寿命化に適した照明設

備の LED 化を順次進めており、令和 2 年度は 3 号館全教室、7 号館地下 2 階の LED

化を行った。 

  

図 2-7 LED 改修例（左：3 号館教室／右：7 号館地下 2 階教室） 

 

・コロナ禍への対応 

衛生面においては、各校舎の入口、各教室にアルコール消毒液を設置し、衛生管理

を行っている。また本館、7 号館入口にサーモカメラを設置し多人数の体温測定がで

きるようにしている。 
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図 2-8 サーモカメラ（左：本館正面入口／右：7 号館正面入口） 

  

図 2-9 一体型サーモカメラ 図 2-10 教室用消毒スプレー 

 

 本館 4 階、7 号館 2 階その他各号館にオープンスペースを設け、衛生面に配慮した

飛沫防止パネルを設置し、学生の休憩・食事などのスペースを確保している。 

  

図 2-11 飛沫防止パネル設置例 

（左：7 号館 2 階コミュニケーションスペース／右：本館 4 階フリースペース） 

 

2-7-2 専攻分野の教育に必要な専門書及び参考図書を図書室に配架し、学生に必要

に応じ閲覧できるような環境を提供しているか 

図書室は 3 号館 1 階に設置している。開館時間は平日の 9 時から 18 時までとして
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おり、開架式形式で設置している書籍を自由に閲覧することができる。図書室内には

読書・自習スペースとしてテーブルと椅子を 15 席分設置しており、休憩時間や放課後

に学生達が利用している。 

申し出があれば閉架式書庫内にある書籍も閲覧可能である。現在図書室には合計

19,991 冊（専門書 15,882 冊、文学書 4,109 冊）の蔵書がある。これらはすべて図書

管理システムのデータベース上で、NDC コードにて分類されており、書籍の有無や蔵

書場所について、学生からの問合せに対応している。 

また、3 号館ロビーにも文庫本の文学小説や定期購読雑誌を設置している。こちら

には、ラーニングコモンズとしても利用できる読書コーナーも設置し（19 席）、読書

だけでなくグループワークで活用する学生達で休み時間を中心に賑わっている。 

   

   

図 2-12 図書室内および 3 号館ロビー 

 

親しみやすい図書室作りの一環として、図書室担当職員が毎月「図書室便り」を作

成し、学生へ案内、配布している。「図書室便り」は、時事にまつわるコメントや図書

室の状況、利用方法やお知らせ、新書案内、定期購読雑誌案内、リクエスト募集など

で構成されている。 

図書購入リクエストは、学生はもちろん教職員からも広く受付けており、専門書や

参考図書だけでなく文学小説なども定期的に購入している。専門書や参考図書におい

ては、各学科が購入し、学科の実習室で保管・管理しているものが多いが、教員から

のアドバイスを基に学生にぜひ読ませたい専門書や参考図書は、図書室でも毎月購入

し、閲覧できるようにしている。 

令和 2 年度はコロナ禍のために、雑誌を含む手に取った書籍の返却方法を変更して

運用した。 
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図 2-13 図書室便り 令和 3 年 1 月号 

 

2-8 学生募集、入学選考 

 

2-8-1 入学者の募集活動は入学者の受入れ方針に従って適正かつ効果的に行ってい

るか 

本校では、入学者の受入れ方針を明確に定め（1-1-2 参照）、入学募集要項において

「日本電子専門学校の教育方針」として記載している。入学者の募集活動においては、

入学者の受入れ方針に合致する学生をより多く受け入れるように、以下のような取組

みを行っている。 

 

・入学募集要項の冒頭に建学の精神、日本電子専門学校の教育方針（三つのポリシー）

を記載することによって、入学募集要項を入手した入学希望者に漏れなく伝える。 

・本校内で実施する入学募集イベント「オープンキャンパス＆体験入学」において、

参加した入学希望者に対して、入学者の受入れ方針を本校の求める学生像として説

明する。 

・本校の入学方法の一つである AO 入学は、入学者の特性が入学者の受け入れ方針と合

致することが最も重視されるため、AO エントリー（AO 入学の申込み）の際に実施

している個人面談において、入学者の受入れ方針の読み上げを行っている。 

 

 本校は、毎年 4 月 1 日を入学時期と定めている。これに照らして、令和 2 年度（令

和 3 年 4 月 1 日入学）の願書の受付時期は、以下のように設定した。なお、願書の受
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付開始日は、公益社団法人東京都専修学校各種学校協会の申合せに則って定めている。 

 

表 2-10 出願期間 

入学方法 
出願期間 

令和 3 年 3 月に高等学校卒業見込の方 令和 2 年以前に高等学校を卒業した方 

AO 入学 9 月 1 日～12 月 24 日 

推薦入学 10 月 1 日～10 月 31 日 － 

一般入学 11 月 1 日～翌年 3 月 31 日 10 月 1 日～翌年 3 月 31 日 

 

 入学者の募集活動においては、本校の教育活動や学修成果などについて正確に伝え

るために多様な媒体を制作し、入学希望者に分かりやすく説明するように努めている。 

その中で中心的な役割を担う紙媒体である入学案内書は、『学校案内編』、『分野・学

科案内編』、『高校教員・保護者編』、『入学募集要項』、『3 大サポート BOOK』の 5 冊を

セットとして、入学希望者全員に配布している。また、入学希望者の属性に応じて、

『夜間部ガイド』、『留学生ガイド』を別冊として作成し、対象者に配布している。こ

れらの内容は、表 2-11 のとおりである。 

 また、オフィシャル Web サイトを中心としたデジタル媒体の利用は、近年本校にお

いても充実の一途を辿っている。令和 2 年度はページ数の増大、情報の詳細化、短期

間の情報更新、豊富な動画コンテンツの掲載と、オフィシャル Web サイトがますます

充実したものとなった。こうしたデジタル媒体の進化を通じて、本校の教育内容や学

修成果について、正確に分かりやすく伝えやすくなっている。加えて、スマートフォ

ンでの情報収集を念頭に置き、近年流行の SNS（Facebook、Twitter、YouTube、LINE）

も活発に利用するように努めている。 
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表 2-11 情報発信媒体一覧 

区分 媒体名 内 容 

紙媒体 

入
学
案
内
書
セ
ッ
ト 

①学校案内編 

教育方針・システム、就職支援体制、資格取得 

状況、校舎・実習室、沿革、進学支援制度、 

入学イベント 

②分野・学科案内編 

学びのポイント、学習カリキュラム、時間割、 

学習環境、教材、めざす職種、主な就職先、 

卒業生メッセージ 

③高校教員・保護者編 職業実践専門課程、第三者評価制度、メッセージ 

④入学募集要項 
募集学科、入学手続き、学費、学費サポート、 

損害保険案内、入学願書 

⑤3 大サポート BOOK 学費サポート、住まいサポート、入学前サポート 

⑥夜間部ガイド 
学科案内、入学手続き、学費、学費サポート、 

入学願書 

⑦留学生ガイド 
学校紹介、学科紹介、入学支援制度、各種サポー

ト、募集要項、入学願書 

デジタル 

媒体 

①オフィシャル Web サイト 

カレッジニュース、学科ブログ、学園公式動画、

学生制作ムービー、募集イベント、学校基本デー

タ、トピック、学生作品 

②SNS Facebook、Twitter、YouTube、LINE 

外部媒体 
①各種進学情報誌 学校・学科紹介、学費・サポート、学生情報など 

②各種進学情報サイト 学校・学科紹介、学費・サポート、学生情報など 

 

 本校では、入学希望者の状況に応じて多様な入学方法を採用している。日本人の入学希

望者については、以下のように 4 分類となる。 

 

1） AO 入学 

2） 推薦入学（学校推薦、指定校推薦） 

3） 一般入学 

4） 夜間部入学 

 

 入学方法によって選考プロセスや出願期間が異なるが、入学選考方法は全て書類選考と
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している。また、留学生の選考にあたっては、外国語による授業あるいはフォローを行っ

ていない関係で、①日本語筆記試験、②作文試験、③面接試験・書類審査を行い、入学希

望者の日本語能力が学業の成就に耐え得ることを確認している。 

 なお、試験、選考方法の詳細については、2-8-2 に譲る。 

 

2-8-2 入学選考基準を明確に定め、適正に運用しているか 

専修学校専門課程の入学資格は、令和 3 年 4 月現在、関係法令で以下のように定め

られている。 

 

‧ 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

‧ 特別支援学校の高等部又は高等専門学校の 3 年次を修了した者 

‧ 修了年限が 3 年以上の専修学校高等課程を修了した者 

‧ 外国において、学校教育における 12 年の課程を修了した者（12 年未満の課程の場

合は、さらに、指定された準備教育課程又は研修施設の課程を修了する必要がある。） 

‧ 外国における、12 年の課程修了相当の学力認定試験に合格した 18 歳以上の者（12

年未満の課程の場合は、さらに、指定された準備教育課程又は研修施設の課程を修

了する必要がある。） 

‧ 外国において、指定された 11 年以上の課程を修了したとされるものであること等

の要件を満たす高等学校に対応する学校の課程を修了した者 

‧ 我が国において、外国の高等学校相当として指定した外国人学校を修了した者（12

年未満の課程の場合は、さらに、指定された準備教育課程を修了する必要がある。） 

‧ 高等学校と同等と認定された在外教育施設の課程を修了した者 

‧ 旧制学校等を修了した者（昭和 23 年文部省告示第 47 号第 1 号～第 19 の 2 号） 

‧ 外国の大学入学資格である国際バカロレア、アビトゥア、バカロレア、GCEA レベ

ルを保有する者 

‧ 国際的な評価団体（WASC、CIS、ACSI）の認定を受けた教育施設の 12 年の課程

を修了した者 

‧ 高等学校卒業程度認定試験（旧大検）に合格した者（なお、18 歳に達していない

ときは、18 歳に達した日の翌日から認定試験合格者となる。） 

‧ 大学への飛び入学をした者であって、その後に入学させる専修学校において高等学

校を卒業した者に準ずる学力があると認めたもの 

‧ 専修学校において個別の入学資格審査により認めた 18 歳以上の者 

 

これらを受けて、本校では、日本電子専門学校学則（以下、学則と言う。）第 15

条に、本校の入学資格を以下の 1)～9)のように定めている。 

 

1） 高等学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者 

2） 外国において、学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で

文部科学省の指定した者 

3） 文部科学大臣が高等学校の課程に相当する課程を有する者として指定した在外教
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育施設の当該課程を修了した者 

4） 文部科学大臣の指定した者 

5） 大学入学資格検定規定（昭和 26 年文部省令第 13 号）により文部科学大臣の行う

大学入学資格検定に合格した者 

6） 高等学校卒業程度認定試験規則（平成 17 年文部科学省令第 1 号）により、文部科

学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者 

7） 修業年限が 3 年の専修学校の高等課程を修了した者 

8） 学校教育法第 90 条第 2 項の規定により大学に入学した者であって、専修学校にお

いて、高等学校卒業した者に準ずる学力があると認められた者 

9） その他専修学校において、高等学校を卒業した者に準ずる学力があると認められ

た者 

 

本校では、入学募集要項によって、入学希望者に対して入学者の受入れ方針と出願

資格を明示している。日本人の入学選考については書類選考とし、出願時に提出され

た書類を確認して合否判定を行う。 

本校の入学選考基準は、学則第 15 条に則り、これを満たしている者としている。

入学選考は、本校学事部における「願書処理マニュアル」に則った事務によって、入

学選考基準を満たしていることを確認することによって行う。なお、学校教育法施行

規則第 183 条 3 号にもとづく「個別の入学資格審査」については、別の手続きを規定

して対応している。また、入学者の受入れ方針との適合を確認するため、必要に応じ

て個人面談を実施したうえで合否を判定する場合もある。 

留学生の入学選考基準については、上記に加えて、本校の日本語による授業に耐え

得る日本語能力を求めており、一定レベルの日本語能力試験 4 に合格した留学生を除

いて、日本語筆記試験、作文試験、面接試験によって合否判定を行う。 

なお、いずれの入学方法においても、入学者の受入れ方針に照らし、本校の求める

学生像に合致する学生を確保できるように努めている。 

 本校は、従来から法令を遵守して入学選考を行い、願書処理マニュアルを入試実施

要領として位置づけていた。したがって、本校独自の入試規程は策定していないので、

令和 3 年度の課題に位置づける。 

 

2-8-3 入学手続きは適正に行っているか 

本校では、入学募集要項およびオフィシャル Web サイトに、入学選考合格後の入学

手続きプロセスを図解し、分かりやすく説明している（図 2-14）。また、入学選考合

格後の入学手続きは、書面を発行し、送付することによって行い、学校、入学希望者

双方に誤りを生じないよう適正な手続きを心がけている。 

  

                                                  
4 以下の①～③のいずれか。①日本語能力試験（JLPT）N2 以上、②日本留学試験（EJU）日

本語科目合計 200 点以上（有効期限 2 年間）、③BJT ビジネス日本語能力テスト 400 点以上。 
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入学選考・合格 学校 

   

合格通知書発行、送付 

学納金（入学手続時納入金）振込依頼書発行、送付 
学校 

   

合格通知書受領 

学納金（入学手続時納入金）振込依頼書受領 
入学希望者 

   

学納金（入学手続時納入金）納入 入学希望者 

   

学納金（入学手続時納入金）入金確認 

入学許可 
学校 

   

入学許可書発行、送付 学校 

   

入学許可書受領 入学希望者 

   

入学 入学希望者 

図 2-14 入学手続きの流れ 

 

入学辞退者に対する授業料の返還の取扱いについては、入学募集要項に明示し、入

学辞退が生じた場合は適正に取扱っている。 

令和 2 年度入学募集要項には、以下のように記載している。 

 

学費の返還について 

1. 一旦納入された入学金は返還しません。 

2. 一旦納入された入学金以外の学費およびその他の費用は、2021 年 3 月 31 日（水）

までに本校所定の用紙にて入学辞退を申し出て、返還を請求された場合に返還

します。 

3. 2021 年 4 月 1 日（木）以後の入学辞退及び中途退学については、一旦納入され

た学費およびその他の費用は返還しません。 

 

 なお、本校独自の入試規程は策定していないので、令和 3 年度の課題に位置づける。 

 

2-8-4 学生の受入れは入学定員に沿って行っているか 

学生の受入れは入学定員に沿って適切に行っている。直近 3 年度の入学定員数、入

学生数、収容定員数、現員数、収容定員数に対する充足率は表 2-12 のとおりである。

令和 2 年 5 月 1 日現在の収容定員数に対する充足率は 91.85％であった。 

 直近 3 年間は入学者数を増やすことができている。令和 2 年度は昼間部 21 学科中
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13 学科が定員を満たした。一方で 8 学科は定員に達せず、入学定員数に対する入学者

数の割合は 96.35％であった。 

 

表 2-12 直近 3 年度の学生数 

年度 入学定員数 入学者数 収容定員数 現員数 
収容定員数に 

対する充足率 

令和 2 年度 1,590 1,532 3,250 2,985 91.85% 

令和元年度 1,590 1,487 3,250 2,899 89.20% 

平成 30 年度 1,870 1,532 3,370 2,767 82.11% 

 

2-9 成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準 

 

2-9-1 成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準を明確に定め、適正に運用して

いるか 

成績評価、履修、進級・卒業要件に関しては「教務規程」に規定した基準に従って

行っている。他の高等教育機関との単位互換や目標としている資格取得者の単位認定

も、科目認定制度を定め「教務規程」に記載している。なお、「教務規定」はオフィシ

ャル Web サイトで公開しており、学生には入学時に同じ内容を記載した『学園生活ガ

イド』を配布して周知している。 
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図 2-15 教務規程の抜粋 

 

1） 成績評価・単位認定 

成績評価は、各授業科目の試験、課題の提出、出席状況などの総合評価により認定

する。これらの成績評価方法・基準については、学内の教員用内規『授業運用ガイド

ライン』（図 2-22）の中で示している。 

評価基準は、90 点以上を秀（S）、80 点以上 90 点未満を優（A）、70 点以上 80 点未

満を良（B）、60 点以上 70 点未満を可（C）、60 点未満を不可（D）とする 。各科目の

成績評価を下記の計算に基づいて、成績総得点として算出する。 

 

得点  = (  S：単位数×4  ) + (  A：単位数×3  ) + (  B：単位数×2  ) + (  C：単位数  ) 

 

これらの成績評価については、統合基幹システム「School Leader」により自動集

計され、クラスごとに集計され出力できる。算出された成績総得点は、 学科単位での

成績の順位づけを行う際に用いるとともに、学業優秀者の褒賞対象選出などにも活用

（成績の評価） 

第 12 条  科目の評価は、科目の授業担当者が試験、平常の成績、成果物等によ

り行う。 

2    評価基準は、90 点以上を秀、80 点以上 90 点未満を優、70 点以上 80

点未満を良、60 点以上 70 点未満を可、60 点未満を不可とする。 

3      当該科目の出席時間数が所定の 5 分の 4 に満たない学生は、別に設け

る補講等を受けなければ評価対象としない。 

 

（進級） 

第 37 条 卒業学年以外において、所属する各学科の教育課程に定められた必修

科目（選択必修科目を含む）のうち、当該学年までに履修しなければ

ならない全ての科目の単位数に対して、5 分の 4 以上の認定を受けて

いる者に進級を認める。 

 

（卒業認定・専門士、高度専門士の付与） 

第 38 条 所属する各学科が定めた卒業に必要な授業時間数を履修し成績の評

価を受けた者に対し卒業を認め、付与要件を満たしている学科におい

ては、専門士または高度専門士の称号を付与する。 

 

（原級留置） 

第 39 条  第 37 条に該当しない学生は、進級を認定せず、原級留置とする。 

前条に該当しない学生は、卒業を認定せず、原級留置とする。 

    ２     各学年における、所定の授業時間数の 3 分の 1 を超過して欠席した学

生は、進級および卒業を認定せず、原級留置とする。 
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回分（令和元年度前期～令和

、成績の分布状況も毎年確認している。これ

制度（高等教育無償化）の要件にもなっており、令和

」で自動集計されるようにし、成績評価基準の

に記載したうえ

び授業計画書に、成績評価方法・基準を記載して学生に周知して

、『授業運用ガイドライン』はオフィシャル

授業運用ガイドライン（2020 年度版）

年度に策定した『授業運用ガイドライン』に遠隔授

し、教員の授業運営に活用すると

園生活ガイド』の別添として「オンライン授業を受講する上での注意事項について」

授業評価の実施体制を整備し、学生アンケート等を実施するなど授業評価を

授業の評価に関しては、学生による授業アンケートを平成

後期）に実施している。評価結果は、全教員が自身の端末から確認でき、上長との面

談を通じて、課題の抽出と改善に向けて活用されている。 

回分（令和元年度前期～令和 2 年度後期）の専任教員に対

、成績の分布状況も毎年確認している。これ

制度（高等教育無償化）の要件にもなっており、令和

」で自動集計されるようにし、成績評価基準の

うえで、入学時に配布する『学

び授業計画書に、成績評価方法・基準を記載して学生に周知して

、『授業運用ガイドライン』はオフィシャル Web

年度版） 

年度に策定した『授業運用ガイドライン』に遠隔授

し、教員の授業運営に活用するとともに、学生には『学

園生活ガイド』の別添として「オンライン授業を受講する上での注意事項について」

授業評価の実施体制を整備し、学生アンケート等を実施するなど授業評価を

授業の評価に関しては、学生による授業アンケートを平成 7 年度より各期（前期・

後期）に実施している。評価結果は、全教員が自身の端末から確認でき、上長との面

 

年度後期）の専任教員に対

、成績の分布状況も毎年確認している。これ

制度（高等教育無償化）の要件にもなっており、令和 3

」で自動集計されるようにし、成績評価基準の

で、入学時に配布する『学

び授業計画書に、成績評価方法・基準を記載して学生に周知して

Web サイトで公開

年度に策定した『授業運用ガイドライン』に遠隔授

に、学生には『学

園生活ガイド』の別添として「オンライン授業を受講する上での注意事項について」

授業評価の実施体制を整備し、学生アンケート等を実施するなど授業評価を

年度より各期（前期・

後期）に実施している。評価結果は、全教員が自身の端末から確認でき、上長との面

年度後期）の専任教員に対

、成績の分布状況も毎年確認している。これ

3 年度

」で自動集計されるようにし、成績評価基準の

で、入学時に配布する『学

び授業計画書に、成績評価方法・基準を記載して学生に周知して

サイトで公開

 

年度に策定した『授業運用ガイドライン』に遠隔授

に、学生には『学

園生活ガイド』の別添として「オンライン授業を受講する上での注意事項について」

授業評価の実施体制を整備し、学生アンケート等を実施するなど授業評価を

年度より各期（前期・

後期）に実施している。評価結果は、全教員が自身の端末から確認でき、上長との面

年度後期）の専任教員に対
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する授業アンケート結果の経年変化を示す。なお、アンケートの評価結果は、5 段階

の回答選択肢に対して数値の重みづけを行って集計したものであり、評価値を 5 ポイ

ント刻みにした際の該当人数で示している。令和 2 年度は、コロナ禍に対応するとい

う観点から、本校では初めて遠隔授業を正式に導入した。各教員は、遠隔授業に対し

ては不慣れな部分もあり、令和 2 年度前期の授業アンケートの結果にその点が表れポ

イントを下げている。しかし、前期授業の実施状況に基づいて改善を試みた後期授業

では、すべての項目でポイントを上げることができている。これは、前期の授業アン

ケート結果を踏まえて、各教員が改善に向けて努力をした結果といえる。 
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図 2-17

（令和元

17 専任教員の授業アンケート経年変化

令和元年度前期～

97 

専任教員の授業アンケート経年変化

年度前期～令和 2 年度後期

 

専任教員の授業アンケート経年変化

年度後期：4

専任教員の授業アンケート経年変化 

4 回分） 
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2-10-2 評価結果を各教員にフィードバックし、授業改善等に活用しているか 

授業アンケートの結果は、統合基幹システム「School Leader」により自動集計さ

れ、全体集計（ランキング表示）および個人票として出力される。各教員は、個人票

によって結果を確認するとともに、上長である科長との面談を通して改善策を検討す

るなど、結果に対する授業改善に努めている。 

また、授業アンケート結果の実態を把握するため、教育部署長による授業見学およ

び授業評価を実施している。令和 2 年度は、課題や問題のある学科・教員を主な対象

として実施した。 

なお、これらの取組みは、専任教員に留まらず、非常勤講師に対しても同様に行っ

ている。 
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基準３．学生支援 

 

3-1 学生の健康管理 

 

3-1-1 学生の健康管理を行う組織体制を整備し、適切に運営しているか 

学生の健康管理を担う組織体制は、本学園の総務部が統括しており、保健室および

心理相談室を設置している。 

保健室には、看護師資格を持つ職員を配置し、年度当初に作成した「学校保健計画」

通りに業務を遂行している。また、学校保健安全法に則って行う定期健康診断につい

ては、学生の健康状況を把握するとともに記録を保存している。異状所見のある学生

には健診後 3 週間以内に 2 次検査を実施しているほか、健康診断時の問診表を活用し

た健康教育も実施している。校内で発生する病気や怪我の救急対応も適宜行っている。 

心理相談室には、専任カウンセラー（臨床心理士）2 名（男女各１名）を配置し、

様々な心的健康相談に対応している。 

本校の校医は、本校と隣接する医療法人広恵会春山記念病院で、院長は本学園の元

理事である。 

また、産業医と契約を行っており、本学園の衛生委員会にて学園全体の衛生管理に

関するアドバイスをいただいている。 

感染症などの予防に関しては、新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起ポスタ

ーを作成し、すべての 12 棟すべての校舎に掲示するとともに、具体的な感染対策や注

意事項をまとめ、学生の個人アドレスへの一斉メールによる配信や担任を通じて繰り

返し周知を行った。 

以上のとおり、校医、産業医、看護師、臨床心理士が連携して学生の心身共の健康

管理に努めている。 

 

3-2 学生相談 

 

3-2-1 学生相談に関する体制を整備し、適切に運営しているか 

本校の学生相談は専任カウンセラーを 2 名（男女各 1 名）配置し、心理相談室（カ

ウンセリングルーム）での対面相談をはじめ、電話・メールでの相談体制を整備して

いる。また、心理相談室は、専用の出入口を設けるとともに声が外部に漏れないよう

隔離されたれた部屋を使用し、プライバシー保護に努めている。 

学生への相談窓口の周知については、教員およびキャリアセンター職員といった人

的案内および相談申込みフォームのあるオフィシャル Web サイトや学園生活ガイドな

どで行っている。 

相談時は、申込みフォームおよび初回面接においてインフォームドコンセント 5 を

行い、相談記録に関しては心理相談室（カウンセリングルーム）外への持ち出しを基

本禁止とし、鍵つきの引出しや棚において慎重に取扱っている。 

                                                  
5 説明を受け納得したうえでの同意 
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相談記録の保管期間は基本を 5 年間とし、保管期間を過ぎた記録に関しては業者に

よる溶解処分を行っている。 

外部機関との連携においては、必要に応じて学生の了承のもとに、クライアント学

生の主治医との連携を行っている。 

 

3-2-2 留学生が在籍する場合、相談体制を整備し、適切に運営しているか 

留学生の学習・生活指導などについての管理体制は、キャリアセンターの組織的学

生指導体制の一環として位置づけられており、留学生キャリアサポート職員 5 名が専

属として担当している。留学生キャリアサポートは本館 3 階に設置していたが、留学

生数の増加に伴いサポートを充実させるために、スペースの広い 7 号館 10 階に令和 3

年 3 月に移設した。留学生キャリアサポートでは、中国語ネイティブ 1 名、韓国語ネ

イティブ 1 名を配置し、入学後の生活、学費面の相談、入国管理局への取次申請など

を行っている。 

   

  

図 3-1 留学生キャリアサポート（7 号館 10 階） 

 

入国管理局への取次申請は、取次申請の資格を持った職員が行っている。本校では、

キャリアセンターの職員 5 名が取次申請の資格を有している。 

令和 2 年度の取次実績は、在留資格更新 337 件、資格外活動許可申請 337 件、合計

674 件であった。 

留学ビザ在留期間管理、資格外活動管理、出席管理を徹底し、入国管理局への留学
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生在籍報告は毎月適正に行っている。 

法務省が、入国・在留審査方針上、専修学校に係る在籍管理能力について主に不法

残留者の発生率の大小をもって判定する「適正校」の認定について、本校は、平成 12

年 1 月の制度施行以来、毎年継続して認定されており、令和 2 年度も認定された。 

学習・生活指導においては出席率を重視し、出席状況を毎日確認している。 

毎週、留学生の週間出席状況一覧を作成し、出席不良者（週間出席率 80%以下）の

学生を抽出するとともに、クラス担当キャリアサポーターとクラス担任で情報共有し、

早期に声掛けや面談につなげている。この面談を通じて、学習状況や生活状況も確認

することができるため、早めのサポートやアドバイスにつながっている。 

留学生の学習上の障害で最も多いのが日本語能力の問題である。それを解決するた

めに、入学直後に、日本語能力向上のための「特別日本語講座」を行っており、令和

2 年度には 47 名が受講した。 

これらの適切な取組みが日本語学校に認められ、財団法人日本語教育振興協会、日

本語学校教育研究大会が主催する、日本語学校の教職員が留学生に勧めたい進学先を

選ぶ「日本留学 AWARDS」の専門学校部門（東日本地区）において、本校が平成 24-28

年度に 5 年連続で AWARDS に選ばれた。これは、日本全国 400 校以上の日本語教育機関

で直接留学生の進学サポートを行っている教職員の投票結果から、留学生に勧めたい

大学と専門学校の上位入賞校を選び表彰するというもので、平成 25 年より「日本留学

AWARDS」という名称で行われている。本校は 5 年連続 AWARDS の実績が認められ、平成

28 年度で殿堂入りとなり、「2020 年日本留学 AWARDS」においても専門学校部門 上位

入賞校に選ばれた。 

 

図 3-2 財団法人日本語教育振興協会ホームページ上での 

「2020 年日本留学 AWARDS」結果発表画面 
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3-2-3 保護者等と適切に連携しているか 

保護者との適切な連携は、学生が学園生活を送るうえで欠かせないものとなってい

る。特に近年では、健康面（身体的・精神的）の問題を抱えている学生も多く、これ

まで以上にその重要度は増加している。 

本校では、適切に保護者と連携するように努めることを基本方針としているため、

定期的に学校から情報を発信し、支援を依頼している。発信する情報としては、成績

票、時間割、年間予定表などであり、授業内容（科目シラバス）は、オフィシャル Web

サイト経由で閲覧する方法などの案内をしている。令和 2 年度は、授業がスタートし

た 6 月に、年間スケジュールと時間割を送付した。また、前期が終了した 10 月末には、

前期の出席状況と成績票を送付し、後期が終了した 3 月には、後期の出席状況と成績

票を送付した。 

また、入学直後（4 月下旬）および、後期授業開始後（10 月下旬）に「保護者会」

を実施し、本校の教育方針や学生サポート体制、就職状況や就職指導体制などを保護

者に説明するとともに、クラス担任との個人面談を行っている。令和 2 年度の「保護

者会」は、7 月と 10 月に一定期間視聴可能なオンデマンド方式で運用し、担任との個

別面談は希望した保護者とオンラインにて実施した。 

クラス担任は、状況に応じて学生個々の様子を保護者に連絡し、相談や支援を依頼

するなど、緊密な情報交換が行われている。キャリアセンターの学生相談においても、

家庭訪問を必要とする学生であれば、保護者に連絡をしたうえで訪問面談を行ってい

る。 

緊急時にも保護者と連絡が取れるように、統合基幹システム「School Leader」に

保護者連絡先が登録されている。また担任が保管・管理する「学生指導記録」には保

護者の情報を記載する項目があり、氏名や勤務先、電話番号を記入させている。 

担任によっては、用途などの趣旨を説明したうえで、保護者の携帯番号を記入させ

ている場合もあり、緊急時の連絡だけでなく、日々の保護者との情報交換時に活用し

ている。 

また、本校から学生・保護者への情報発信には、オフィシャル Web サイトを活用し

ている。 

 

3-3 学生生活の支援 

 

3-3-1 学生生活の実情を把握し、学生支援に取り組んでいるか 

充実した学校生活を送るために、本校ではクラス担任制を取入れており、学習のこ

とから日常生活のことまで、身近な相談相手として必要に応じた指導や助言を行って

いる。日常的な学習方法の指導・助言や相談対応はクラス担任が行うが、相談内容に

よっては学科教員やキャリアサポーターが応じている。じっくり話を聞いたうえで、

最善の解決方法を検討し適切な助言をしている。 

入学直後、学生の基本情報を記入する「学生指導記録」の記載内容や、新入生アン

ケートの回答結果から、学生の生活実態や不安要素を確認し、クラス担任は 5 月末ま

でに個人面談を実施することになっている。（令和 2 年度は 7 月末までに実施依頼）こ



103 
 

の面談から支援が必要な学生に対し、早急に学科教員やキャリアサポーターなどと情

報を共有し、支援する体制ができている。 

これらの担任による学生支援内容は、学生指導サポートブックである『百人町に春

がきた』（P.13 図 0-5 参照）に記載されており、担任指導項目を明示し、指導力の底

上げを図っている。 

 

3-3-2 学生の経済的側面に対する支援制度を整備し、適切に運用しているか 

学生に対する経済的な支援は、本校独自の制度として設けているものと、国の制度

を利用するもの、民間の制度を利用するものがある。入学募集要項で周知を図ったう

えで、広報部（入学前）および、学事部学務課（入学後）が窓口となって適宜紹介・

斡旋を行っている。 

 

1） 本校独自の経済的支援制度 

以下表 3-1 に示した制度のほか、個別相談対応など、経済的な支援をきめ細かく実

施している。 

 

表 3-1 本校独自の経済的支援制度 

制度一覧 免除額 

日本電子専門学校特別奨学生 ¥400,000 

成績特待生 ¥100,000 

試験特待生 ¥100,000 

資格特待生（Ａ） ¥200,000 

資格特待生（Ｂ） ¥100,000 

資格特待生（Ｃ） ¥50,000 

美術特待生 ¥100,000 

課外活動特待生 ¥50,000 

進級時学費免除制度（留学生） ¥100,000 

学費分納制度（留学生） － 

  

2） 公的制度 

日本学生支援機構奨学金制度、東京都育英資金、国の教育ローン、新宿区外国人留

学生学習奨励金制度を適宜紹介・斡旋している。 

日本学生支援機構奨学金制度（日本人）については、令和 2 年度は、761 名が貸与

の対象となり、223 名が給付の対象となった。これらの手続きを学生が間違いなく行

うために、毎年多数の説明会などを開催している。あわせて、令和２年度に説明用の

Web サイトを作成してサポートを行った。 

令和 2 年 4 月より実施された高等教育の修学支援新制度については、令和元年度に

「大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第八号）」に基づき、本校は

東京都から一定の要件を満たす「確認大学等」であることの確認を受けた。令和 2 年
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度に住民税非課税および、非課税に準ずる世帯などとして減免対象となった在校生は

211 名である。 

 

3） 民間の制度 

民間の信販会社と提携し教育ローンを紹介している（提携会社：オリエントコーポ

レーション、JACCS、セディナ）。令和 2 年度の利用者はオリエントコーポレーション

49 名、JACCS2 名、セディナ 1 名であった。 

また、新聞奨学金制度、共立国際交流奨学金制度（留学生）、一般財団法人国際人

材交流支援機構（IHNO）（留学生）などを紹介している。その他、夜間部学生に対して

は、契約社員や長期アルバイト紹介などの経済的な支援策を斡旋している。 

 

3-3-3 障がいのある学生への配慮を行っているか 

本校では、知的障がい、身体障がい、精神障がい、学習障がい、性同一性障がいな

どへの対応経験がある。学校が障がいを把握できる手段は、唯一本人・保護者からの

告知であるため、入学前にすべての対象学生を把握することは困難であり、入学後に

判明することがほとんどである。 

 入学前に本人・保護者から相談を受けた場合は、学習内容、学校の設備などについ

てよく説明し、本人・保護者の要望を確認したうえで、慎重に対応を検討している。 

 入学後に判明した場合は、その障がいの状況により担任、学科、キャリアセンター、

管理部、保健室などが連携して随時対応を行っている。 

 

3-3-4 社会人学生への教育環境を整備し、適切に運営しているか 

本校は、夜間部を設置しており、多くの学生が、昼間働きながら社会人学生として

学んでいる。 

また、社会人学生に配慮した公的制度「専門実践教育訓練給付制度 6 」に対応して

おり、厚生労働大臣に指定された講座は、令和 2 年度現在、電気工学科、ネットワー

クセキュリティ科、情報処理科、情報システム開発科、Web デザイン科、電気工事技

術科、電気工事士科（夜間部）の 7 学科であり、7 名が対象となっている。 

 さらに、本校は「東京都専門人材育成訓練 7 」の機関としてアニメーション科、電

子応用工学科が認定されており、令和 2 年度には新たにアニメーション科で 5 名の訓

練生を受け入れ、合計でアニメーション科 10 名、電子応用工学科 2 名の訓練生が在籍

している。 

 

3-3-5 課外活動に対する支援制度及び体制を整備し、適切に運用しているか 

 各学科の教育内容に応じた課外活動、例えば工場や展示会などの見学や参画につい

ては、科長が中心となって企画・計画し、教員を含めた適切な実施体制を敷いて運用

                                                  
6 働く人の中長期的なキャリア形成を支援し、雇用の安定と再就職の促進を図ること

を目的とする雇用保険の給付制度 
7 正社員就職を希望する非正規雇用労働者などが、新たな知識・技術を身に付け、再

就職に役立てられる能力を習得するための職業訓練 
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する。通常の課外活動は、計画段階で電子認証システム「楽々WorkflowⅡクラウドサ

ービス」（以下、「電子認証システム」と言う。）にて「計画書」「参加学生名簿」を添

付し、稟議にかけ、実施許可や予算措置がなされる。展示会への参画、例えばゲーム

ショウのように大がかりな課外活動はプロジェクトに位置づけ、学校全体の支援体制

を構築する。 

キャリアセンターが管轄する課外活動には、日専祭（学園祭）、スポーツフェステ

ィバル（体育祭）など学校全体の行事に加え、クラブ・サークル活動、レクリエーシ

ョン活動などがあり、社会人としての基礎的・汎用的能力を養う活動と位置づけて奨

励している。日専祭（学園祭）は、毎年 11 月初旬に実施し、全ての学科が学習内容の

展示を行うのと並行して、トークショー、模擬店などの催しを実施するイベントであ

るが、令和 2 年度の実施については、「新型コロナ感染予防対策ガイドライン」を新設

し、トークショーや飲食を扱う模擬店は中止とし、学科出展を中心とした運用で実施

した。スポーツフェスティバル（体育祭）は、令和 2 年度で第 26 回目の開催予定であ

ったが、コロナ禍の影響で中止とした。 

クラブ活動は、同好会を含め体育系 11 団体、文化系 11 団体の計 22 団体が「クラ

ブ・同好会規定」に則り活動している。クラブ活動運営においては、顧問教員 1-2 名

を配置し、学生管理や活動支援を行っている。体育系クラブは専修学校体育連盟に加

盟し、かつ種目別連盟に所属し、春季・秋季に開催される専修学校間の大会や対抗戦

に参加している。クラブ活動への支援策としては、活動補助費（合宿活動補助費を含

む）の配分、対外試合などに参加する場合の公欠制度がある。また、大会などで顕著

な活動（好成績）をした学生は、「表彰規定」に則り表彰することとしており、その記

録を成績証明書に記載し、卒業式などにおいて表彰している。 

令和 2 年度は、コロナ禍の影響もあり、活動そのものができなかったり、大会が中

止となったりと、活動の自粛が余儀なくされた。 

また、令和 2 年度の各種レクリエーション活動は、コロナ禍の影響もあり実施でき

なかった。 

 

3-4 退学率の低減 

 

3-4-1 退学率は目標とする水準にあるか 

本校の休退学は理由別に 4 分類しており、①学習、②経済、③健康、④その他、と

している。このうち、②経済、③健康の理由については、学校として取り得る対策が

限られているため、中途休退学対策は、主に①学習理由の低減に注力している。 

本校では、令和 2 年度退学率の目標数値として、学習を理由とした中途休退学率を

3.0%以下に設定し、周知した。 

最終的な令和 2 年度（令和 3 年 3 月 31 日付）の学習理由による休退学率は 3.03%

となり、昨年度より 1.31p 低減し、目標値に非常に近づくことができた。 

 

3-4-2 退学率の低減を図り、取組の成果をあげているか 

休退学率の低減を図るために、キャリアセンターを中心に組織的学生指導体制を築
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いている。各クラス専属のキャリアサポーターが、クラス担任と連携を図り、ホーム

ルームにおいて直接指導することによって、休退学率の低減を図っている。 

休退学率の低減を図るためのベースとなる対策は、出席率向上対策である。出席率

の悪い学生は、やがて中途休退学につながるという仮説を根拠としている。クラスを

進級年次と卒業年次に分け、各期のクラス平均出席率の目標値を設定しており、進級

年次は 95.0%、卒業年次は 90.0%としている。これをモニタリングする方策として、キ

ャリアセンターで週ごとにクラス平均出席率のランキング表（表 3-3 参照）を作成し、

全教員と情報共有を行っている。また、出席率が低いクラスに関しては対策会議を開

き、個別の対応策を検討する。 

その他、キャリアセンターから学内に共有している資料には「在籍状況表」がある。

これは毎月末付のクラス・学科・分野・学年・昼夜間ごとの入学時人数・年度初期人

数・4 分類（学習・経済・健康・その他）ごとの休退学人数・年度内減少数・在籍数

などが一覧になっており、休退学状況が分かる資料として翌月初めに学内で共有して

いる。 

休退学率の低減を図るための対策として、クラス担任が「クラス在籍人数・学生状

況報告書」、「科目履修状況報告書」、「学生指導記録」、「経過表」を作成し、学生一人

ひとりの状況を常に把握し、個別指導を行っている。これらから把握した学生の状況

によっては、面談を行い、必要に応じてキャリアサポーターが家庭訪問を行うなどの

対策を行っている。 

休退学率の低減を図るためのその他の対策は、以下のとおりであるが、令和 2 年度

においては緊急事態宣言の影響で学事スケジュールが変更になり、例年とは実施時期

が変更された。令和 2 年度の運用は<>内に記載する。 

 

・学生指導記録、「JEC Career Navi」（P.116 参照）に、学生自ら学習目標（年度目標、

各期の目標）を記入し、クラス担任と共有しながら目標管理を行う。<変更なし> 

・4 月当初に「JEC Week（準備教育期間）」を設け、新入生に対して早期に様々な働き

かけを行う。<「JEC Week」は 6 月に実施> 

・新入生保護者会を 4 月に実施し、保護者の協力を得る。 

<「新入生保護者会」はオンデマンド方式で 6 月に実施> 

・皆勤賞・精勤賞を設け、各期に表彰することによって出席意欲を高める。また、入

学から卒業まで、在学期間を通じて皆勤の者に対して卒業式の場で特別表彰を行う。

令和 2 年度の特別表彰は、昼間部 99 名、夜間部 5 名であった。<変更なし> 

・夏季休暇終了直前に残暑見舞いを全学生に送付し、夏季休暇後の授業に対する心の

備えを促す。<令和 2 年度は、夏季休暇期間がなかったため実施せず> 

 

これらの対策とは別に、近年（過去 3 年間）休退学率が高い学科をピックアップし、

現状や実施している対策などを共有し、今後の具体的対策について検討する委員会を

発足させた。 

対象とした学科は以下の 3 学科である。 
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・ゲーム制作研究科 

・ゲーム企画科 

・ネットワークセキュリティ科 

 

それぞれの学科単位で、3～4 回の委員会を実施し、休退学率、学科の問題点、休退

学を生み出していると考えられる要因、実施している対策などについて共有し、次年

度に向けて実施できる具体的な対策について検討した。またすぐに実施できる対策に

ついては試験的に運用してもらった。その結果、3 学科とも学習を理由とした学科平

均休退学率（表 3-2 参照）が減少した。これらの対策の効果や委員会を通じて教員側

にも学生対応に対する意識の変化が生まれたと考えられる。 

 

表 3-2 3 学科の学習を理由とした休退学率年度比較 

学科 
学科平均休退学率 

令和元年度 

学科平均休退学率 

令和 2 年度 
比較 

ゲーム制作研究科 7.09% 1.06% -6.03p 

ゲーム企画科 6.58% 2.70% -3.88p 

ネットワークセキュリティ科 8.89% 4.96% -3.93p 

 

学習面での中途休退学低減に向けた特別指導体制は以下があげられる。 

 

・「JEC Week（準備教育期間）」 

中心的な科目の初心者教育的な授業を、学科単位で計画、実施する。初めて専門

知識に触れる学生に対し、授業が始まる前に基礎を学ばせることで、スムーズな授

業導入を目指す。 

令和 2 年度は、コロナ禍の影響で学事スケジュールが変更され、「JEC Week」期

間が大幅に短縮されたため、初心者教育的な授業は正規授業に吸収する形で実施し

た。 

 

・「授業終了後のサポート」 

本校は、授業に関する疑問点や制作の遅れを当日中にサポートするため、可能な

限り最終コマ（4 限目）に授業を入れないように時間割を設定している。加えて、

令和 2 年度はコロナ禍の影響もあり、オープン実習の活用、オンラインを活用した

学生指導など、多様なフォローアップを行った。 

 

・「フォローアップ期間」 

各期、定期試験期間終了後にフォローアップ期間を設定しており、半期単位で課

題提出の遅れている学生や、つまづきのある学生などに対応している。 

定期試験で合格点に届かない学生に対してもこの期間を利用して、追試や補講を

実施する。令和 2 年度も、例年に比べ期間は短かったが、フォローアップ期間を利
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用して追試や補講、補実習などを実施し、学生をサポートした。 

本校が取組んでいるこれらの対策は、すべて学習を理由とした休退学を低減する

ための対策であるため、中途休退学はもちろん、留年予防にもつながると考えてい

る。 
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表 3-3 令和 2 年度 クラス別出席率一覧（6/15-6/19） 

平均 平均

1AV02 (39) 100.0% 2KK01 (26) 100.0%

2CU02 (28) 100.0% 2CC01 (29) 99.0%
1AR01 (27) 100.0% 2JL01 (19) 98.9%
1JL01 (16) 100.0% 2CI01 (42) 98.8%
2KZ01 (8) 100.0% 2KJ01 (27) 98.8%
1KZ01 (14) 100.0% 2CA01 (72) 98.6%
1CA01 (45) 99.9% 2JN02 (45) 98.6%
1JN04 (44) 99.8% 3AU01 (31) 98.3%
1CI02 (46) 99.8% 3KZ01 (15) 97.9%
1CI05 (41) 99.8% 2CM01 (42) 97.6%
1CU01 (38) 99.7% 2JN03 (46) 97.3%
1AD04 (40) 99.7% 2AD04 (35) 97.2%
1AG01 (35) 99.5% 2EO01 (28) 97.1%
1KK01 (22) 99.5% 2JY02 (36) 97.0%
1CI04 (42) 99.5% 2AW01 (28) 96.9%
1JN03 (42) 99.4% 2JY01 (34) 96.8%
2CU03 (29) 99.4% 2AD05 (31) 96.8%
1CI03 (40) 99.3% 2CC02 (34) 96.5%
1CU03 (39) 99.3% 3CU02 (29) 96.4%
1AU01 (35) 99.3% 2AG01 (29) 96.3%
1CA02 (41) 99.2% 2JN01 (41) 96.0%
1CI01 (46) 99.1% 2AC01 (32) 96.0%
1JN01 (45) 99.1% 2AD02 (29) 95.9%
1JZ01 (48) 99.1% 2CI04 (44) 95.8%
1EO01 (37) 99.1% 2AV01 (36) 95.7%
1AV01 (40) 99.1% 2CR01 (28) 95.7%
1CR01 (44) 99.0% 2AV02 (36) 95.5%
1AW01 (42) 99.0% 3AR01 (28) 94.6%
1AC01 (44) 98.9% 2CI03 (48) 94.0%
2CU01 (28) 98.7% 3CU01 (26) 93.6%
1JY02 (42) 98.7% 2CI02 (43) 93.2%
1AD02 (39) 98.6% 3JZ01 (37) 91.1%
1CC01 (40) 98.5% 2AD03 (33) 91.0%
1AD01 (41) 98.5% 2AD01 (32) 91.0%
1JY01 (41) 98.4% 3CU03 (30) 90.8%

1KJ01 (24) 97.5% 卒業クラス平均 96.3%
1JN02 (43) 96.9% 昨年実績 94.5%
1CU02 (38) 96.7% 一昨年実績 92.9%
1CM01 (43) 96.1%
2AU01 (37) 95.3%
1AD03 (39) 94.7%
2JZ01 (41) 93.8%
1CC02 (39) 90.3%
2AR01 (42) 88.3%
1AD05 (40) 87.7%

98.1%
97.8%
97.4%一昨年実績

進級クラス 卒業クラス

進級クラス平均

クラス クラス

昨年実績
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3-5 学生の意見・要望への対応 

 

3-5-1 学校生活等に関する学生の意見・要望を把握・分析する仕組みを整備し、改

善に反映しているか 

学校生活などに関する学生の意見・要望を把握するため、下記のアンケート調査を

行っている。 

 

1） 各期に実施している授業アンケートに自由意見欄を設け、学校生活などに対する

幅広い意見・要望を把握している。 

2） 卒業時に、全学生に対する学校満足度調査を行い、入学から卒業までの学校生活

全般にわたっての意見・要望を把握している。 

上記 1）については、自由意見の内容を確認し、教育部署長を中心に対応の必要性

について検討を行う。そのうえで、対応が必要と判断した場合には、改善に向けた具

体的な方策の指示を関係部署に行っている。 

また、2）については、NEXT10「EM・IR による組織的学生指導の充実」プロジェク

トが中長期的に取組んでいる調査であり、連携企業（Aspect）に調査項目の設定と分

析を依頼している。その結果を、教職員にフィードバックしながら改善に努めている。 

 

3-6 卒業生への支援 

 

3-6-1 卒業生への支援体制を整備し、適切に運営しているか 

卒業生への支援体制を組織的に整備し有効に機能させるために、その役割を同窓会

およびキャリアセンターが担っている。同窓会は、卒業生相互の親睦を図るとともに、

卒業生と母校との関係を緊密にし、母校の発展に寄与することを目的として設立され、

その達成のために母校教育活動への協力（学生募集、就職支援、助成など）を行って

いる。その他、理事会や総会の開催、メールマガジンの配信などを行っている。 

本校同窓会は、昭和 49 年に設立され、現在は同窓会会長 1 名、同副会長 1 名、同

理事 7 名、事務局 1 名で運営し、以下の活動を行っている。ただし、令和 2 年度はコ

ロナ禍のため、活動を大幅に縮小した。 

 

1） 理事会開催（2 か月に 1 回）→令和 2 年度：年 2 回開催（7 月、9 月） 

2） 同窓会総会、クラス幹事会開催（年 1 回） 

→令和 2 年度：参加人数を限定して開催（10/31） 

3） 同窓会ホームページの作成と運営 

4） メールマガジンの発行（年 10 回）→令和 2 年度：7 回発行 

 

 また、韓国、台湾に同窓会海外支部を設置している。韓国支部は、支部会長 1 名、

副会長 1 名、事務局長 1 名、台湾支部は、支部会長 1 名、事務局長 1 名で運営してお

り、韓国は毎年、台湾は隔年で総会を開いている。令和 2 年度総会は、コロナ禍のた

め中止とした。 
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キャリアセンターには、企業からの求人情報が数多く寄せられている。企業の求人

やイベント情報は就活 Navi 8 に掲載し、またそれらの企業をキャリアセンター主催

の就職活動イベントに参加頂いている。多くの学生は、それらのイベントを介して就

職内定につなげている。これらのサポート制度は、卒業生も対象としており「生涯就

職サポート」として、卒業後の就職活動や転職サポートも行っている。就職情報が必

要な卒業生は、メールアドレスを登録することによって、学生と同じ情報をメールに

て受信することができる。また、登録した学生は、就活 Navi から求人情報などを確認

することができる。例年卒業生からも就職相談や転職相談について連絡があり、分野

担当キャリアサポーターによるサポートを実施している。 

卒業後のキャリアアップなどのための特別講座は現在開講していないが、今後卒業

生からそのような要望があった際には実施を検討したい。 

 

  

                                                  
8 就職活動をしている学生達が就職活動情報を収集したり、就職活動履歴の入力や、公欠

申請をしたりするための、キャリアセンターオフィシャル Web サイト 
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基準４．学修成果 

 

4-1 専攻分野の教育活動における目標と取組の成果 

 

4-1-1 卒業時の到達目標が評価可能な学修成果（アウトカム）となっているか 

令和 2 年度までに、建学の精神に基づく教育理念・目的を反映させた卒業認定の方

針を昼間部全学科で定め、学生が身に付けるべき資質・能力の目標を具体化すること

ができた。しかし、現時点では、学生・保護者をはじめ関連業界などに広く明示する

こができていない。今後、卒業認定の方針を広く周知するため、『入学案内書』、『学園

生活ガイド』などの冊子およびオフィシャル Web サイトに掲載する予定である。 

また、卒業時の到達目標の達成状況を評価するという点では、すべての項目で定量

的に評価が可能であるとはいえない。達成状況を評価できている例としては、経済産

業省の認定学科として、国家資格の取得が卒業時の到達目標となっている電気分野の

学科が挙げられる。このような学科では、資格取得の有無が学修成果の評価に直接繋

がるため、その達成状況を明確に確認できているといえる。しかし、他の学科の到達

目標の達成状況は、評価方法が完全に確立している状況ではない。今後、各学科の到

達目標に関して、すべての項目で達成状況を評価できるようにするため、NEXT10 にお

ける新プロジェクトで検討を進める予定である。 

 

4-1-2 取組の状況を検証し、教育活動等の改善を図っているか 

 年度の終了時（卒業・進級）には、各学科において人材要件の修得状況を確認し、

教育内容および方法の改善をするように努めている。具体的には、「教育課程編成委員

会」の議題に反映し、産業界からの意見を受けて改善を図っている。 

 また、教育課程の編成についても、人材要件に関する取組みの成果をもとに毎年見

直しを行っており、常に業界が求める人材要件と各学科の学修成果に照らし合わせて

検討している。 

 

4-2 専攻分野における就職に関する取組の成果 

 

4-2-1 就職に関する目標を設定し、達成しているか 

本校では令和 2 年度就職希望者を分母とした就職率の目標値を 100.0%に設定した。

また多くの企業で内定式を実施している10月 1日までに早期内定獲得をすることを目

指し、9 月 30 日時点の目標数値としてエンジニア分野 90.0%、クリエイター分野 50.0%

の平均 70.0%も目標値に設定し、これを周知した。 

令和 2 年度（令和 3 年 3 月 31 日付）就職内定率は、コロナ禍の影響を心配したが、

前年度に比して若干の下落が見られたものの、昼夜間部総合 89.2%（エンジニア分野

95.1%、クリエイター分野 83.5%）という高率を達成することができた。また、9 月 30

日付の就職内定率は 33.2%（エンジニア分野 57.7%、クリエイター分野 12.0%）であっ

た。 
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4-2-2 就職・進路に関する支援及び就職率の向上に向け、体制を整備し、適切に運

用しているか 

＜組織的学生指導体制による就職率向上＞ 

本校において就職率の向上を図る責任部署はキャリアセンターである。クラス担当

の専属キャリアサポーターとクラス担任とが連携を図り、ホームルームにおいて直接

指導することによって、学園生活の充実と、さらなる就職率の向上を図った。令和 2

年度は、昼間部全学科 80 クラスに 11 名のキャリアサポーターを配置した。 

クラス専属のキャリアサポーターは、担当クラスの学生が就職活動を実施する前ま

でに個別面談を実施することになっており、進路希望（就職、進学、その他）、就職希

望業界、希望職種などを確認する。また、その後も定期的に個別面談を行い、進路変

更希望、活動状況などを確認し、アドバイスや求人紹介などを実施している。 

また、令和元年度からは各クラス専属キャリアサポーター以外に、1 クラスに対し

2～4 名のキャリアサポーターが対応できるように、分野担当制を導入している。分野

担当内で情報共有することで、学生がキャリアセンター来室時や、電話での相談があ

った際に専属キャリアサポーターが不在でも分野担当キャリアサポーターが対応でき

るようになった。またキャリアサポーターが複数の分野を担当したことで、知識が広

がり、学生サポートの向上につながった。 

 

＜基礎学力および基礎文章力の養成＞ 

ホームルームでは、採用試験において多くの企業が実施する SPI などの基礎学力試

験、および履歴書やエントリーシートでの必須項目である自己 PR の作成や作文試験に

対応した文章力養成対策を講じた。基礎学力試験に対応した「基礎学力養成ドリル」

および、文章力養成に対応した「基礎文章力養成トレーニング」を、ホームルーム 90

分間のうち 30 分間を割いて毎週実施した。また、卒業年次の一部では、前期に「基礎

学力養成ドリル＜発展編＞」を実施した。年間を通じたホームルームの基礎力養成メ

ニューを示したのが表 4-1 であり、クラス担任とのコミュニケーション、学科の特別

活動、学校行事、防災避難訓練など、ホームルームの時間を利用する他のスケジュー

ルと調整しながら実施した。 

令和 2 年度の運用では、ホームルームがオンライン形式と対面形式で実施されたた

め、「基礎学力養成ドリル」や「基礎文章力養成トレーニング」も、それぞれの形式に

合わせて実施しなければならなかった。そこで、キャリアサポーター間で実施方法に

ついて情報や資料を共有して運用した。 

また「基礎学力養成ドリル」に関しては、オンライン形式でのホームルームで運用

できるようにするため、データをダウンロードできるシステムを構築した（図 4-1）。 

必ずしも事前に配布しなくても、データをクラス専用フォルダなどに保存すれば、

ホームルーム内で実施ができ、学生の紛失などの心配もなく運用する事が可能になっ

た。 
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表 4-1 キャリアセンター 年間ホームルームメニュー（就職活動サポート概略） 

 卒業前年次 （全学科） 卒業年次 （前期は学科別メニュー） 

前

期 

基礎学力養成①～⑦ 

基礎文章力養成①～⑦ 

基礎学力養成＜発展編＞①～⑭（一部の学科） 

求人紹介＋個人面談 

後

期 

基礎学力養成⑧～⑭ 

基礎文章力養成⑧～⑭ 
求人紹介＋個人面談 （全学科） 

 

 

図 4-1 基礎学力養成ドリル データ保存ページ 

 

＜必修科目「就職活動リテラシー」＞ 

 就職率の向上を図る必修科目として「就職活動リテラシー」を設け、全学科全クラ

スの学生が履修した。授業時間数は、90 分 1 コマ（30 単位時間）を配当している。科

目の内容は、ワークショップ形式のアクティブラーニングを導入しており、ワークシ

ートや職業適性診断を利用した自己分析などを行い、履歴書に記載する自己 PR および、

志望動機の文章を完成させるとともに、ロールプレイングによる面接練習などを行う。

またクリエイター分野の一部学科では、就職活動の際に提出を求められる作品帳（ポ
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ートフォリオ）の制作ノウハウを提供する。これらによって、一通りの就職活動準備

が整う科目として位置づけている。 

 

＜就職率向上対策行事＞ 

就職率の向上を図る行事として、講演会、模擬試験、模擬面接会、留学生就職ガイ

ダンス、合同企業説明会、校内入社試験などを実施した。 

 

1） 講演会 

講演会は、例年、春には卒業年次学生の就職に対するモチベーションアップを目的

とした「春季講演会」、秋には卒業前年次学生に対して同様の目的で「秋季講演会」を

実施するが、コロナ禍により令和 2 年度春季講演会は実施できなかった。秋季講演会

は、有識者による講演をオンデマンド形式で視聴することで、職業観の醸成、就職意

識の高揚、就職活動に関する情報収集、ビジネスマナー、オンライン面接の手順や注

意点などが習得でき、行事の目的を果たすことができた。実施後、学生に対し講演内

容に関するアンケートを実施したが、例年以上の高評価を得ることができた。 

 

2） 模擬試験 

模擬試験は、企業の採用選考で用いられる SPI 試験、一般教養試験、適性試験、作

文試験に対応する模擬試験を全学生に実施し、採点結果と添削結果をフィードバック

することで就職活動の実践に備えた。 

 

3） 模擬面接会 

模擬面接会は、卒業前年次学生に対して、2 月および 3 月に学科別に実施した。こ

れには、キャリアセンタースタッフのみならず、本校の事務部署職員が面接官役を演

じ、本番さながらの面接練習を行った。 

 

4） 留学生就職ガイダンス 

 令和 2 年度には 173 名の外国人留学生が就職を希望した。それらの学生を対象に、

留学生就職ガイダンスを実施した。留学生の、日本企業に向けた就職活動には、日本

人学生とは異なったノウハウが必要である。また、就職内定後卒業までに、就職先企

業の協力を仰いで在留資格変更を行わなければならない。これらに対応し、留学生が

希望の就職を果たせるよう、適宜情報を提供した。その結果、就職希望者の 89.0%に

あたる 154 名が就職内定し、そのうち 147 名が日本企業への就職を果たした。なお、

特定活動を申請して卒業後も就職活動を継続している留学生は 16 名である。 

 

5） 合同企業説明会 

令和 2 年度の合同企業説明会は、緊急事態宣言明けから計画し、卒業年次学生に対

して 7 月、9 月、10 月、12 月に実施し合計 344 社を動員した。 

この 4 回の合同企業説明会は、すべて新宿 NS ビルの地下大ホールを借りて対面形

式で実施した。多くの学校では、コロナ禍の影響もありオンラインでのサポートのみ
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となっていたが、企業側からの強い要望もあり、感染予防対策を徹底して実施した。

参加企業からは大変好評を得て、学生の就職活動の活性化にもつながった。 

9 月に実施した第 2 回目の合同企業説明会は、会場での対面形式と同時進行でクリ

エイター分野 48 社に参加していただき、オンライン形式の合同企業説明会を実施した。

初めての運用方法であったが、ここでの経験がその後のイベント実施に活かされた。 

卒業前年次学生に対しては、令和 3 年 1 月に 36 社を動員してオンライン形式にて

業界職業ガイダンスを実施した。同 3 月にはエンジニア分野企業 120 社を動員し、会

場（新宿 NS ビル 地下大ホール・中ホール）での対面形式で早期合同企業説明会を実

施した。 

  

図 4-2 新宿 NS ビルにて実施した合同企業説明会の様子 

 

  

図 4-3 オンラインにて実施した第 2 回合同企業説明会運用の様子 

 

6） 校内入社試験 

校内入社試験は、個別企業の採用選考における会社説明と一次試験を本校の教室や

ホールを用いて実施する行事である。卒業年次学生に対して、令和 2 年 2 月から令和

3 年 1 月にかけて、エンジニア分野 90 社、クリエイター分野 20 社、合計 110 社の校

内入社試験を実施した。 

オンラインでの実施を希望する企業には、オンラインにて対応し、学生も自宅から

参加できるようにした。 
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また、「就活強化週間」として令和 2 年 9 月から 11 月の月内のある週に集中的に実

施し、令和 2 年 12 月を「就活強化月間」として学生の就職活動を活発化させた。 

＜オリジナルスケジュール手帳『JEC Career Navi』＞ 

 本校では、就職率の向上を図るツールとして、本校オリジナルスケジュール手帳『JEC 

Career Navi』を新入生オリエンテーション時に配布している。この手帳のコンテンツ

は、ダイアリーに加えて、社会人基礎力自己診断、就職活動のお役立ち情報、就職活

動に関する先輩のエピソード、キャリア観醸成のヒントとなる有名人の金言・格言な

ど情報満載である（令和 2 年度は、新入生オリエンテーションがオンデマンド方式で

の実施となったため、6 月の授業開始時に配布した）。 

 令和元年度からは、利用促進を進めるために「JEC Career Navi 活用に向けて」と

いう、①目標と行動計画の立て方、②定期的な振返りの方法、③毎日の習慣として記

録を残すことの大切さ、④スケジュールの記入方法例を記載したプリントを配布し、

利用を促進している。 

  
図 4-4 JEC Career Navi 図 4-5 JEC Career Navi 活用に向けて 

 

＜就活 Navi：キャリアセンター就職支援システム＞ 

就活 Navi は、就職活動をしている学生達が就職活動情報を収集したり、就職活動

履歴の入力や公欠申請をしたりするための Web サイトである。令和 2 年度に利便性の

高いサイトにリニューアルし、学生サービスの向上と業務効率化の両面を図った。 

就活 Navi には、平成 11 年度からの就職データが蓄積されている。学生は自ら就職

活動履歴、就職活動による公欠申請、採用試験合否報告、内定報告、決定報告を入力

することで、常時就職活動履歴の記録や閲覧、更新を行うことができる。一方で、キ

ャリアセンターのスタッフもその活動履歴をモニタリングしており、個々の学生の就

職活動状況を把握するとともに、就職内定率の計算などを容易に行うことができる。 

また、令和 2 年度に実施したサイトリニューアルによってレスポンシブ対応が可能

になり、スマートフォンをはじめ様々な環境から快適に参照することができるように

なった。 

 

＜オンライン就職活動へのサポート＞ 

令和 2 年度のコロナ禍の影響で、企業の採用活動が大きくオンライン化したため、

学生の就職活動が大きく変化した。それらをサポートするため、以下の運用を行った。 
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1） 場所の提供や機材の貸出 

オンライン就職活動を行える場所がない学生や、対面授業日などの登校日にオンラ

インでの就職活動をしなければならない学生へのサポートとして、キャリアセンター

内の「応接室」「面談室」の貸出やパソコン、ヘッドセットなどの機材貸出を利用でき

るようにした（事前予約制）。平日の日中は使用を希望する学生が多く、連日満室の状

態が続いた。 

  

 

 

図 4-6 キャリアセンター紹介動画 場所や機材の貸出について 

 

2） オンライン模擬面接 

多くの企業でオンライン面接試験が実施されていたため、模擬面接においても事前

予約制にて運用した。多くの学生から希望があり、クラス担当もしくは分野担当キャ

リアサポーターが対応した。 

 

3） 動画による情報提供 

コロナ禍に対応し、キャリアセンターの利用方法や提供しているサービスなどを解

説する説明動画を作成し、学生へ提供した。また、学生から問合せが多い「企業との

メールのやり取り」や「求人票の見方」を解説した動画も作成し、円滑な就職活動を

サポートした。 
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図 4-7 緊急事態宣言の中、休校期間中に就職活動中の学生に向けた動画配信 

 

 
図 4-8 キャリアセンターの利用方法についてまとめた動画配信 

 

 
図 4-9 学生から問合せが多い「メール作成」についてまとめた動画配信 

 

4） アフター5 就職相談会 

コロナ禍の状況で就職活動がうまくいかず困っている学生や保護者をサポートす

るため、放課後の時間帯にゆっくりと相談対応できるように、「アフター5 就職相談会」

を運用した。 

昼間部学生のみならず、夜間部学生からも多くの問合せがあり、適宜対応した。 

 

従来の就職支援対策に加えて、コロナ禍に対応した新たな施策を創造することによ

って就職率向上対策を講じ、令和 2 年度の就職内定率（令和 3 年 3 月 31 日付）は昼夜

間部総合で 89.2%と、コロナ禍の影響を差し引けば高い就職実績となった。 
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4-2-3 就職の成果、取組について分析し、就職指導・支援の改善を図っているか 

キャリアセンターで就職関連のデータ（就職率、求人情報、就職活動状況など）を

管理しており、定期的に発表し学内で共有するとともに、就職対策やイベントの実施

に向けて適宜データを分析し活用している。 

毎月、月末付で集計した就職率一覧表（クラスごと、学科ごと、分野ごと、昼夜間

で集計）を発表し、共有している（表 4-2）。また近年データと比較したグラフも一緒

に発表している（図 4-10）。 

 

表 4-2 令和 2 年度 9 月 30 日付就職内定状況表 
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図 4-10 令和 2 年度就職内定率推移（9 月末時点） 

 

4-3 専攻分野における資格取得率の向上と取組の成果 

 

4-3-1 資格取得率は目標とする水準にあるか 

1） 資格取得に対する目標設定 

 専攻分野における資格取得に関して、学校全体で学生の資格取得を推進する体制を

整えている。また、学科の学習目標に合わせて取得する資格を設定し、『学科ガイド』

や入学案内書、オフィシャル Web サイトに体系的な位置づけを明示している。この目

標資格は教育の質保証の観点において学科ごとに定め、同レベル以上の資格を全学生

が在学中に必ず取得するものとしている。なお、資格取得の意義については、入学直

後に実施する「JEC Week（準備教育期間）」の中で学生に周知している。 

 

2） 資格取得状況の確認 

表 4-3 は、各学科が設定した最低限の質保証として取得すべき資格名と、令和 3 年

3 月までの資格取得率（学科として目標とする難易度の高い資格取得を含む）である。

今後、表に挙げられている資格以上に難易度の高い資格の取得に向けた指導体制も整

える必要があると考えており、重点課題と捉えて検討を進めていく。 

学科ごとに設定している目標資格の令和 2 年度の取得率の状況としては、学生全員

が資格を取得して卒業するという目標は達成できていない。また、アニメーション研

究科、情報システム開発科は前年に比べて大きく取得率を下げている。要因としては、

コロナ禍によって授業開始時期が遅れてしまい、学科の学習フローと資格試験の実施

時期にズレが生じてしまったことや、国家資格試験の延期・中止など、スケジュール
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上の問題が発生したためである。 

しかし、この状況下でグラフィックデザイン科、Web デザイン科、情報ビジネスラ

イセンス科、ネットワークセキュリティ科、高度電気工学科、電気工学科、電気工事

技術科、電子応用工学科の 8 学科は令和 2 年度に資格取得率 100％を達成している。

この数字は前年と比べると 3 学科増となっている。これは各学科の資格取得に対する

積極的な取組みの成果であるといえる。 

 

 

表 4-3 各学科の資格取得状況 

学科 最低限の質保証として取得すべき資格名 
令和 3 年 3 月

までの取得率 

ゲーム制作科 
情報活用検定 3 級 

ビジネス能力検定ジョブパス 3 級 
96.83% 

ゲーム企画科 情報活用検定 3 級 88.6% 

ゲーム制作研究科 情報デザイン試験初級（前年 100%） 98% 

コンピュータ 

グラフィックス科 

ビジネス能力検定ジョブパス 3 級 

CG クリエイター検定ベーシック 
79% 

CG 映像制作科 
CG クリエイター検定エキスパート 

ビジネス能力検定ジョブパス 3 級 
71.83 

コンピュータ 

グラフィックス研究科 
ビジネス能力検定ジョブパス 3 級 77.4% 

アニメーション科 色彩検定 3 級 59.37 

アニメーション 

研究科 
色彩検定 3 級 37.03 

グラフィック 

デザイン科 

色彩検定 3 級 

情報デザイン試験初級 

アドビ認定アソシエイト PhotoshopCC 

100% 

Web デザイン科 
情報デザイン試験初級 

色彩検定 3 級 
100% 

ケータイ・ 

アプリケーション科 

Oracle 認定 Java プログラマ, SE 7/8 

Bronze 
78.6% 

情報ビジネス 

ライセンス科 

Microsoft Office Specialist

（Word/Excel） 
100% 

情報処理科 情報活用検定 3 級 68.2% 

情報システム開発科 

情報処理技術者能力認定試験 2 級 

Oracle 認定 Java プログラマ, SE 7/8 

Bronze 

37% 

高度情報処理科 
GAIT Bronze 

情報活用検定 3 級 
94.4% 
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ネットワーク 

セキュリティ科 

CCNA Routing and Switching Essentials 

（ｼｽｺﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ） 
100% 

AI システム科 

Oracle 認定 Java プログラマ, SE 7/8 

Bronze  

Python3 エンジニア認定基礎試験 

90.1% 

高度電気工学科 

第一・二種電気工事士 

第三種電気主任技術者 

エネルギー管理士 

第二級陸上特殊無線技士 

100% 

電気工学科 
第一・二種電気工事士 

第三種電気主任技術者 
100% 

電気工事技術科 第一・二種電気工事士 100% 

電子応用工学科 第二級陸上特殊無線技士 100% 

※ 対象は卒業学年 

※ 目標資格レベル以上の資格を、１つ以上取得している割合 

 

4-3-2 資格取得率の向上を図り、取組の成果をあげているか 

資格取得の指導体制としては、各学科において「在学中に取得する資格」を取得す

るための対策講座や授業を開講している。学科カリキュラムの中に科目カテゴリーと

して「資格対策科目」を設定し、カリキュラム内で体系立てて指導をしたり、学科ご

とに授業外の期間であるフォローアップ期間に集中講座などを開講したりといった

様々な取組みを行っている。 

 資格試験の受験時期について、各学科で目標となる時期を決めて受験指導をしてい

る。不合格者に対しては、放課後に実施するオープン実習の時間に個別指導をしてお

り、全員合格に向けて取組んでいる。 

 

4-3-3 資格取得率についての結果を分析し、教育活動及び学生支援の改善を図って

いるか 

本校では、年度当初に各学科の年間学科目標を設定している。その中で、学科学生

の資格取得状況を確認している。前年度資格取得率の結果を受けて、各学科では資格

試験の出題傾向や合格者推移、全国平均との差異について検討し、合格率向上に向け

た取組みを計画している。 

 これらの目標設定については、前期、後期と年 2 回、副校長、教育部長を中心とし

てヒアリングをしており、改善の取組みについて確認・指導している。 

 

4-4 卒業生の専攻分野における社会的評価 

 

4-4-1 就職先等の関係者から、卒業生の活動実績などの状況把握を行っているか 

卒業生の活躍に関しては、同窓会や教員と卒業生との関係を通じて、その把握に努
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めている。把握した実績は、入学案内書やオフィシャル Web サイトなどで紹介し、在

校生の学習意欲の向上や卒業生への情報発信、入学検討者などへの学校 PR などに役立

てている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-11 本校入学案内書 卒業生の実績紹介 
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図 4-12 本校入学案内書 卒業生紹介 1 
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図 4-13 本校入学案内書 卒業生紹介 2 
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図 4-14 本校入学案内書 卒業生紹介 3 

 

4-4-2 卒業生の活動実績を踏まえ、教育活動等の改善を図っているか 

4-4-1 で把握した卒業生の活動実績を踏まえ、教育活動などの改善を図っている。 

令和元年度には「情報分野 50 周年ホームカミングデイ」として、日本電子専門学

校同窓会創立 45 周年記念祝賀会に合わせて教員、卒業生を集めたイベントを企画・運

営した。100 名以上の申込みがあり、情報分野第１期生や、遠くは九州から上京した

卒業生など幅広い年代の卒業生が参加し、交流を深めるとともに、在学中のカリキュ

ラムや卒業後のキャリアについて情報交換を行った。そこで得られた様々な情報につ

いては、その後の「教育課程編成委員会」での議題にも反映し、情報分野の教育活動

の改善に活かしている。 

なお、令和 2 年度についてはコロナ禍のため、卒業生との積極的な交流は控えなけ

ればならない 1 年となった。 
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基準５．内部質保証 

 

5-1 関係法令・専修学校設置基準等の遵守と適正な学校運営 

 

5-1-1 法令や専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行っているか 

関係法令および専修学校設置基準などに基づいた規則・規程の整備と適正な運用に

ついて、本校では、関連法令や専修学校設置基準を遵守するとともに、『私立専修学校

事務処理手引き』に基づき適切な運用と関係省庁への書類の提出を行っている。 

また、学校運営に必要な規則・規程などを整備し、適切に運用している。主なもの

は、以下のとおりである。 

 

1） 組織・総務関係 

 ・「電子学園組織規程」 

・「電子学園稟議規程」 

・「電子学園文書取扱規程」 

・「電子学園公印取扱規程」 

・「電子学園個人情報管理規則」 

・「電子学園コンプライアンス体制」 

・「電子学園コンプライアンス推進規則」 

・「電子学園コンプライアンス委員会規則」 

・「電子学園個人番号及び特定個人情報など取扱規程」など 

2） 人事・給与関係 

 ・「電子学園就業規則」 

・「電子学園給与規程」 

・「電子学園退職金規程」 

・「電子学園役員の報酬などの支給の基準」 

・「電子学園退職金規程」 

・「電子学園旅費規程」など 

3） 財務関係 

 ・「電子学園経理規程」 

・「電子学園固定資産及び物品管理規程」 

・「電子学園資金運用規程」 

・「電子学園予算管理規程」など 

4） 学事関係 

 ・「日本電子専門学校学則」 

・「日本電子専門学校教務規程」 

・「日本電子専門学校教育課程編成委員会規程」 

・「日本電子専門学校教員研修規程」など 

 

学校運営上必要な諸届については、私立学校法、学校教育法、専修学校設置基準に
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基づき、適正に行っている。 

令和 2 年度は、学則変更届（新宿区）、寄附行為変更申請（文部科学省）、資産総額

変更届（文部科学省）の提出を行った。 

 

ハラスメントなどの防止に関しては、コンプライアンス体制を構築しており、「電

子学園コンプライアンス体制」、「電子学園コンプライアンス推進規則」、「電子学園コ

ンプライアンス委員会規則」、「電子学園ハラスメント防止規則」を策定し明確化して

いる。コンプライアンス案件が発生した場合は、これらの規則・規程に基づき、コン

プライアンス委員会を開催し、適正に対応を行っている。 

 

コンプライアンスに関する相談窓口は、学生についてはクラス担任とキャリアセン

ター、教職員については総務部が担っている。学生相談窓口については、複数設ける

ことで、学生の抱える様々な問題に対処できるよう配慮している。担任やキャリアセ

ンターが相談を受けた場合、内容に応じて、教育部（学内案件）や総務部（警察が絡

む事案など対外案件）など関連部署が連携して対処している。 

教職員、学生には、学園の行動規範に基づいた行動指針のクレドを作成し、常に携

行、確認させることでコンプライアンス意識の向上を図っている。 

法令や専修学校設置基準などの遵守に関する教職員、学生などに対する啓蒙啓発活

動については、教職員に対しては、定期的会議、書面などを通じて、また学生には、

入学時のガイダンス、オリエンテーション、ホームルーム、掲示板、『学園生活ガイド』、

配布物などをとおして周知徹底を図っている。 

令和 2 年度は、教職員全員を対象に、ハラスメントに関するオンライン研修を行っ

た。 

 

5-1-2 個人情報保護の対策をとっているか 

個人情報保護に関しては、「電子学園情報管理規則」、「電子学園個人情報取扱方針」、

「個人情報開示に関する申し合わせ」を策定し、平成 30 年度より施行している。また、

マイナンバーについては、平成 25 年の法律施行に合わせ、平成 27 年 11 月に「電子学

園特定個人情報の取扱についての基本方針」、「電子学園個人番号及び特定個人情報取

扱規程」を策定し、適正に運用している。 

情報管理体制に関しては、学校法人電子学園コンプライアンス体制に準用し、平成

30年より年 2回のコンプライアンス委員会にて、情報管理に関する検討も行っている。 

学校が開設したサイトについては、校内にネットワーク関連専属の担当者を 4 名配置

し（管理部システム管理課）、さらに専門の業者と委託契約を締結して情報漏洩の防止

に努めている。また、システム上は、サーバーをファイアーウォールなどで保護する

防止策を講じている。書面や電子データの取扱い、廃棄に関しては、「電子学園情報管

理規則」で明確に規定している。 

 

個人情報管理に関する教職員、学生に対する啓発、教育活動の実施については、平

成30年 8月の教職員夏季研修会で、外部講師による「ハラスメントと個人情報保護法」
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をテーマとした講演会を実施した。令和 2 年度は、コロナ禍のため実施できなかった

が、教職員に対する研修は、今後も必要に応じて行う。学生に対しては、『学園生活ガ

イド』に記載し、入学時オリエンテーションやホームルームにおいて学生への周知・

啓発を行っている。 

 

5-2 学校評価の実施と結果の公表 

 

5-2-1 学校評価に関する方針を明確にしているか 

 平成 19 年の学校教育法および同法施行規則の改正により、自己点検・自己評価およ

び公表が義務づけられた。本校では、「学校評価実施規程」を設け、学校評価に関する

方針を明確にしている。 

 

5-2-2 自己評価の実施体制を整備の上、自己評価を実施し、結果を公表しているか 

学則および「学校評価実施規程」に則り、表 5-1 の実施体制のもとに関係者が集い、

自己点検の位置づけ、目的、方針を確認し合い、毎年、自己点検・自己評価を実施し

ている。 

 

表 5-1 自己評価実施体制表 

 項 目 担 当 

0 教育重点項目 校長 

1 教育理念・目的・育成人材像 副校長 

2 学校運営 総務部、人事部 

3 教育活動 
クリエイター教育部長、エンジニア教育部

長、人事部 

4 教育成果 
キャリアセンター、クリエイター教育部長、

エンジニア教育部長 

5 学生支援 
キャリアセンター、学事部、クリエイター教

育部長、エンジニア教育部長、管理部 

6 教育環境 
管理部、クリエイター教育部長、エンジニア

教育部長 

7 学生の募集と受け入れ 広報部 

8 財務 財務経理部 

9 法令等の遵守 総務部 

10 社会貢献 総務部 

11 国際交流 
キャリアセンター、クリエイター教育部長、

エンジニア教育部長 

 

なお、自己評価結果については、自己評価報告書を作成し、オフィシャル Web サイ

トで公開している。 



131 
 

5-2-3 学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関係者評価を実施し、結果を公表

しているか 

 学則および「学校評価実施規程」に則り、また、職業実践専門課程の要件を満たす

ため、本校の専攻 9 分野に関係する企業や職能団体の方々をはじめ、広く学校に関係

する方々に学校関係者評価委員（以下、「評価委員」という。）として委嘱している。 

選任された評価委員は学校関係者評価委員会を組織し、委員の互選により委員長を

選出している。また、毎年 2 回、学校関係者評価委員会を開催し、学校評価を実施し

ている。 

本校が委嘱している評価委員の属性と人数は以下のとおりである。 

 

・企業 9 名 

・職能団体 5 名 

・高校教員など 3 名 

・日本語教育機関 1 名 

・卒業生 2 名 

・保護者 3 名 

・地域住民 1 名 

・在校生 4 名 

  

 令和 2 年度においては、コロナ禍のため、学校関係者評価委員会で集合することを

避け、第一回目は郵送での評価が実施され、第二回目はオンラインによる学校関係者

評価委員会が実施された。 

なお、評価委員による自己点検評価の評価結果については、学校関係者評価委員会

実施報告書が作成され、オフィシャル Web サイトで公開している。 

 

5-3 学校評価に基づく改善の取組 

 

5-3-1 学校評価の結果に基づく改善への取組を組織的かつ継続的に行っているか 

本校では、学校評価に基づく改善の取組みについて、「学校評価実施規程」に「教

職員は学校関係者評価の結果を活用し、教育活動及び学校運営等の質の保証と向上に

継続的に努めなければならない」と定め、その実現に努めている。 

具体的には、自己評価および学校関係者評価の評価結果に基づき、校長、副校長、

教育部署長 9 ならびに法人部署長 10 が、責任を持って取組む体制を構築し、改善提

案、その他様々な意見に対して、担当部署が早急に改善するように対策を講じている。 

改善の取組み結果については、学校関係者評価委員会に報告することとなっている。 

  

                                                  
9 クリエイター教育部長、エンジニア教育部長、キャリアセンター長、学事部長、広

報部長 
10 総務部長、人事部長、財務経理部長、管理部長 
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5-4 教育情報の公開 

 

5-4-1 教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか 

教育情報に関する情報公開は、「専修学校における学校評価ガイドライン」の下記

項目に基づいて、オフィシャル Web サイトにて行っている。 

 

1） 学校の概要、目標及び計画（本校について、教育理念、校長名、沿革） 

2） 各学科等の教育（学科紹介、カリキュラム、時間割） 

3） 教職員（組織図、教職員人数） 

4） キャリア教育・実践的職業教育（教育の仕組み、キャリア教育、産学連携） 

5） 様々な教育活動・教育環境（学校行事、エクステンションプログラム、施設） 

6） 学生の生活支援（就職サポート、学生寮） 

7） 学生納付金・修学支援（学費サポート、納付金・時期、独自の奨学金制度） 

8） 学校の財務（貸借対照表、資金・消費収支計算書） 

9） 学校評価（自己点検評価、学校関係者評価、第三者評価） 

 

また、職業実践専門課程の認定を受けた学科（21 学科）および修学支援新制度にお

いて、公開が義務づけられている情報についても、オフィシャル Web サイトにて公開

するとともに毎年定期的な更新を行っている。 
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基準６．経営・財務 

 

6-1 設置法人の組織運営 

 

6-1-1 設置法人は寄附行為に基づく組織運営を適正に行っているか 

寄付行為に基づく理事会、評議員会の適正な開催について、本学園では、「寄附行

為」において、理事会、評議員会、監事の役割を明確化し、適正な組織運営を行って

いる。各委員は、寄附行為に基づき選出されており、理事 11 名（うち外部 2 名）、監

事 2 名（2 名とも外部）、評議員 23 名で構成されている。理事会、評議員会に欠席の

場合は、事前に議案を提示して回答書の提出を求めることを通例としている。令和 2

年度は、理事会を 7 回、評議員会を 6 回開催し、そのすべてに監事の参加を求め、案

件に関する適切なアドバイスをいただいている。また、審議の内容は、すべて議事録

に記載し、適正に保管している。 

寄附行為の改正について、寄附行為を変更する際は、評議員会に諮問の上、理事会

で決定し、必要な書類を揃えて文部科学省に提出している。直近では、令和 2 年 4 月

からの私立学校法の改正に伴い、3 月に寄附行為の変更申請を行った。 

事業計画の確実な執行と理事会の適切な運営について、事業計画は、経営企画室で

取りまとめ、評議員会への諮問を経て理事会で決定している。事業計画の執行は、主

管部署が行い、半期ごとに実施される役員への報告会で部署長が進捗状況を報告し、

達成度の確認を行っている。また、毎年 5 月の定例理事会、評議員会で前年度の事業

報告を行い、承認を得た後、オフィシャル Web サイトで公表している。 

 

6-1-2 機能的な意思決定のできる体制を整備し、適正に運用しているか 

法人の運営組織は、「寄附行為」、「電子学園組織規程」で定めるとおり、理事会を

頂点として理事長がすべての業務を総理し、経営企画室、総務部、人事部、財務経理

部、管理部、情報経営イノベーション専門職大学（以下、「iU」という。）、日本電子専

門学校（クリエイター教育、エンジニア教育、学事部、キャリアセンター、広報部）

を擁して事業を執行している。 

 また、運営組織図（図 6-1）は、人事発令告示書で教職員に周知を行い、オフィシ

ャル Web サイトで公開している。 

 



 

 

6-1-

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

意思決定を明確化している。

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

門学校校長、

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

は通常本部である日本電子専門学校に常駐しているが、毎週

いる。

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

様々な方法で提案のくみ上げを行っている。

 

・電子認証システムを使った申請・提案の提出

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

らいつでも自由に行うことができるシステムとなっている。令和

動

 

-3 設置法人は学校との意思疎通と連携を適切に行っているか

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

意思決定を明確化している。

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

門学校校長、iU

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

は通常本部である日本電子専門学校に常駐しているが、毎週

いる。 

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

様々な方法で提案のくみ上げを行っている。

・電子認証システムを使った申請・提案の提出

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

いつでも自由に行うことができるシステムとなっている。令和

動 32 件、プロジェクト活動

設置法人は学校との意思疎通と連携を適切に行っているか

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

意思決定を明確化している。

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

iU 学長が含まれているため、毎週

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

は通常本部である日本電子専門学校に常駐しているが、毎週

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

様々な方法で提案のくみ上げを行っている。

・電子認証システムを使った申請・提案の提出

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

いつでも自由に行うことができるシステムとなっている。令和

件、プロジェクト活動

図 6-1 

設置法人は学校との意思疎通と連携を適切に行っているか

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

意思決定を明確化している。 

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

学長が含まれているため、毎週

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

は通常本部である日本電子専門学校に常駐しているが、毎週

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

様々な方法で提案のくみ上げを行っている。

・電子認証システムを使った申請・提案の提出

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

いつでも自由に行うことができるシステムとなっている。令和

件、プロジェクト活動 23 件の申請があり、すべて承認された。
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 電子学園組織図

 

設置法人は学校との意思疎通と連携を適切に行っているか

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

学長が含まれているため、毎週

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

は通常本部である日本電子専門学校に常駐しているが、毎週

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

様々な方法で提案のくみ上げを行っている。 

・電子認証システムを使った申請・提案の提出 

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

いつでも自由に行うことができるシステムとなっている。令和

件の申請があり、すべて承認された。

電子学園組織図 

設置法人は学校との意思疎通と連携を適切に行っているか

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

学長が含まれているため、毎週 1 回常任理事が参加して開催される役

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

は通常本部である日本電子専門学校に常駐しているが、毎週

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

 

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

いつでも自由に行うことができるシステムとなっている。令和

件の申請があり、すべて承認された。

設置法人は学校との意思疎通と連携を適切に行っているか 

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

回常任理事が参加して開催される役

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

は通常本部である日本電子専門学校に常駐しているが、毎週 1 回 iU の会議に参加して

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

いつでも自由に行うことができるシステムとなっている。令和 2

件の申請があり、すべて承認された。

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

回常任理事が参加して開催される役

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

の会議に参加して

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システム

2 年度は、特別活

件の申請があり、すべて承認された。 

 

設置法人と学校の役割と権限、意思決定の明確化について、本学園では、「電子学

園組織規程」、「電子学園職務権限規程」に基づき、学園が運営する学校ごとに「日本

電子専門学校職務権限」、「情報経営イノベーション専門職大学職務権限」を策定し、

設置法人と学校との適切な意思疎通と連携について、本学園常任理事に日本電子専

回常任理事が参加して開催される役

員連絡会にて各学校の状況を常任理事全員が共有している。また、理事長、常務理事

の会議に参加して

教職員の提案などをくみ上げる仕組みの整備について、本学園では、以下のとおり、

特別活動、プロジェクトなどの実施に関する申請、提案は、電子認証システムか

年度は、特別活
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・教職員への提案募集 

令和 2 年度は、新設学科・付帯教育に関する提案募集を実施した。 

 

・教職員に向けての各種アンケートの実施 

行動指針に関するアンケートをはじめ、必要に応じて教職員に各種アンケートを

実施することで、意見・提案を受付け、施策の検討や改善に役立てている。 

 

・新入教職員研修での自由意見の収集 

日本電子専門学校、iU の新入教職員研修を合同で行っており、研修の最終で、学

園・学校に対する疑問、提案など自由な意見を収集し、それに対し、該当理事、部

署長が回答するとともに、改善が必要な事項については、主管部署が検討を行い対

応している。 

 

・電子学園協議会からの提案 

本学園には電子学園協議会が組織されており、人事部が窓口となり、日常的に意

見、提案を受付け、適正な対応を行っている。 

 

6-1-4 設置法人の管理運営をチェックする体制を適正に運用しているか 

本学園では、監事として、外部から税理士 1 名、弁護士 1 名を選任している。監事

には、理事・監事間の独立性を保つとともに、学校法人の運営状況を十分に把握し、

監査の実効性をより高めることが求められるため、すべての理事会、評議員会、コン

プライアンス委員会への参加を依頼し、案件に関する適切なアドバイスをいただいて

いる。 

令和 2 年 4 月からの私立学校法改正により、監事の職務が改正されたため、本学園

の寄附行為も変更し、理事会、評議員会において、業務、財産および役員の執行状況

に対する意見をいただいている。 

 また、内部監査については、令和 2 年 7 月に策定した本学園の「電子学園内部監査

基本規程」に基づき、学園内で 4 名の委員を選出し、本格的な監査を開始した。 

 

6-1-5 付随事業と収益事業は文部科学省通知に準じて扱っているか 

 本学園では付随事業、収益事業は行っていない。 

 

6-1-6 人事、給与に関する制度を整備し、適正に運用しているか 

要員計画に基づく採用や人事異動を適正に実施している。新設学科の設置に伴う配

置転換や新規採用を計画的に実施し、新たな専門技術の修得が必要な場合には、外部

研修などを利用した転換教育を行っている。また、年 2 回の定期的な学内研修会を行

うとともに、自己啓発研修と資格取得を奨励し、キャリア開発を積極的に行える環境

を整えている。 

人事考課制度については、目標管理制度を導入している。毎年度当初の部門目標に

対して、各個人が業績考課シートを作成し、半年ごとの結果報告を踏まえて人事考課
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を行っている。この人事考課に基づき昇給および賞与を決定している。 

採用の選考方法、試用期間、懲戒処分の種類および方法、解雇基準については、就

業規則で明確に定めている。また、昇進および昇格降格制度、等級別俸給表、各種手

当の支払い基準については、「給与規程」で明確に定め、適切な運用を行っている。 

勤怠管理システムを活用し勤怠状況を適正に管理し、時間外労働については時間外

勤務手当を支給するとともに、時間外労働月 45 時間、年間 5 日以上の有給休暇取得を

厳守している。 

令和 2 年 8 月より在宅勤務・時差勤務制度を導入し、新たに「在宅勤務規程」を定

め、在宅による授業配信などを認めるとともに在宅時の費用負担などを明確に定めて

いる。在宅時の勤怠管理については、勤怠システムをクラウド化し、利便性を向上さ

せて管理運用している。     

また、時差勤務を認めることにより、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方にも

つなげることができている。 

これらは、就業規則および関連規程として以下のように明確に定め、Google ドライ

ブ内で教職員に周知し適切に運用している。 

 

1） 就業規則 

2） 給与規程 

3） 教務関係規程 

4） 退職金規程 

5） 表彰規程 

6） 慶弔見舞金規程 

7） 出張規程 

8） 継続雇用規程 

9） 育児に関する規程 

10）介護に関する規程 

11）嘱託職員就業規則 

12）パートタイム職員就業規則 

13）非常勤講師契約細則 

14）育児介護休業規程（パートタイム職員） 

15）在宅勤務規程 

 

6-2 財務運営 

 

6-2-1 事業計画等に基づき予算を編成し、適正に執行管理を行い、決算書を作成し

ているか 

本校では、NEXT10 との整合性を図り、当該年度の事業計画および予算編成方針が

策定され、これらに基づいて予算を編成している。各部署長は、事業計画に基づき予

算計画案を作成し、理事長をはじめとする理事および監事に説明し了承を得る。その

後、財務経理部において学生生徒納付金収入などの収入予定金額を試算し、人件費や
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固定的支出、各部署から提出された予算計画（案）などにより全体調整の後、評議員

会の意見を聞き、理事会の議決を得る。その後、各部署では予算計画に則って予算を

執行する。 

本校では、電子学園が整備している「経理規程」「固定資産及び物品管理規程」「資

産運用規程」「予算管理規程」などの規程類に則って事務処理を行っている。 

各部署で事業計画および予算計画に基づき執行される予算については、財務経理部

で予算管理システムを活用して執行状況とその内容を把握し適切な管理を実施してい

る。また、期中に予算超過が見込まれる場合には、補正予算を作成し評議員会の意見

を聞いたうえで理事会の承認を得ている。令和 2 年度は、コロナ禍における対応とし

て本学園の学生支援措置として一律 3 万円の「緊急修学支援金」の支給および、本校

のオンライン授業用として学生にノートパソコンとポケット Wi-Fi の貸与を決定し補

正措置を行った。 

令和 2 年度決算については、予算計画に基づき予算執行された結果、経常収支差額

および基本金組入前当年度収支差額をプラスにすることができた。したがって、令和

2 年度の予算計画は、本校の目的・目標に鑑み有効かつ妥当なものであったと判断す

る。 

 

6-2-2 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか 

本学園は、教育活動の充実および永続という目的を達成するため、日本電子専門学

校と情報経営イノベーション専門職大学、2 つの教育事業によって内外の要因に左右

されない財務基盤の充実と強化を図っている。 

本校においては、現在使用している校舎・教室・実習室などの稼働率を精査すると

ともに、老朽化などにより稼働率が低下している校舎については、中長期計画に基づ

きより効率的な教育活動に資するための建て直しおよび改修工事を計画的に実施して

いる。令和 2 年度は、6 号館のエレベータ全面リニューアル工事と、7 号館の外壁パ

ネルシーリング打替工事を実施したが、予定していた 12 号館空調設備リニューアル

工事については、コロナ禍での学事日程変更により令和 3 年度への工事延期を決定し

た。教育設備については、中期計画に基づき単年度予算計画において定期的に入換え

を行い、負債を増やすことなく実施できている。 

また、本学園として各種資産の資金積立を実施して、中長期的な財務基盤を強化し

ている。支出については、施設・設備の整備、教員の新技術修得などの研修、教職員

新規採用および継続雇用などで増加する傾向にあるが、募集活動の見直しや中期計画

に基づく合理的支出を実施している。令和 2 年度においては、コロナ禍により対面で

の募集活動をオンラインに変更するなど支出の効率化を図った。また、将来年度負担

経費、リース・借入金利息の減額に努め、所有する資産の見直しや事業の見直しを行

い、財務基盤を強化してきた。その結果、過去 7 年間に渡り経常的な収支差額がプラ

スで推移しており、留保資金および財務状況については安定しているといえる。 

財産目録、資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表などの主要な財務諸

表に基づき、予算対比・年度対比・構成比・伸び率などの財務比率を算出している。

これらの数値により、事業計画および目標財務構成の進捗状況を検証し、次年度以降
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の計画、予算作成の資料としている。 

主な財務比率である「人件費比率」は 47.1％であり、当面の目標値である 50％以下

を達成している。本校の学生数は、平成 27 年度から令和 2 年度までの 5 年間増加し

ており、令和 2 年度の学生生徒等納付金が前年度と比較し 146,817 千円増加している

が、「学生生徒等納付金収入比率」は、92.3％と経常収入に対する割合が高く、今後財

務基盤のさらなる安定を図るために、受託事業収入等の外部資金獲得に向けた取組み

が必要である。財務数値の中でも、今後は特に、事業活動収支計算書における教育活

動収支がプラスになっているかどうかが重要である。また、財務比率分析では、その

推移において特に悪化している比率はどこなのかを把握しておく必要がある。 

 

6-3 監査・財務情報の公開 

 

6-3-1 私立学校法及び寄附行為に基づき適切に監査を実施しているか 

本校では、私立学校法第 37 条 3 項および寄附行為第 14 条に基づき、選任された 2

名の外部監事が監査を実施している。監事は、上半期・下半期の年 2 回開催される各

部署からの事業報告会および、下半期に開催される次年度事業計画・予算計画説明会

に出席し、法人全体の業務について監査を行い、計算書類（資金収支計算書、事業活

動収支計算書、貸借対照表、財産目録）・元帳・証憑類などにより会計監査を実施し、

監査報告書を作成する。 

監事による会計監査は、毎年決算処理が完了する 5 月中旬に実施されており、寄附

行為に基づき、当該会計年度終了後 2 ヶ月以内に監査報告書が理事会および評議員会

に提出され、最終的な承認を得ている。 

 令和元年度から、私立学校振興助成法第 14 条第 3 項に準じた公認会計士監査を実施

している。令和 2 年度の公認会計士監査は、10 月から翌年 6 月にわたり実施され、令

和 2 年度中には、往査が 6 日・固定資産の実査が 1 日実施された。公認会計士の往査

では、学校法人会計特有の会計処理の妥当性についての検証における意見を記録し、

その意見に基づき会計処理を見直し検討したうえで、必要に応じ会計処理の修正を行

っている。また、公認会計士が作成した監査計画書を監事に提出し、その内容の確認

および説明を行った。 

 

6-3-2 私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し適正に運用しているか 

本校では、私立学校法第 47 条第 2 項に則り、財産目録、貸借対照表、収支計算書、

事業報告書および監事が作成した監査報告書を当該事業年度終了後 2 ヶ月以内に学校

の利害関係人に対して公開している。情報公開請求の窓口は総務部が統括し、本学園

の「財務書類閲覧等規程」に基づき公開を実施している。閲覧希望者には、学園所定

の財務書類等閲覧申請書提出後に財務情報を開示し、提出された申請書の保管をもっ

て財務公開実績の記録としている。また、これらの公開情報については、オフィシャ

ル Web サイトにも公開している。 
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基準７．運営方針・事業計画 

 

7-1 学校の運営組織 

 

7-1-1 学校運営のための組織を整備しているか 

本校の運営組織は、学園の「寄附行為」、「組織規程」に基づき、校長の下にクリエ

イター教育、エンジニア教育、学事部、キャリアセンター、広報部を設置し、学校運

営に必要な事務および教育組織を整備している。運営組織図は図 6-1 参照のこと。 

 各部署の業務分掌については「組織規程」、意思決定については学園の「職務権限規

程」、「日本電子専門学校職務権限規程」、「職務権限一覧」で明確に定めている。 

組織運営に関わる会議、委員会については、「日本電子専門学校会議運用規程」に

定め、表 7-1 のとおり、適正に運用している 

 

表 7-1 日本電子専門学校会議一覧 

会議名 主幹 構成員 開催頻度 主な検討事項 

部署長会議 校 長 
校長、副校長、および

本学園の部署長 

毎週一回 

定期 

本校全般に関

わる事項 

教育運用会議 校 長 
校長、副校長、 

および教育部署長 

毎週一回 

定期 

本校教育に関

わる事項 

科長連絡会議 教育部長 

校長、副校長、 

教育部署長、および 

科長 

同 上 
本校教育に関

わる事項 

教員連絡会議 学事部長 
教育部署長、および 

教員 
同 上 同 上 

学科会議 科 長 科長、および科員 同 上 
各学科に関わ

る事項 

その他の委員会、

プロジェクト、 

分科会 

指名または 

互選された

者 

構成員として 

指名を受けた者 

必要に応

じて随時 

委員会などの

目的に関わる

事項 

 

規則、規程の制定・改廃については、主管部署などが起案し、「電子学園 規則等の

呼称及び番号を定める規則」に基づき、「規則」は理事会において承認を受け理事長の

決裁を経ること、「規程」は委員会などの申し合わせによることとされている。ただし、

「規程」については上記に加え、稟議事項として学園の電子認証システムにて常任理

事の承認、理事長の決裁を経ることが必要となっている。 

 

7-1-2 意思決定の仕組みを明文化しているか 

 本校では、「組織規程」、「職務権限規程」、「日本電子専門学校職務権限規程」、「職務

権限一覧」において、管理職の職務権限を明確にし、適正に運用している。 
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 また、令和元年度からは、電子認証システムを導入し、「職務権限一覧」に基づいた

承認フローを作成し、稟議事項の電子承認・電子決裁を行っている 

 

7-1-3 学校運営に関わる教職員の資質・能力向上への取組を組織的に行っているか 

職員の能力開発のための研修については、新入教職員研修をはじめとして、目的別・

階層別に学内において研修を実施している。また、各部署における専門知識習得のた

め、学外において外部研修機関主催の研修を受講している。令和 2 年度は、以下の研

修を実施・受講した。 

 

表 7-2 学内実施研修 

主催 講座名 

人事部 
新入教職員研修（新入教職員対象） 

コンプライアンス・パワーハラスメント研修（全教職員対象） 

 

表 7-3 学外受講研修 

部署 講座名 

総務部 

令和 2 年度文章力向上講座 

内部監査入門講座 

学校安全講座 学校の防災と機器管理 

人権教育研修 学校におけるハラスメントを防止する 

情報システム監査基礎講座 

私立専門学校等評価研究機構 第三者評価講習 

人事部 

民法改正と判例から見る私学の労働問題 

内部監査入門講座 

源泉部会月例連絡会年末調整 

私学共済事務担当者連絡会 

雇用主研修会 

人権啓発推進員研修会 

障害者雇用セミナー  

就職差別解消シンポジウム参加 

内部監査士認定講座 

財務経理部 

初心者のための学校法人会計基礎入門セミナー 

学校法人における税務実務セミナー 

学校法人における会計担当者実務セミナー 

はじめて学ぶ学校法人における 3 月決算手続きセミナー 

学校法人における基本金徹底理解研修 

学校法人会計の研修会【決算編】 

会計システム決算操作セミナー 
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経営セミナー 

管理部 防火・防災管理講習 

学事部 

Access 基礎講座 

Access 応用講座 

日本学生支援機構奨学金業務研修会 

防火・防災管理講習 

キャリアセンター 

キャリアコンサルタント養成講座 

22 年卒新卒採用に向けて押さえておきたい。コロナ禍での企業･学生の変化 

技能講習キャリアカウンセリングのメカニズムと条件 

上司と部下の成果達成の人事評価コミュニケーションセミナー 

留学生就職指導教員対象講座 

人権教育研修 発達障害に対する理解と援助 

留学生受入れ及び在留手続と申請等取次研修会 

チームのリーダーに求められるマインドとスキル 

専門学校留学生担当者研修会 

マネジメント革新の主体者であるリーダーに必要なスキルとは 

自己理解支援ツールの体験とアプローチの習得 

留学生就職指導教員対象講座 

国際人材支援在留管理協会 研修会 

コロナ禍における専門学校のチャレンジ 

地域中小企業・小規模事業者の人材確保支援シンポジウム 

ベトナム人留学生在籍中の専門学校・日本語学校様向け特定技能セミナー 

主権者教育 Zoom 研修会 

広報部 「with コロナ」における学校の課題  

 

7-2 運営方針・事業計画 

 

7-2-1 運営方針・事業計画・重点目標を適正な手続きで決定しているか 

 本校の運営方針・事業計画・重点目標などの策定については、NEXT10 に示されてい

る、「2026 年のあるべき姿」実現を念頭におき、前年度までの取組み状況なども踏ま

えたうえで基本案を策定、評議員会・理事会での報告、審議、承認を得たうえで決定

し、議事録に残している。 

令和 2 年度については、令和 2 年 2 月に計画を策定し、各部署長から役員へ説明、

令和 3 年 4 月に各部署長から役員へ実施報告をする予定である。 

上記を経て作成、公開している事業計画書は、「はじめに（運営方針）」「重点事項」

「事業計画（日本電子専門学校、情報経営イノベーション専門職大学、経営企画、組

織、人材、施設/設備、財務経理）」「人事計画（人事概要、組織図）」「予算計画（予算

編成方針、資金収支予算書、事業活動収支予算書）」のカテゴリーごとにまとめている。 
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7-2-2 運営方針と事業計画・重点目標を文書化し、教職員に周知・徹底しているか 

 本校の運営方針・事業計画・重点目標はオフィシャル Web サイトより情報公開する

ことで、学内の教職員をはじめ学外に対して発信している。また、事業計画書として

まとめられた内容について、前年度末に実施する学内の研修会にて全教職員に対して

計画を報告し、共有している（令和 2 年度はコロナ禍により実施できず）。 

令和 2 年度の報告については、更なる周知・徹底を促す目的で、令和 3 年 6 月 1 日

の事業報告に関する情報公開に合わせ、全教職員に対して一斉メールを配信し、周知・

徹底を図る予定である。 

 

7-3 学校における安全対策 

 

7-3-1 学校における安全管理体制を整備し、適切に運営しているか 

本校の防犯体制については、管理部が主管となり、校舎の防犯をはじめとした各種

対策を行っている。校舎内外、出入口、共有スペースなど、必要と思われる箇所には、

防犯カメラを設置し、必要に応じて確認を行っている。また、警備会社と契約をして、

夜間の防犯対策である侵入検知用の防犯システムを全ての校舎に整備し、校舎施錠後

に不測の事態が起きた場合は、警備会社がかけつけるシステムとなっている。不審者

の侵入防止対策としては、学生、教職員、来校者の属性を紐の色で分けたカードフォ

ルダー（学生はセキュリティーカード）を配布し、校舎内での着用を義務づけている。 

 学校保健安全法に基づく「学校安全計画」については、本学園の関連部署が連携し、

本校の学校保健計画を基に、令和 3 年度に策定をする予定である。 

授業中に発生した事故などに関する対応マニュアルの作成については、令和 2 年度

に、様々な事象発生時の初期対応の方法や連絡の流れなどを記載した『危機管理マニ

ュアル』を作成し、全教職員に配布した。また、運用方法については、オンラインで

開催した教職員研修会にて学園の危機管理担当（総務部長）より説明を行い、周知し

ている。学生に対しては、『学園生活ガイド』において、防火・防災・緊急避難などを

含めて周知している。実習などの安全管理については、毎年度、人事発令により、各

実習室の管理者を任命し、責任をもって管理することとしている。 

危険物について、本校で取扱っている危険物は、消防法に定める第 4 類のアルコー

ル類のみである。エタノールなどの消毒液については、保管庫にて施錠をし、保健室、

管理部で管理を行っている。また、危険物や産業廃棄物の処理については、管理部が

専門の業者に委託し、適正に廃棄を行っている。 

 

7-3-2 防災に関する組織体制を整備し、適切に運営しているか 

本校では、管理部が「消防計画」を策定して所轄の消防署である新宿消防署に提出

している。災害発生時には、『危機管理マニュアル』に基づき、災害対策本部を設置す

ることとし、学生、教職員の安全確保、的確な情報収集と提供を行う体制を整備して

いる。また、帰宅困難者への支援対策として、3000 名×3 日分の保存食、保存飲料水、

簡易トイレ、簡易寝具などを常備している。さらに、防災の一環として、緊急時に活

用できる AED（自動体外式除細動器）を、本館、7、8、9、11、12 号館の 6 か所に設置
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している。消防設備などの整備および保守点検については、定期的に法定消防設備点

検、建築設備点検を行い、指示指摘事項が報告されれば、速やかに対処している。 

大規模災害時における地域などとの連携については、総務部長が地元の町会役員会

や総会に参加し、定期的に情報交換している。 

   

図 7-1 7 号館 1 階防災備蓄倉庫 防災備蓄品 

 

教職員・学生に対する防災研修・教育については、計画的に実施している。 

学生の防災訓練として、年度計画に「防災避難訓練期間」を設けて、火災発生や大

規模地震を想定した安全指導や避難訓練を実施し、記録を残している。また、火災・

地震などを想定した学生用対応マニュアルの配布、災害ビデオの映写と講義、訓練用

消火器を利用しての使用説明と噴射訓練を実施し、防災意識の向上を図っている。令

和 2 年度は、7 月に新入生全クラスに対し、オンラインで防災講習のみ実施した。   

教職員に対しては、令和元年度、新宿消防署の協力により夏季研修会で「災害が起

こった際の教職員の対応、日常的な対策と学生指導」をテーマに研修を行い、また「ま

ちかど防災訓練車」を使用し消火訓練を行った。令和 2 年度は、オンラインで開催し

た教職員研修会にて、『危機管理マニュアル』の運用方法について、学園の危機管理担

当（総務部長）より説明を行った。 

   

図 7-2 防災訓練車による消火訓練 教職員研修（令和元年度） 
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基準８．社会貢献 

 

8-1 社会貢献・地域貢献 

 

8-1-1 学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか 

本校では、年度事業計画の中に社会貢献、地域貢献の方針について記載している。

これに則って、新宿警察署・東京都・新宿区などが主催するボランティア活動や各種

イベント、町会活動への参加を積極的に行っている。例年、自治体が開催するイベン

トへの参加、町内会が実施する春季・秋季の交通安全運動、道路美化清掃活動、各種

祭事への協力を行っているが、令和 2 年度は、すべてのイベント・行事が中止となっ

た。また、新宿区で推進しているリデュース・リユース・リサイクルの 3R に協力する

ため、ペットボトルキャップを回収する取組みを学生中心に学校全体で行っており、

令和 2 年度は、45 リットルの袋 7 個分のペットボトルキャップを新宿リサイクル活動

センターに提出した。 

国の機関などからの委託研究および雇用促進事業については、東京都からの委託に

より、求職中の方が新たな知識・技術を身に付け、再就職に役立てられる能力を習得

するための職業訓練「専門人材育成訓練」の訓練生受入れを令和元年度より開始した。

令和元年度はアニメーション科で 5 名、電子応用工学科で 2 名、令和 2 年度はアニメ

ーション科で 5 名を訓練生として受入れ、専門教育を行っている。 

学校の施設・設備の開放について、令和 2 年度はコロナ禍のため大幅に減少し、実

績は以下のとおりである。 

 

表 8-1 令和 2 年度 学校施設無料開放実績 

主 催 名  称 

公益財団法人画像情報教育振興協会 

（CG-ARTS） 
CG-ARTS 検定 

公益社団法人色彩検定協会 各種試験 

 

高等学校が行うキャリア教育実施への協力について、本校では、講師派遣や模擬授

業の実施など様々な協力を積極的に行っている。令和 2 年度は以下のとおり協力を行

った。 

 

・東京都立大崎高等学校（定時制）「社会的・職業自立支援プログラム事業」 

日程：令和 3 年 3 月 24 日（水） 

内容：ゲーム・情報処理業界の説明と簡単な体験講習 

・東京都立豊島高等学校「全学年対象職業別模擬授業」 

 日程：令和 3 年 3 月 19 日（金） 

 内容：アニメ・マンガ、3DCG クリエイター、ゲームクリエイターに関する仕事の内

容説明と模擬授業 
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・東北生活文化大学高等学校 普通科未来創造コース「CG 領域 特別授業」 

 日程：令和 2 年 7 月 30 日（木）、令和 3 年 1 月 28 日（木） 

 内容：CG クリエイターに関する仕事の内容説明と模擬授業 

・仙台育英学園高等学校「AI・ビッグデータ・IoT セミナー」 

 日程：令和 2 年 9 月 12 日（土） 

 内容：AI・ビッグデータに関連する職業・活用事例紹介、AI 体験 

・ガイダンス業者が主催する高校生対象キャリア教育への協力（講師派遣、模擬授業

の実施）：727 回（令和 2 年 6 月～令和 3 年 3 月） 

   

なお、本校は毎年、地域の方を対象とした公開講座を積極的に実施しているが、令

和 2 年度はコロナ禍により、例年実施している講座などがすべて中止となった。 

 

表 8-2 例年実施している公開講座開講実績 

公開講座名 

地域住民のためのパソコン講習会 

地域貢献のための公開講座 

高等学校教員対象講習会 

 

主権者教育・消費者教育などへの取組みについて、例年は新入生オリエンテーショ

ンで学生に対する教育を行っているが、令和 2 年度はコロナ禍によりオリエンテーシ

ョンが中止となったため、実施していない。 

 

  

図 8-1 主権者教育・消費者教育資料 

             

8-2 ボランティア活動 

 

8-2-1 学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか 

本校は、新宿警察署管内の大学、専門学校、高等学校で構成されているボランティ
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ア団体「シャイニングスターズ」に発足当初から加盟している。依頼のあった学生ボ

ランティア活動に関して、学園の総務部を窓口として、各クラス担任を通じて学校全

体にアナウンスを行い、希望者を募っている。また、成績証明書など就職活動時企業

に提出する書類の活動記録にボランティア参加実績を記載するとともに、貢献が顕著

であった学生を卒業式で表彰するなどの支援を行っている。これらの支援により、平

成 27 年度の参加者が年間 31 名であったのに対し、平成 28 年度 153 名、平成 29 年度

188 名、平成 30 年度 290 名と年々増加し、令和元年度はのべ 348 名がボランティア活

動に参加した。 

 例年参加している学生ボランティア活動は以下のとおりであるが、令和 2 年度はコ

ロナ禍のため、すべて中止となった。 

 

ボランティア活動の活動実績の把握については、総務部にて、参加するボランティ

アごとに参加希望者の名簿を作成し、当日は、担当者が同行して出欠確認を行い、結

果を学内で公表している。 

 

表 8-3 例年学生が参加しているボランティア活動 

ボランティア名 内 容 

痴漢被害撲滅キャンペーン 

（シャイニングスターズ） 

式典参加、新宿駅西口での防犯チラシ配布

活動 

社会を明るくする運動 

（シャイニングスターズ） 
パレード参加、式典への参加 

街の安全みまもりイベント 

（シャイニングスターズ） 

イベント参加、小田急百貨店新宿店前歩道

上におけるグッズ配布活動 

マナーアップ・新宿クリーン作戦 

（シャイニングスターズ） 
新宿駅東口周辺清掃 

歌舞伎町地区年末合同パトロール 

（シャイニングスターズ） 
歌舞伎町パトロールへの参加 

北新宿第一児童館「ドキドキまつり」 準備、模擬店の運営、片付け 

警視庁主催「地域安全都民大会」 イベント参加 

警視庁主催「災害時学生ボランティア

研修会」 
研修会参加 

 


